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岡 山隆

わが国の経済状況は、不透明な中にまだあり、経済見通しでは回復の兆しといわれながら、「1994年4～6月の

GDPは年率マイナス1.6%の成長」と経済企画庁の国民所得統計速報は報じている。

フランスの経済は少し明るいけれども、失業率は依然として頑強に引き下げ政策に抵抗している。

日本とフランスの間に、政治・経済の面で特筆すべき係争、緊張関係は只今までの所、幸いなことに生じていない。
だが、日本とフランスは同じ問題に直面している。つまり外国人労働者の問題である。

フランスは日本とは異なるが、彼らの定着化と制度化では先輩であるともいえる。そんななかで、日仏問では、政
治面はさておき、国際化が進行している経済関係では、より一層の拡大をと望む声は大きい。

1995年1月からは、やっと決着したウルグアイ・ランドの一つの成果である「世界貿易機構(WTO)」が成立し、

また欧州経済共同体は、欧州連合となり、オーストリア、ノルウェー、スウェーデン、フィンランドの加盟交渉が終
結しており、オーストリアは国民投票でEU加盟が大差で承認された。残る3カ月の国民投票日も決定され、その結
果によってEUが拡大すれば、フランスの経済も新しい地平が開かれてくる。

このようにヨーロッパでも、ここでは書かないが、アジアでも、地域経済の高まりと相互依存性の拡大によって、
グローバルな経済の活性化が見えてはいるが、反面、幾多の地域ではまだ漂流を続けている人々 、経済がもがいて
いる。

しかしながら、第二次世界大戦が終わってから50年になり、それなりの経済的パフォーマンスをあげてきた。こん
な時、日仏経済学会の第三代の会長として、尽力いただいた京都大学名誉教授の河野健二先生から、また理事の皆様
から、この日仏経済学会の会長を引き受けるようにとど依頼がありました。この学会は、確かに、まづ、経済学を中
心としてまいりましたが、発足まもなく、経済関係なり、経済の現実に関連しているものをも取り上げようという方
向に拡大してまいりました。経済企画庁をはじめ通産省、大蔵省の官界、またジャーナリズムやコミュニケーション

へと間口を広げるとともに、研究者の交流のみならず、研究者のグループの交流としての「日仏シンポジウム」さら
には「共同研究プロジェクト」も歩み出しております。今後は、研究や実務にたずさわっておられる方々を掘りおこ
し、ご協力願って、いろいろなレベルで、多面的な日本とフランスの間の経済の研究、比較調査、情報の交換、人的
接触など、本学会の拡大を通して、この学会の存在感を示していけたらと思っております。

この会長という重責に応えるべく努力してまいりたいと存じますので、皆様からのご提案に加えてご指導とご叱正
を賜りたく存じております。
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日 本の労使関係と賃金制度

福岡県立大学平野泰朗

一国の賃労働関係を経済成長とのかかわりで分析する

場合、少なくとも次の2点を検証する必要があろう。生

産性上昇の方法とその成果の分配方法である。ここでは、

日本の賃労働関係をミクロ経済的な観点から分析する。

なぜなら、日本における生産性の上昇とその分配につい

て研究し始めると、その鍵が主として企業レベルにある

ことに気づくからである（ミクロ・コーポラテイズム、

Boyer,R1990)。

生産性の上昇は、日本においても、他国と同様、投資

と規模の経済によって実現される。日本の国内総生産に

占める投資の割合は、他の先進工業諸国に比べて高く維

持されてきた。図1より、日本の投資割合は、フランス・

旧西ドイツ・アメリカに比べて高いことが分かる。しか

発見、その異常の原因探究、修繕、工程や機械の小改善、

多能性等である。日本の基幹労働者は、この種の仕事に

携わっている。彼らは、今では有名となったOJT(仕

事につきながらの訓練）により養成される（小池和男、

1978)。しかし、こうしたタイプの労働者養成には、そ

れに対応する労使関係がなければならない。それは、い

かなる特徴をもつものであろうか。
ｂ
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ｌｌ 2．日本の労使関係の「三種の神器」

年功賃金・終身雇用・企業別組合の3つは、日本企業

の活動に1つの統一性をもたらすものといわれている。

労働者が同一企業にとどまれば、彼の賃金は年功賃金制

により定期的（たいていは毎年）に上がっていく。反対
し、投資すなわち生産設備を更新するためには、生産組

織の絶えざる変更あるいは修正が必要である。日本経済

はこの問題をいかに解決しているのであろうか。

また、1970年代後半以降、日本経済は、とりわけ製品

の質に関して高い競争力を示してきた。このことは、投

資や規模の経済の他に生産性の源泉があることを示唆し

ている。それは、どのような源泉なのであろうか。

これら2つの問に答えるには、労働生産性をミクロレ

ベルの労働編成様式の観点から考察する必要があろう

(Lipietz,A.,1990)。

に、企業を移れば、彼は年功権を失うことになる。こう

した企業間移動が彼に不利になりやすいので、日本の労

働者は企業にとどまるほうを選ぶ。

しかし、年功賃金や終身雇用は、労働者のやる気を必

ずしも上げるものではない。もし、賃金が全員そろって

自動的に上がるのであれば、労働者は、やる気を出す必

要も生産性を上げる努力をする必要もない。だが、賃金

は、なされた労働に対応する。生産性を上げることに寄

与する労働は、賃金上昇をもって評価されねばならない。
もしそうでなければ、労働は真剣にはなされないであろ
う。

たしかに、ワイツマン(Weitzman,M.L.,1984)のい

うように、利潤分配制度としてのボーナスは、自分の利

益を企業のそれと同化させるかもしれない。しかし、よ

り詳細な研究（小野旭、1989、大橋勇雄、1990）によれ

ば、ボーナスの変動は、利潤よりも労働市場や消費者物

価の動きに影響されやすい。このことは、ボーナスが利

潤分配よりも賃金の性格をより強くもっていることを意
味している。

したがって、労働者が企業の生産性上昇に自らの利益

｜

’
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１

1．労働編成様式

労働生産性の特殊日本的な源泉を調べると、まず、労

働編成様式が全くテーラー主義的であるというわけでは

ないことに気づく。テーラー主義の核心は、構想と実行

の分離にある。日本企業は、これを完全に分離するわけ

ではない。もちろん、これを単純に結合するわけでもな

いo

構想と実行の間には、知的労働を要する中間領域が存

在する。それは、例えば、生産過程における異常の早期
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れる。日本の基幹労働者は、自らの能力を証明するため

に、内部労働市場において競争関係に入る。しかし、こ

矛盾があるわけではない。なぜなら、年功賃金は混合形

態で存立しているからである。表2では、中卒新規採用
向は、経営者にとって満足のゆくものではなかった。同

時に、労働者の側も.、潜在的に労働に対応する賃金を求

を結びつる上で重要なことは、賃金がなされた労働に対

応していることである。言い換えれば、生産性が上昇し
の種の競争は、外部の競争的労働市場の競争とは異なる。

なぜなら、それは、同一企業内の労働者間の共同性をと

もないながら行われるからである。

者と標準的な労働者との賃金差を生じさせる国民経済レ

ベルでの要因が示されている。男子労働者にとって最も

重要な要因は、年齢である。このことは、年功賃金の存

在を如実に物語る。これに対して、女子労働者について

は、事情が異なる。彼女らには、年齢は重要な要因では

ない。しかし、現在までのところ、日本の基幹労働者は

男子である。したがって、年功賃金は、基幹労働者につ

いては存続している。それゆえ、日本の基幹労働者は、

労使関係の中で2つの性向をもつ。すなわち、個人主義

的性向と集団主義的性向の2つである。

以上に述べてきた労使関係のあり方は、長所と短所を

併せもつ。長所は、生産労働者が労働において自らの能

力を発展させうること、および、その結果として、社会

が高い生産性を達成できることである。短所は、労働者

が内部労働市場における競争のせいで過度に労働に入れ

込むこと、および、「変わり者」（例えば、他人と同じ様

には仕事に入れ込まず、時には残業を拒否するような人）

や弱者（障害者やハンディを負った人々 ）を暗黙のうち

に排斥しがちであることである。

こうした事情は、将来、総じて、労働者．市民にプラ

スに働くのかマイナスに働くのであろうか。それは、企

業や仕事を越えた社会的・文化的枠組みの形成いかんに
掛かっているであろう。

た時に上昇する賃金の制度である。 めているようであった。

団体交渉にもつつく賃金協約は、どこにも見られる。1960年代、主にアメリカからの新技術の導入に直面し

日本においても「春闘」の名で、それは存在する。しかて、労働組織の再編成が必要となった。新技術の導入に
し、日本では問題はより複雑である。なぜなら、労働者併せて、日本の経営者は、アメリカ式の職務給を導入し
が知的労働を行うような労働編成様式がなぜ存立するのようとした。彼らは、それによって日本の労働編成様式
かが､労使関係の特徴から、同時に説明されなければなを近代化しようとした。しかし、結局、アメリカ式の制
らないからである。

度は、日本には根づかなかった（石田光男、1990)。そ
この意味では、いわゆる「三種の神淵は、日本の労れには、いくつかの理由がある。労働者側からすれば、
使関係の特徴を完全に表しているものではない。企業の広義の年功賃金はすでに慣行となっていた。ざらに、労
範囲内における共同性は、それによって説明されようが、働者は、職務給の導入以後には職務と賃金が固定化きれ
日本式の労働編成様式は、それによっては説明されない。ることを恐れた。経営者側からすれば、各職務を明確化
このことは､共同的要素のみが生産性上昇を普及させるすることは、生産設備の更新にともなう労働組織の変更
唯一のものではなく、個人的要素も存在することを示唆や調整に都合よくないように思えた。こうして、新たな
する。したがって、以下では、この個人的要素がどのよ賃金制度のモデルカ観れた。それが、職能給である。職
うなものであるかを、賃金制度を調べることによって明能遂行の「能力」という概念は、きわめて広い。それは、らかにしてゆこう。

まず、技術的ノウハウを含むが、同時に、提案力．リー
ダーシップ・習得意欲．責任感．協調性等をも含む。そ3．査定をともなう年功賃金

して、これらの能力を認識するためには、人事考課を行
まず､賃金制度を調べることが労使関係の本質を理解わなければならない（熊沢誠、1989)。する上で何故重要であるかを述べておかなけれぱをるま こうしたコンテキストにおいて、労働者は、上司に自
い｡賃金制度は､個々人の隻鋤§決定される識制をコーらの能力を認めさせるために、ノウハウを磨き、改善をド化したものである。したがって、賃金制度を調べるこ提案するよう努めなければならない。結果として、彼らとによって、部分的にせよ、労使関係における個人と集は、労働の柔軟性や生産性上昇に協力することになる。団の関係が分かるであろう。

しかし、「純粋な」職能給は、「純粋な」年功絵同様、
’）戦後日本の賃金制度の歴史 ほとんど存在しない。実際には、2つの制度が混在して
先に、日本の賃金制度は年功賃金であることをみた。 いるのである。

もし､年功賃金が文字どおりのものであるをら、各人の2）年功給と職能給基本給は､年齢あるいは勤続年数に応じて決まることに年功賃金制度においては、賃金は定期的に上昇するなる。すなわち、賃金は-定期間（たいていは,年)後、（定期昇給)。しかし、実際の昇給額は、同じ職階の者の自動的に上がる。このようを純粋の年功賃金であれば、間でさえそれぞれに異なる。このように個人個人で賃金賃金は、なされた労働に対応しない。

''ォ熱剛伽･眸鱸鈍旧本崎鋤爆｡麓?辮鰯總堂：歴史の中で存在しをかつた。とはいえ､鵜戦直後には、誰もが定期的に昇給するが、その額の少なくとも一部は、賃金制度は比較的純粋ﾓテﾙに近かった｡その代表例が査定によって決まる。こうして日本では、査定をとも准電産型賃金である。この賃金制度では､賃金の大き螂う年功賃金が成立する。分が年齢と家族数によって決められていた。こうした傾こうした賃金制度の下では、企業内に能力主義が生ずl

4．労働者間の共同性

賃金と査定の間に対応関係があるとはいえ、日本の労

働者は完全に個別化されているというわけではない。な

ぜなら、賃金の個別化は、たいていの場合、企業ごとに

ある上限と下限の間で収まっているからである。この上

限と下限を定めるために、労使協議制や企業別組合によ

る団体交渉等の何らかの制度的要素が影響を与える。表

1は、一例として、1988年の東芝における賃金・ボーナ

スへの査定の影響度を示している。そこには、7つの職

階があり、各職階には、基本給の定期昇給額およびボー

ナス支給率についての標準が与えられている。例えば、

社員三級の場合の定期昇給標準額は2500円であり、主事

一級の場合は6000円である。しかし、同時に、各職階に

は査定が及ぶ範囲が定められている。例えば、社員三級

の定期昇給に関しては、±10％の査定力汲ぴ、主事一級

に関しては、±40%の査定が影響する。ここから、各人

の査定結果に応じた個別化をともないつつも、賃金は、

大まかには、各企業ごとに年齢や勤続年数に応じて決ま

る傾向を有するものとなる。すなわち、広義の年功賃金

が成立するのである。こうした年功賃金は、当然のこと

ながら、長期雇用を前提として成立する。

したがって、労働者共通の利益は、第一に、この長期

雇用の保障にあり、これは、時として、賃金の上昇や賃

金査定幅の上限下限の設定より優先されるものである。
I

’5．結論

以上述べてきたことから、職場内における能力主義が、

集団的な妥協の上に成立する。それは、内部労働市場に

おいて競争があるがゆえに能力主義であり、企業内にお

いて労働者間に共通の利害が成立するがゆえに集団的な

妥協をともなう。

したがって、個人レベルにおける賃金分散化と企業な

いし国民レベルにおける年齢に応じた賃金分布の間には、
｜
’
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図1．国内総生産に占める機械設備の割合（％）
表1．賃金・ボーナスの査定幅（本給リンク分）
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ポ ナ ス賃上げ・本給の基幹昇給
ー

勤務率100%

の最低保障

査定幅基準額 支給率｜査定幅

6,000円

5,200円

4,500円

3,800円

3,200円

2,800円

2,500円
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主事二級

主事三級 ’

主事補

引佃]gr21gr41gr619781M1M1M1M1W1"
社員一級

社員二級
－日本．．…アメリカ…旧西ドイツーーフランス

出所）日本銀行『国際比較統計』

注）フランス・旧西ドイツにおける機械設備は、「国内総固定資本形成一住宅」。

社員三級

『東芝労組新聞』出所） (熊沢誠、1989より引用）

表2．中卒者初任給からの乖離部分に対する諸要因の寄与(%),1980年 参考文献

BOYER,R.(1990),ThecapitallabourrelationsinOECDcountries:fromthefordist

,'GoldenAge''tocontrastednationaltrajectories,QEPREMAP

LIPIETZ,A.(1990),Lesrapportscapital-travailal'aubeduXXIesiecle,

PROJETWEIDER(ONU)

男

10～99人

子

l,000人以上

子

l,000人以上

女

10～99人

教 育

勤続年数

職種経験年数

年 齢

合計

ｌ
Ｉ
Ｉ
Ｉ

10.0

5．4

23．8

60.8

100.0

WEITZMAN,M､L.,(1984),1heshareeconomI,HarvardUniversityPress

石田光男(1990)『賃金の社会科学』、中央経済社

大橋勇雄(1990)『労働市場の理論』、東洋経済新報社

小野旭(1989)『日本的雇用慣行と労働市場』、東洋経済新報社

熊沢誠(1989)『日本的経営の明暗』、筑摩書房

小池和男(1978)Internallabourmarketsandindustrialrelationssystemsonthe

shopfloorinJapan,『経済科学』（名古屋大）第25巻3号

9．5

l2.l

l5.6

62.8

100.0

15．9

34．9

l7.8

31.4

100.0

36．4

0.3

65．2

-l.9

100.0

「

出所）小野旭、l989 ’

注）標準労働者（40歳、高卒、勤続10年、職種経験10年以上）
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有な制度諸形態の正確な構図に依存しているのである。

経済的・社会的闘争の表現、競争あるいは貨幣創造の体

制が変化すれば、蓄積体制とそれを「操縦」するレギュ

ラシオン様式もまた変化し、エコノミストカ説明しよう

とする大半の定型的事実が引つくり返されてしまう。こ

の結果は最初アメリカ資本主義とフランス資本主義の数

百年の変化の分析から得られたものだが、ついで、ここ

二十年にわたるOECDのさまざまな経済の間の賃労働

関係について－連の国際比較を行なうことにより強固に

された。こうして、工業諸国のほぼ全体に共通なフォー

ド的発展様式という仮説は徐々に相対化されていき、足

柳をされたフォーデイズム（イギリス)、不完全なフォー

ディズム（ブラジル)、周辺部フオーデイズム（ラテン

アメリカや東南アジアの諸国）といった形をとることに

なったのである。

この研究は、この中心仮説の再評価と洗練の過程の一

環をなしている。実際、以前の研究(R.BOYER,1990)

では、日本はなによりもまず、OSTの手法がこの国の

長期的な歴史から別個に生まれた価値規範（家族の役割、

諸個人間の相互依存のネットワーク、さらには儒教の影

響）と結びあっているという意味で、ハイブリッド・フォー

ディズムを構成しているとみなされていた。しかしなが

ら、いっそう精確な研究が進められるにつれて、次第に、

ここ二十年の日本経済において作動している諸連関が、

合衆国やフランスのような多くのヨーロッパ諸国で作動

しているフォーデイズムのロジックや独占的レギユラシ

オン様式とは切断されていることがわかってきた。

さらに、以下の分析は、日本の発展様式を、合衆国

(M.AGLETTA,1974)やフランス(CEPREMAP-

CORDES,1977)について行なわれたものと同タイプの、

数百年にわたる分析の基礎のうえに特徴づけるという、

一層根気のいる仕事の最初の下準備となっている。中心

仮説は、トヨテイズムが典型的なアメリカフォーデイズ

ムと異なった発展様式であり、たとえもっとも抽象的な

レベルであったとしても、両者が大量生産大量消費のふ

たつの構図を構成しているというものである。この議論

にそって三つの主要な論証がおこなわれている。最初に、

アメリカフオーデイズムを比較的原本どうりにコピーし

適用しようとした試みが挫折に至ったことが明らかにさ

れる°この下地のうえに、労働の科学的管理の新たな構

図の発見に導く試行錯誤の過程が始められるのである

(Ⅱ)。第二に、日本に特有な制度諸形態の主要なものを

手短に検討し、生産性上昇の発生領域、雇用調整と労働

時間の調整、直接・間接の賃金所得の形成における著し

い独自性を浮き彫りにする。さまざまな計量経済的研究

によって、日本で作動しているメカニズムがアメリカ．

フォーディズム特有のメカニズムと比較して独自なもの

であること、要するに、蓄積体制とレギュラシオン様式

とが特有なものであること力確認されるものである（Ⅲ)。

第三の部分は、それぞれの発展様式がその主要な制度諸

形態に応じた構造的危機の形態をもつという考えに基づ

いて、この先十年の、日本における蓄積の緊張、不均衡、

さらには阻害する諸要因を点検することに向けられてい

る。この点に関してはケーススタディおよび／あるいは

企業訪問の成果を利用することができる（Ⅳ)。

いうまでもなく、これらの結果はまったく準備的なも

のにすぎない。諸仮説は、この会議が日仏の研究集団間

の定期的交流の第一歩としてめざしているもの以上に、

いっそう議論をはずませるため、意図的に極端にまで推

し進められている。

日本における賃労働関係と蓄積体制

－その出現、独自性および展望一

く最初の下準備＞
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あった価値観と行動のゆっくりとした侵食。トヨテイズ

ムのおこりうる構造的危機の要因のいくつかはこのよう

なものである。…いわばトヨテイズムはそれ自体の成功

の犠牲となるだろう。しかし、強調しておくべきことは、

この危機が避けがたいものだとしても、アメリカ・フオー

デイズムの危機とは全面的に異なった形態をとる可能性

があるということである。以下の研究が、数世紀にわた

る歴史分析と、ここ二十年の間に生じた変化の分析によっ

て検証しようとつとめているのは、これらの諸仮説であ

る。

この論文では、さまざまな制度的分析、ケーススタディ、

統計的処理を動員して、日本において現在おこなわれて

いるレギュラシオン様式を特徴づけている。要点として

は、この国が大量生産・大量消費の結合を示していると

しても、現在の蓄積体制がフオーデイズムの一変種では

ないということが判明する。まず第一に、第二次世界大

戦後の分析によって、アメリカ・フォーデイズムを適用

しようとした試み力輔造的な理由から挫折し、その結果、

一連の試行錯誤によって、トヨテイズムと呼ばれる独自

な蓄積体制が出現したことが示される。労働組織の顕著

な再編、産業部門での労使間団体労働協約というよりも

むしろミクロ・コーポラティズムであること、福祉国家

!蕊
にとりわけ、第二次・第三次産業部門における中小企業

の多さによって、名目賃金がシェア・エコノミーと競争

的メカニズムの間を揺れ動いていることを明らかにしよ

うと努めている。これらはいずれもアメリカ・フオーデイ

ズムと異なるものであって、このことは、内包的．外延

的な価格形成の研究、あるいは通貨体制の研究を裏付け

るものだろう。事実、日本の発展様式は固有の一貫性を

備えており、その動態は独自の方向を向いていることが

判明する。

第三部と最終部においては、実際に、トョティズムの

構造的危機の外生的要因とともにその内生的要因が問わ

れる。知的労働と生産労働とが分離する傾向、製品の品

質と更新による競争によって加速される陳腐化､輸出と
国内市場の代替の不完全性、経済の金融化による産業動
態の不均衡化の恐れ、このモデルの戦後の飛躍の基礎に
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多くの経済理論、実際にはその大部分が、時間と空間

のなかで不変なメカニズム、さらには法則の存在を想定

している。古典派理論、ケインズ理論、新古典派理論、

スラツファ理論がつぎつぎに育んできたものはこのよう

な期待であり、また、これは現代古典派という現代の最

先端の研究が追求し、ケインズの直感にミクロ的基礎を

与えようとしているプロジェでもある。この分析のフレー

ム・ワークが日本に適用されるとき、明示的にしる暗黙

的にしる合衆国の現行制度に対応した基準的連関と比べ

て、一般に相当な乖離があらわれる。したがって、それ

を（しばしば文化的に）アルカイックで、遅れた、ある

いは特殊な様式によるものだと解釈したくなるのである。

全ての議論は、まるで日本経済がアメリカ．モデルの幾

分歪んだ写し絵でなければならないかのように行なわれ

ている。東欧の大変化に関する議論もこの点については

まったく似たものである。

レギユラシオンのプロプレマテイークの関心はまさに、

経済的諸連関の時間と空間のなかでの可変性を強調する

ことである。実際、経済的諸連関は、資本主義経済に特

Ⅱ。どのようにして局地的なイノベーション力噺時代を

築いたのか。そして、どの局面をもって新たな賃労

働関係力確立されたと診断できるのか
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＜二重の特徴づけ：ハイブリッド化と革新＞

以前の総合研究(R.BOYER,1990)はそれ自体、80

年代半ばから1990年初めにわたる諸研究の帰結なのであ

るが、あきらかに矛盾する一連の特徴づけを併置して
いた。

－フオーデイズムの各国別変種を示す表（表1）の中

で、日本はハイブリッド・フォーディズムとされている。

これは、アメリカ・モデルの適用の試みの結果とともに、

日本的システムの起源が強調されているからである。ハ

イブリッドという語は、典型的な労働の科学的管理の純

粋に合理的なロジックが、大企業やより一般的には生産

システムにおいて支配しながらも、同じ大企業において、

家庭力塚事のきわめて不平等な分割によって特徴づけら
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領、経営者の構想、新しい編成形態の発明などの研究に

よって明らかになったのは、独自なモデルがすでに50年

代から作動しているということであった。テイラー主義

やフォーデイズムによって要請されるものよりも教育水

準の高い労働力の活用、内的な生産性フレキシビリティ

へのアクセント、労働ポストではなく個人の潜在能力に

対応した新しい賃金体系の構想、品質の追求と欠陥の最

小化、より一般的には労働者の管理への巻き込み、そし

てさらに企業の計画などがことごとくJモデルの前触れ

をなし、Aモデルと対照的なのである。したがって、パ

ラダイム転換がすでに50年代から生じており、二度のオ

イルショックによって引き起こされたその後の変化はた

だ、その起源がもっと旧いモデルの成熟のなかの一局面

としての意味しかもたない。Qcサークルの新たな飛躍、

体制としてのテクノロジーの台頭、エレクトロニクス設

備の普及は、新時代へ入ったことを示しているのではな

く、以前のロジックの継承、あるいはただ単に屈折を示

しているだけなのである。アンドリユー・ゴードンのア

プローチは、もっぱら、宣言、イデオロギー、制度改革

の目標のレベルにおかれ、現実の管理のレベルでないし、

あっても非常にわずかで間接的であり、マクロ経済的な

レギュラシオンのレベルではいっそうないということを

強調しておく必要がある。

－都留康は、大企業ならびに中小企業での賃金形成に関

心をもち、産業予備軍つまりは失業のもつ調整効果の変

化を診断しようとしている。計量経済学的な分析に照ら

せば、主要な変化は70年代にオイルショックをきっかけ

として生じたことが判明する(R.BOYER,1991)。表2

の推定から、日本の賃金関係が位置をずらしたという有

力な推測が実際に確証されるけれども、しかしこの変化

は産業予備軍の強い影響だけによるものではなく、より

いっそう複雑なものである（表2、グラフ1）。90年お

よび91年に労働力不足が激しかったにもかかわらず賃金

爆発がおこらなかったという事実は、賃金形成の性格が

60年代とは異型なものであることを裏付けているように

思われる。それでも明らかな矛盾があることに注意しな

ければならない。というのも、失業の項だけ力噛められ、

外生項の対応した低下がなければ、同じ失業水準が反対

に今日、よりいっそう激しい賃金爆発を引き起こしても

いいはずだからである。同様に、この時期の全期間にわ

たって春闘が続いたということは、必ずしも平均賃金の

形成が同一の原則に従っていたということを意味しない。

結局、都留康は、マイクロエレクトロニクスの普及と、

体制として競争と輸出が台頭してくるのが1973年および

1979年以後であって、アンドリュー・ゴードンが想定し

たような50年代ではないという事実を強調するのである。

な勤労者民主主義の理念にこのモデルが対応しているこ

とを意味するわけでもない。たしかに、現場監督は必要

があれば組立作業がはかどるように作業に加わるし、場

合によっては一貫した経歴が単純労働者や従業員をして、

企業の全階段を管理者にまで登ることを可能にする。し

かしながら、日本企業は、過去の経験つまりは年功に応

じて強く階層化されており…ドイツタイプの産業モデル

を想起させずにはいない。

フオーデイズムとの第二の違いは賃金契約が交渉され

る水準である。生産性上昇や、寡占あるいは情報による

超過利潤が分配される空間を構成するのはまったく大企
業であり、それが従うモデルは産業部門ごとの契約（た
とえばアメリカの自動車産業）や、国家規模の契約（60

年代のフランスとイタリアのシステム）から借りたもの

ではなく、市場のロジックを借用したものではさらにな
い。たとえ下請け力塘成する闇に沈んだ大陸がおそらく
は非常に広範囲に競争的な賃金形成メカニズムを実現し
ているとしてもそうである。周知のように、日本は失業
が平均賃金の決定にもっとも大きな影響を与える国であ

る(R.BOYER,1991,D.COE&alii,1986)。それ以外に
も、社会保障が企業レベルで非常に大きく、国家の総合
政策で最小であるようなシステムに起因した差異（しか
しながら、社会的移転のGNPに占める割合は合衆国と
ほとんど同じであることに注意しなければならない）や、

ノウハウの習得様式に起因した違い（日本においては企
業内での職業訓練と技術養成は合衆国よりも一層重要で
ある）がある。そのうえ、日本的方式の外国への移植の
多くが明らかに成功したこと、みたところ典型的フオー

デイズムよりはるかに勝るパフォーマンス、対応商品に
ついての市場制覇などに関する最近の研究が強く示唆す
るのは、トヨティズムがフォーディズムを引き継いだも
のだとしても、どの点をとってみても単純な複製ではな
いということである。

れるという状況のなか、典型的な封建的ヒエラルキー関

係がいまだ支配的でありつづけているという考えに対応
してもいる。おおざっぱにいえば、女性には家庭生活の

再生産、男性には経済活動というものである。経済戦争
という言葉は幾分強すぎるかもしれない。しかし、多く

の証言によれば、日本では男性にとってのアイデンティ

ティは職業活動にかかわって決められ、労働はそれ自体

が評価きれ、それによって獲得される収入、消費、資産

によってではない。したがって、アングロ・サクソン世

界で支配的な功利主義とは正反対なのである。余談だカミ

それは労働時間の短縮、もつと単純にいえば、実際に権

利としてもっている休みの取得に対しての日本人の抵抗

を説明しないこともない。会社が休暇センターを創って

サラリーマンに申し込むよう熱心に勧めても、滞在期間

が二日に満たないず､成果はあがっていない（ジャパン・

タイムス、1991年6月27日)。おまけに、ポール・アド

ラー(1991)によってまとめられた、合衆国に設立された

多国籍企業の労働様式に関する調査の教えるところによ
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＜どのような分析方法か。ひとつの提案＞

対立はおそらく実際よりも表面的なものである。この

ふたつの研究は目標、領域、方法が非常に異なっている

のであるが、結局は青木昌彦(1988)に追随して、Jモデ

ルの補完的な諸要素を探求しているのである。理念的に

は、このふたつの見解を和解させるために次のような方

法力堵えられるだろう。

賃労働関係のパラダイムの構図がどのようなものであ

るかを正確に定めること。この語で意味されるものは、

組織を構造化する主要な諸原則である。たとえば、フォー

デイズムにおいては人間力蝋械で置き換えられ、労働者

の労働の知的内容とイニシィアチプが最小化されるとい

う事実は、付帯現象ではなくまさにOSTの目的なので

ある。つまり、業務執行部が考え、労働者が実行し、販

売課が生産物の販路を確保し、経理課が信用と資金とを

管理する。反対にもし、マツダの幹部がフラット・ロッ

ク紙に掲載した、「我々 力哩むのは、あなた方の筋肉の

力ではなくて、あなた方の頭脳と知性なのだ」という声

明にしたがうなら、機械体系が同一であったとしても、

編成原理はもはや同じものではない（図2)。

同一の生産と組織のパラダイムが、フローの組織化、

情報の進行、報酬体系にかかわる明確な装置のなかで、

さまざまな構図を身にまとい、さまざまに具体化されう

る。したがって、ジャストインタイム、カンパン方式、

Qcサークルはそれぞれ、それ自体トヨタ・タイプの賃

労働関係を想定している生産に、ゆるみのないフローを

確保することをめざした具体的装置とみなすことができ

るのである。事実、トヨタ・モデルは経済環境と内的不

均衡の変化に反応して管理手段をたえまなく適合させる

(そして駆り立てる）という特徴をもっている（図3)。

このようなパラダイムとモデルの区別にしたがえば、ア

れぱ、成果のための成果の追求力揃例のない生産性上昇

をもたらしており、それは、レギュラシオン様式のもた

らす奨励に対する「合理的な」反応から期待できる以上

のもののようだ。（表1）

－同じ研究の後の方では、とりわけ労働編成と新しい

管理スタイルに関する論文(BOYER,1989ついでR・BO-

YER,1991)のためにおこなわれた調査を考慮して、日

本の労働関係システムはトヨテイズムとして特徴づけら

れている（図1)。フオーデイズムとの対立は一連の独

自な特徴に基づいている。もっとも重要な点はおそらく、

優先されるものが逆であるという点だろう。機械が人間

をコントロールするようにされているのではなく、反対

にオペレーターが機械システムをコントロールし、管理

するためにもっともよいように配置されているのである。

とりわけもつとも自動化された機械システムはそれだけ

故障しやすいからそうである。B・ラゾニック(1990)に
よる比較が浮き彫りにしているように、典型的なアメリ

カ．フォーデイズムとの断絶は完全である。それでもや

はりこのことは、労働者がその労働から疎外されていな
いということを意味するものではないし（トヨタ・シス
テムに対してむけられたマルクス主義者の批判)、完壁

<独自なレギュラシオン様式の誕生から確立まで＞

最近のふたつの研究、アンドリュー．ゴードン(1991）

と都留康(1991)は、それぞれ、まさにこれと同じ、新し

い原理の出現、改良、確立の間の論理を再生しているo

－アンドリユー・ゴードンにとって、日本の組合の網

・シス

完壁
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’ れにしてもそれは、フランスにおけるフオーデイズムの

出現に関する最初の研究がおこなったものを繰り返し、

完成させることでしかない。トヨテイズムの出現の歴史

的研究と、場合によっては行なわれるかもしれない、ル

ノーおよびフランス・フォーデイズムとの比較は、十分

に明快なものとなるであろうし、また、レギュラシオニ

ストにとって90年代の主要なテーマの一つを探求するの

に決定的な寄与をもたらすであろう。テーマは次のよう

なものである。

－原理とパラダイムの同一性および／あるいは、国民

生産モデルの同一性がみられるかどうか。

－新しいパラダイムとそれが具体化されるモデルが成

功するための、いくつかの決定的要素を明らかにできる

か。

－システマティックな国際比較によって、進化論的モ

デル…そしてレギュラシオン・モデルの教えるものを確

認することができるか。

じた移動とが可動性の基本的な二要素であるような典型

的フォーデイズムとは反対に、モデルJは企業内部にお

ける大きな可動性を前提としており、就業ポストが職務

と報酬の二重の意味をもっている。下請けや、もつと一

般的に中小企業のネットワークによって可能となってい

る外部可動性もまた、これに介在している。

④賃金形成

日本企業は当初、勤続年数あるいは家計の負担に応じ

た賃金に対抗するため、職務給を利用しようとしたが、

その後、功絞に応じた報酬と、経営状態に対するボーナ

スや賃金の感応性とのあいまった混合モデルが重きをな

している。フォード主義的賃金形成（経済全体について

予想生産性プラス物価水準）よりも、ワイツマンのいう

意味でのシェア・エコノミーが問題なのである。フォー

ド主義的な賃金形成はといえば、下請け部門において組

合が一般的に弱いために（表3)、ずっと競争的な要素、

すなわち激しい競争といっそうわずかなボーナスが取り

入れられている（表4)。平均賃金の動態によって確認

されるのは、部分的には対立しあうこれらの要因の結合

したものである。

⑤ライフスタイルと消費ノルム

生活様式は徐々に大量生産に適応してきているが、そ

れでも住宅や社会・都市インフラに関しては遅れている。

さらには、社会保障がなんらかの公的な生活保護機関や

民間保険企業と同じように、大企業によって与えられる

恩恵から生じている。状況は合衆国のそれを想起させず

におかないが、しかし、それはスカンジナビア諸国はも

とより、ヨーロッパ諸国と比較してかなり独自なもので

あることは明らかである。

ンドリュー．ゴードンはおそらく、彼が主要な変化が50均賃金の形成を作り上げるかどうか、あるいはまた、労
年代のそれだと主張するときには正しい。この時期にパ働者自身の生活様式の転換が大量生産を反映したものか
ラダイムがつくられ、ついで、70年代にその全潜在力がどうかを検証しなければならない。したがって、長期系
具体化されたのである。トヨタにおけるシステムの創始列を手に入れることは、このプロジエを成功させるため
者たち力瀧認しているのは結局このことなのである（大に必須なのである。一橋大学の経済史部門で使える統計
野,1978,SHINGO,1982)。はとりわけ貴重なものであり、アメリカのケースに使わ
それでも、上の区別は十分なものではない。というのれたもの(R.BOYER,M.JUⅡ』LARD,1991)と同様な
は、組織のモデルと賃労働関係が、生産性と賃金形成のやり方を適用できる。

決定因子の変化および競争的状況の変化をどの時期にも第四段階では、より理論的に、こうして構成された新
たらしたのかを検証するよりも前に、まず、それらの必しいモデルの一貫性を、一方でそのミクロ経済的な可変
要にして十分な要素がなんであるかを正確に検討し、次性と他方でその社会的受容性を、要するに、蓄積体制を
いで、それらがどのようにして出現し普及したのかを厳ほぼ安定的にあるいは少なくともその個々の要素が他の
密な制度的、定性的視点から点検すること力種要だから要素と適合するように推進するその性向を確かめながら
である。したがって、トヨタモデルの確立に関して以下検討することが問題なのである。言い換えれば、アメリ
の研究プログラムが開かれる｡力・フオーデイズムやさらにはフランス．フオーデイズ
3ー1賃労働関係の五つの構成要素、つまり、生産ムに向けられたものと類似の作業が行なわれなければな

編成、資格の階層、可動性、直接・間接の賃金形成の制らないということである。関連する諸変数が異なってい

畷 蕊
あげた五つの構成要素の順にそれぞれ、Qcサークルの(R.BOYER,A.ORLEAN,1991a,b)の際に練りあげられ
数を数え、賃金表の中の平均的な等級数を特定化し、労た手始めの定式化と回答を利用することができる。もし
働力のローテーション率を明確にし、賃金協約の数を計トヨタ・モデルのパラメーターを単純に特定できれば、

り、最後に耐久財の普及、住宅所有、レジャー頻度を点漸進安定均衡の概念を使って、それがどのような条件の
検することなどが考えられる。この段階では編成形態ぃ下でかってのフォーディズムの地位を奪うことができた

かんにかかわらず定性的データを、支配的な特徴をはっのかを研究することができよう。ここまでの段階で十分
きりさせるような特徴づけに変換することが問題なのでな研究資料が提供されて初めて、対応するモデルを分類

し、それを観察された変化に突き合わせることを構想である。

3－3これまでの長期的な歴史的分析から明白に示きる。
きれることは、一つのラジカルなイノベーションがレギュ 理念的には、このような手続きによって、一方でのﾉ、

ラシオン全体において成果をもたらすのが、約二、三十イプリッド．フォーデイズムと他方でのトヨテイズムの
年の調整と熟成の試行錯誤の期間の後にすぎないという間の対立、あるいはまた組織的イノベーションが早咲き
ことである。それゆえ、賃労働関係の構成要素それぞれの性格をもつ（アンドリュー．ゴードン）のに対しJモ
に関して、パラダイムのなかで萌芽状態にあった諸原理デルが最近になってようやく全面的に開花した（都留康）
が、実際に、生産性の動態、不確実性への対応速度、平という対照を乗り越えることが可能となるだろう。いず
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Ⅲ、トヨタ的蓄穣体制は典型的なフオーデイズムと同じ

ものではない

＜賃労働関係の政治的構図が異なる＞

①労働編成

生産性の向上を追求するが、それは機械化だけによる

ものではない。というのは、編成（カンバン、Qcサー

クル)、労働者能力の動員、集団作業がときとともにま

すます重要な役割をはたしてきているからである。この

ような特徴は、賃労働関係を構成する別の要素の特徴と

結びついて、独自な生産性モデルを決定しているように

思われる（図4)。

②資格の階層

構想と実行の対立は残されているが、工場管理業務の

一部は作業者にまかされており、同様に、幹部職員や職

長と底辺労働者との距離は変わらないものではない。さ

らに、フォーデイズムと比べて、求められているのは労

働者の能力と才能であって、与えられた仕事を遂行する

ための気質ではない。

③労働の可動性

技術的失業状態に置くという手続きと、労働市場を通
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＜日本のレギュラシオン様式と蓄積体制：特殊性のセッ

トというよりもむしろ一貫した構図をもつ＞

先の制度諸形態の特徴づけからすれば、日本の蓄積体

制が典型的なフォーデイズムと異なる可能性があると結

論しても、論理に反することではない。ただし、発展様

式の主要因に関して、計量経済的・統計的分析を通じて

これを検証しなければならない。

①独自な生産性動態

日本で観察される生産性の上昇は、1965年の前後で同
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検定によって棄却されない。こうして、生産性は同年度

の実質賃金の成長にかなりの影響を与えているように思

われる。さらには、その都度の利潤と、過去四年間にわ

たって加重された合計の利潤もまた、実質賃金の動態を

よく説明する。この二つの解釈を結びつければ、賃金形

成が同時に利潤～この場合、企業の経営状態の尺度～と、

中小企業に特徴的な競争的レギュラシオンを表す変数で

ある労働市場の逼迫の両方に反応する、一つの混合モデ

ルができるO･それは、計量経済学的にもっともよくあて

はまるというだけではなく、また、日本の大企業の大部

分に典型的な特徴である、ミクロ・コーポラテイズムの

仮説にいっそう適合的である。だが反対に、利潤の役割

が遅れるということは、経済情勢の不確実性や、需要お

よび価格の予測に対する素早い反応という観察に必ずし

合衆国では名目賃金の、ヨーロッパでは実質賃金の非常

な惰性をもたらした。法規や税制が労働時間の短縮に制

限を課したり抑制したりするかぎり（この場合ヨーロッ

パでのことで合衆国でのことではない)、雇用は唯一利

用可能な調整変数であろう。この点において、両大陸の

間の失業率の差異の説明をすることができよう。最後に、

賃金シェアの増大力読循環的であり、大きな振幅を示す

という確認事項(M.BASLE,J.MAZIER,J.F.VIDAL,19

84,p.105)から、日本では所得分配のレギュラシオンが、

純粋なフオーデイズムにおいて支配的で、実際にフラン

スやイギリス、そして一層小さな程度ではあるが合衆国

において観察されるような準安定性に従わないことが確
認されるだろう（グラフ3)。

⑤社会保障

こういった理由から、この含蓄に富むモデルは、中小企

業を含めた終身雇用の理念モデルであろう。

④平均賃金の形成：ロジックは一つかそれとも多数か

雇用を何が規制するかに関しては対立する結果がでて

いる。日本の大企業が生産性と独占利潤の中期的な配分

の上に築かれているという考え(M.青木,1988)からは、

労働市場の状況に対して賃金が比較的惰性をもつと予想

されるに違いない。しかし、日本経済全体の一人当たり

の平均賃金を対象とした以前の計量経済学的諸結果は反

対に、1970-1987の期間について、とくに他の諸国と比

較して非常に非フォード的な三つの特徴を明らかにして

いる。三つの特徴とは、賃金の物価に対する部分的イン

デクセーシヨン、生産性上昇の明らかに弱い影響、最後

じように他の諸国のそれを凌駕していたことが判明する

が、それは低水準の生産性からのキャッチ・アップだけ

ではなく、おそらくは、生産性と品質に関する新しく、

より効率的なモデルの出現が問題である証拠だろう（た

とえば、消費者の間での耐久財に対する充足度の調査が

このことをはっきりさせるだろう)。さらに、日本や海

外における日本企業と外国企業とを逐一比較すれば、生

産性において前者がはるかに優越していることがわかる。

実際、日本経済は、フオーデイズムから引き継いだ規模

の経済性の動態を、規模､範囲、ラーニング･パイ・ドゥー

イングそれぞれの効果を結びつけて刷新したように思わ

れる（表5)。

②資格と賃金のビエラルヒー

にそしてとりわけ、失業の多大な影響であり、それはO

ECDのすべての国の中でもっとも強いものである（表

7)。この結果はたしかに、失業率の変化が非常に小き

いことからもたらされているのかもしれず、それ自体、

この変数を測定する統計システムから結果するものかも
しれない。

賃金形成の特徴づけは非常に重要なので、もつと長期

間にわたるいくつかの補足研究（囲み’）がおこなわれ

ている。三つの異なる仮説が検討された。

－競争的レギュラシオンは50年代半ば以降作用してい

るように思われる。失業だけではなく、労働市場の逼迫
(この場合には求人倍率）もまた、実質賃金の動態に影
響する。名目賃金についても同じであり、消費者物価に

対するインデクセーションの項を含めても含めなくても
そうである。平均賃金に関するこの結果は、経済情勢の

ショック、とりわけ、第二次オイルショックに対する賃
金のリアクションを十分に説明するものである。結局、

それらは、企業の規模別賃金ヒエラルキーのかなり強い

可変性とも両立する。中小企業は景気拡張期に、より大
きな賃金上昇を記録するのである。それでもこの説明に
は二重の欠陥がある。それは1989-1990に賃金爆発がな

かったことを説明しないし、大企業を特徴づける暗黙賃
金契約の役割をあきらかに考慮していないのである。し
かし、それは、賃金動態の中での中小企業の役割をひき
たたせている。

－シェア・エコノミーは反対に、単純な計量経済学的

文献によれば、労働ポストや、厳密な意味で個人のそ

の都度の生産性に基づく報酬は、日本では非常に稀であ

り、反対に、積み上げてきた経験をベースとする年功が

大企業における賃金ヒエラルキーを説明する主要な変数

であることが明らかにされている。大企業と中小企業と

の間の関係を明らかにすることはもっと難しい。

それでも、OECD諸国全体と比較して、日本では部

門別賃金がはるかにばらついているという観察から、こ

の異質性が重要なものであり、労働市場の機能において

大切な役割をはたしていことが示唆される(平野,1991)。

これに対して、世帯収入の比較的に均等なばらつきは、
需要の成長に好都合なものである。ところで、日本はこ

のふたつの要素それぞれの極点に位置しているのである
（グラフ2)。

③雇用の可動性

賃労働関係の第三の要素もまた、日本の製造業部門で
は特殊である。事実、雇用関数の推定は、実人員の調整
速度がOECD諸国全体の中でもっとも遅いけれども
（表6）、その代償として、労働時間の変化が景気変動に
対して比較的容易に調整されることで、その内的フレキ
シビリティーを埋め合わせていることを浮き彫りにして

いる。アメリカ型の技術的失業に基づく手続きと比べて、
その特殊性は明らかである。計量経済的な推定は、大企
業に固有の現象ではなく、生産システム全体を特徴づけ
る属性が問題であることを示唆している。それは結局の
ところ、小池（1987）の直観的な分析を裏付けている。

も一致しない。

一だからといって、団体交渉のモデルも全く棄却され

るわけではない。事実、春闘のときに交渉された賃金斌

実際にその年に払い込まれる賃金を鷲くべき確実さで予

告したものであることを確認して驚かされる。春闘制度

以来、日本経済は合衆国のものと同等のモデルによって

統御されており、組合と経営責任者とが一連の、しかし

同時の交渉を行なっているのだと考えることができよう。

そのうえ興味深いことに、組合の組織度の大きさと相関

しているストライキの数が、名目賃金の増進プロフィー

ルを十分に説明すること力轆認されて興味深い。しかし

意外なのは、あとの二つの変数がそれ自身、労働市場の

不均衡によって左右されることである。結局、日本には

団体交渉が存在しているが、その主要な特徴は企業間で

の賃金上昇を同時におこなうことであって、賃金格差を

作り出したり交渉力を開拓したりすることではない。と

いうのは、この交渉は競争的メカニズムの厳格な支配下

に展開するからである。

賃金形成の諸決定因の複合したものもの力堵えられる。

そこには、平均賃金の形成における中小企業の影響がみ

てとれる。しかし、雇用、賃金それぞれの動態の間の一

貫性を示すことが重要である。イメージ的には、トョテイ

ズムにおいては雇用が比較的に鈍く、調整は本質的に労

働時間と賃金に依存しているのであろう。反対に、欧米

のフオーデイズムでは、賃金の長期契約化が70年代に、

この最後の構成要素は、日本では、税制と結びついた

移転と同様、際立って弱いように思われる。主要なOE

CD諸国全体のうち、日本では、租税および社会保障義

務負担分が1973年も80年代も同様に最小なのである（表

8)。したがって、独占的レギユラシオンのこの基本支

柱を欠いており、このことが、賃金の失業に対するもっ

とも大きな感応性と、賃金シェアの強い可変性を説明で
きるのである。

／

＜トヨタ体制は典型的なフオーデイズムの諸属性をもた
ない＞

たしかに、これまでの分析は萌芽的なものでしかなく、
また、利用可能な文献から引用するだけであったから、
これらの仮説をもっとはるかにシステマティックな統計
的研究によって体系的に検証しなければならないだろう。
それでも、トヨティズムとフォーディズムを同一視する

ことは、この時点ですでにひどく不可能であるように思

われる。とりわけ、生産性、雇用、賃金の動態に関して
はそうである。

それでも大量生産・大量消費が観察されるではないか、

という反論には根拠がない。というのは、70年代および

80年代に得られた結果からは、そこで主導しているプロ

セスの特徴づけを引き出せないからである。多くの日本

の専門家により、モデルが投資によってひっぱられ、投

資自体は高水準の利潤と大企業によって推進された近代
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がもっている非常に長期的ないくつかの諸傾向に対する

熟考へと誘うのである。いささか極端な仮説かもしれな

いが、一連の論点を以下に提示して、日本の産業組織の

専門家のご慧眼を仰ごう。

ぱ十分である。この企業はタイヤ製造の世界的な会社で

あるが、非常に革新的で、企業が労働者の誕生から死亡

まで引き受けるという統合政策をクレルモン・フエラン

ですすめたと自負していた。だが、1991年5月に一連の

解雇を発表し、それがクレルモン・フェランの施設の労

働者に及ぶや、雇用の安定と家庭生活の段取りについて

いつも企業をあてにするよう教えられてきた労働者の問

で、当惑と、さらには怒りさえもが広がった。必要な変

更をほどこしてではあるが、アメリカ映画の「ロジヤー

と私」がマキャベリ的な明確さをもって、プリントにあ

るジェネラル・モーターの主要工場の閉鎖のもたらした

破壊的な効果を描写している。すなわち、何十年もの間

労働者は、ジェネラル・モーターのためだけに、またジェ

ネラル・モーターによってのみ生活することを学んでき

たのに、いまや、この工業用地を放棄するという決定カミ

その経済生活をすべてジェネラル・モーターの繁栄に依

存していたこの都市そのものを破滅へと突き落としたの

である。言い換えれば、一つの都市や地域に産業を一つ

だけ確保しようとする家父長的戦略は、高成長で安定的

な労働力補充が困難な時期にはとりわけ有効なものでは

ある。しかし企業の運命がひっくりかえり、雇用だけで

なく社会的アイデンティティ、人間関係、財産までも企

業に依存してきた労働者にとって、もはやそれにかわる

ものがなにもなくなったときには、それは反対に極めて
破壊的なものとなるのである。

ここ十年のことを考えてみてほしいが、その後ファナッ

ク社は多国籍化をすすめ、海外施設の増設をおこない、
それによって日本よりも低い賃金の熟練労働者予備軍を
享受している。それゆえ、ミシュランあるいはジェネラ
ルモーターの場合とおなじような痛ましい進展がまさし

く観察されるかもしれない。つまり、企業との長期的関
係が乱暴に中断されることを労働者は受け入れるだろう
か。また、強制的に移動させられた労働者は他の場所で
雇用を見付けることができるだろうか。その解釈はさし

あたってSFに属するものだが、流れに逆らって考える

ことは、レギュラシオンのプロブレマテイークの利点で

ある。すなわち、日本の外では各企業が日本から競争力
とインスピレーションの源泉を汲み取ろうとしているま

さにその時に、おそらく、いまのところダイナミックで

化の努力の結果であったという事実が強調されている。

二度のオイルショックのあとの第二段階では、輸出が成

長を増大させる役割を果たした。賃金は労働力不足から、

短期的には労働市場の不均衡に反応して上昇し、中期的

には、能力増強的蓄積とそれによる新規雇用創造のダイ

ナミズムの結果として上昇した。かつて示された成長の

分類(R.BOYER,1988)においては、トヨテイズムはフォー

ド主義的様式よりも古典的様式のモデルにいっそう合致

するであろう。メカニズムがこれほど違う以上、大量生

産・大量消費の時代の終わりが同じであることが観察さ

れるだけではフオーデイズムだの結論を下すことはでき

ない。

結局、これらの仮説は、合衆国と日本が70年代と80年

代にわたってあれほど対照的な軌道を動いてきた理由を

説明するという長所がある。もしこれらのモデルが同一

ならば、なぜ生産性や賃金、成長、ましてや海外貿易バ

ランスなどに関してこれほどの相違があるのか（表9)。

さらに、Jモデルの諸原理の輸出と、その一般的ではな

いとしてもしばしば生じる成功は、二つの生産編成およ

び賃労働関係が同一のものではないということを示して
|いる。

1989年にトヨタと東芝を訪問し、1991年にはファナッ

クと日本電装を訪問しトヨタを再訪したが、これによっ

て示唆されたことは、大企業のほぼ全体において見いだ

せる共通の特徴をこえて、生産工程の特性、企業設立の

歴史、国際市場で遭遇する競争のタイプなどにしたがっ

て、対照的な諸スタイル力洪存しているということであっ

た。この点で、さまざまな日本企業が合衆国、ドイツ、

あるいはまた日本の工業化の過去それぞれに起因する諸

モデルを導入しようと努めたのだ、という考え(Ch.J.

McMILLAN,1989,Y鈴木,1991,T由井＆中川,1989)

は探求してみる価値がある。

自動車企業やエレクトロニクス産業を訪問してみて、

工場管理に関して労働者に与えられた大きな責任と、能

力給と勤続給を組み合わせた報酬体系の上に基礎付けら

れた独自なモデルが日本の製造業の堅固な核を特徴づけ

ているのだという印象をうけた。このことは平野泰朗

(1991）力確認している。しかしながら、ロボツトエ学

の世界的スペシャリストであるファナック社の訪問して、

このモデルに対してある違和感をもった。実際、これま

で明らかにされたある共通の特徴がそこに見いだされる

としても、別の観点からすれば、その最終目標が、高度

＜家父長主義、労働者の統合、内部労働市場の局地的囲

い込み：ファナックにつよく表れている諸傾向＞

企業が主に、田舎でしかも他に産業のない地域に設立

されるという事実は、労働内外のあらゆる生活局面をで

きるだけ完全に統合しようとする傾向を例証している。

際立っているのは、ファナックが労働者に住宅、レジャー、

医療行為、保養所を提供し、企業の敷地をほぼ大半の労

働者の生活環境としているということである。戦略は典

型的に家父長制のそれであり、鉱業、鉄鋼業、あるいは

タイヤ産業（ミシュラン）におけるフランスの経営者の

偉大な伝統に加えて、ヘンリー・フォードとジェネラル．

モーターの実践を思い起させずにおかないものである。

この歴史的な照会によって、賃労働関係の長所と短所が

わかる。

－一方で、ファナック社はこうして職場からの近さ、

住宅、生活環境、といった諸条件を享受でき、大都市圏

の労働者の境遇と比べていっそう便利となった労働者の

忠誠と安定性を確保するのである。この戦略はおそらく、

労働倫理や企業への忠誠心にかかわる伝統的な価値観が

若い世代のある種の個人主義の台頭によって蝕まれる恐

れのある時代に、日本の賃労働関係にのしかかる危険を

先取りして手を打ったものである。それでもやはり、熟

練労働者の不足が明らかになり、生産組織における撹乱

と、場合によっては名目賃金のある程度の引き上げをも

たらす恐れのあるときには、一企業だけによって支配さ

れる雇用のプールを作ることは抜け目のないことである。

この企業はこれによって必要な労働者を長期的に留める

ことのできるのである。さらに、レジャー、スポーツ、

海外旅行、そしてもちろん生活環境（企業は田園地帯に

位置し、公害はほとんどなく、多くの緑地がある）を強

調することで、おそらくファナックは、近い将来の日本

の労働者の要求事項を先取りしている。

一しかしながら他方で、この戦略には危険がないわけ

ではない。フランス企業のミシュランのことを思い出せ

ド
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ン化をますます推し進めようという理念がファナック社

を支配しているのである。この点で、組立工場は比較的

ひと気のない印象をあたえ、たとえばトヨタの一貫組立

工場にみられるような、持続的で秩序だった活動とはまっ

たく異なるものである。トヨタにとって、極端なオート

メーション化は必ずしも理念ではない。というのも、人

間が、時間とともに変化する複雑な環境や経済情勢に反

応するのにもっとも有効な道具でありつづけているから

である。

ファナックのモデルが製造業全体に一般化されうるか

どうかは疑ってみる必要がある。一方で、企業は専門化

を高めることによって徐々に、設立当初のものとは異な

る工業プロセスのオートメーション化に取り組むことが

可能となる。だが他方で、ファナック社のものと著しく

異なる要求をもつ顧客のためのロボットをどのようにし

て着想するのか。もしも材料と技術がまったく異なるな

は、現実に存在するアメリカ・フオーデイズムを輸入し

ようとして、試行錯誤の末、結局は典型的なフオーデイ

ズムの構図よりも、ヘンリー・フォードにいっそう負っ

たモデルを導入したということである。それでもやはり

必要な変更を施してではあれ､高度なフレキシブル・オー

トメーションによるトヨテイズムの深化は労働力不足と

高賃金への対処の必要から促進され、極度に高度化した

オートメーションとほとんどブルーカラーなしの生産と

いった、ネオ・フォーデイズムの理念の再発見へと導い

たのかもしれない。組立産業それ自体が、投資が非常に

大きく、管理が主としてイノベーションと故障防止に集

中し、労働者の費用や問題が二義的な位置しか占めない

という特徴をもつプロセス産業となるだろう。

生産理念についていえば、ファナックのパンフレット

には決して工員労働についての言及はなく、ほとんどもっ

ぱら、研究開発、エンジニアの創造性、先端技術研究セ

ンターの寄与について強調されている。したがって、組

立産業のモデルの対競地にあるのである。ファナックの

研究開発部の基本方針がその独自なコンセプションを明

らかにしている。すなわち、「テクノロジーには歴史が

あり、エンジニアには過去がないが創造力だけはある｣。

しかしながら、これまでの考察は割り引かれる必要があ

る。イノベーションは顧客の要求に対応するため、比較

的標準化された一連のロボットの生産に向かうものであ

るから。「高い信頼性、良好なパフォーマンス、そして

低価格」というファナックの合い言葉は、結局、トヨタ

あるいは東芝のそれと違わないのであって、方法が違う

だけなのだ。

有効なこのモデルの次の構造的危機の萌芽が熟すので

ある。

＜フレキシブル・オートメーションとネオ・フオーデイ

ズム：日本モデルの将来か＞

ファナック社には二重の特色がみられる。一方で、ファ

ナックはロボット、NC工作機械、もつと一般的にはフ

レキシブル．オートメーション化されたシステムの生産

に専門化している。したがって、消費財ではなく、いっ

そう高度な生産財が問題なのである。他方で、組みたて

工場全体は、ロボット、レーザー、エレクトロニクスあ

るいはメカニクスに関わるものであれ全て、フレキシブ

ル．マニユフアクチユアリング・システムによって組織

されている。すなわち、電動化された広い在庫置場が一

群の自動運搬車によって連絡され、この運搬車がそれ自
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’ ＜レギュラシオンと危機の統合アプローチのために＞

しかし、これと同じ予測が早くも50年代に、オートメー

体ロボット化された一連の機械的な作業現場に補給を行

なっている。工場の大部分は一切人間の介入なしに60か

ら70時間機能し、その工程は一連の情報プログラムによっ

てコントロールされている。全体は非常に近代化されて

おり、もっとも古いものでも70年代末のものであり、清
潔で、機能的で、そしてとてもひっそりとしている。
同時に、どうしても考えてしまうのは、アルデウス．

ハツクスレーによって描かれた世界やチャーリー．チャッ

生産組織にはやはりテイラーとフォードの理念が存在

している。たとえば、通常よりも十倍速く回転する時計

が、従業員に製品開発の期限を守ることの重要性を説得

するシンボルとして使われている。この時計は「モダン・

タイムス」の一貫組み立て作業を支配しているものを思

い起こさせずにはいないのである。ただ、時間の圧縮は

もはや生産工員にではなく、管理．構想部局それ自体に

適用されている。その意味で、ファナック的流儀はトヨ

テイズムの延長上にある（とりわけ、自動車産業用ロボッ

トの実現）もので、労働の科学的管理の理念に回帰した

ものであろう。たとえば、生産時間の極度の圧縮や、生

産工程管理工学と情報工学の進歩によって可能となった、

かつてないほどのオートメーション化による生産労働者
の排除といったものである。

今のところ、もっとも単純なロボットだけ力弛のロボッ

トによって生産されている。もちろんそれに伴って、特
殊技能習得者、エンジニア、工員が、故障の修理とメン

テナンスの確保に貢献しているが。それでもなお、内蔵
された多数のケーブルによって自動化されたシステムの
もっとも複雑な部分は、まだ、ラインの端で工員によっ
て組み立てられる必要がある。このケーブルを取りのぞ
き、それらを、ロボットによる配線の可能なコンポ一系
ントに置き換えるることのできる、新しいモデルを構築
することが計画されている。あきらかに、オートメーシヨ

らぱ、このようなオートメーション化がもたらされるプ

ロセスは訂し<思われるだろう。考えられるのは、ファ

ナックとロボットの利用者との間に緊密なコンタクトが

結ばれ、絶えず互いに影響しあうことによって、エンジ

ニアカ澗客の必要をはっきり知ることができるというこ

とであろう。そのため、ファナックの研修施設は企業の

従業員にではなく、顧客に向けられているのである。残

された仕事は、このコンタクトが提供された製品を絶え

ず更新するのに十分なものかどうか、さらに、とりわけ

実人員が1972年の615人から1989年の1653人へと際立っ

て上昇した高成長リズムを維持するために十分なものか

どうかを評定することである。実際、示唆されるように、

こういった事柄が、家父長的で統合された賃労働関係が

長期的に続き、労働者と企業との相互利益となるための

条件なのである。

ションの最初の研究によって提出されており、しかもそ

の後の産業の歴史によって裏切られることになった、と

いうことを心に留めておくほうがいいだろう。それでも、

今回の企業訪問や最初の統計的研究が我々 に熟慮を促す

のはこの点なのである。すなわち、日本が今や多くの領

域において産業イノベーションの前哨に位置していると

いうことが事実であるとすれば、他の諸経済および国際

システムで起こっている転換を理解するために、その未

来を解明することは重要なことであろう。

レギュラシオンのプロプレマテイークにしたがえば、

各々 の発展様式は、景気調整やさらには構造的危機の諸

要因にかかわって特有の形態を示す。危機の長期的歴史

に関するこれまでの研究によって確認されてきたのはふ

たつの仮説である。一つは、蓄積体制と結びついた構造

的危機の根源が、たとえ一連のショックあるいは撹乱の

突発がなんらかの役割をはたしているとしても、基本的

には、まさにそれを主導する制度諸形態の成功そのもの

に起因しているという仮説である。もうひとつは、あら

ゆる大危機によって発展様式の限界力轆認されるとして

も、それが表現する生産様式そのものの限界は必ずしも

確認されるわけではないというものである。資本主義の

長期的歴史は、実際、パラドックスに彩られている。す

なわち、もっとも深刻な不況が結局は代わりの制度諸形

１
１
１
１

’

プリンのモダン・タイムスであり…言葉を換えれば、労
働の科学的管理の理念の近い将来の実現である。それは
すなわち、科学技術的ノウハウを一群の機械装置や情報
ソフトウエアに組み込むことによって、組立作業員の労
働をほぼ全面的に排除することである。それゆえ目につ
くのは、物理法則だけの適用によって制御された連続フ
ローと生産の編成という、OSTの意図との連続性なの
である。以下に、このモデルのもっとも驚くべき特徴の
いくつかを挙げよう。

工員労働力は際立って削減されており、実人員数の20
％以下である。管理の仕事は特殊技能習得者によって滞
りなくおこなわれ、構想の仕事はエンジニアによって、
CAD/CAMシステムを使って対応モデルを直接伝達
しながらおこなわれる。もし、この割合を敷桁するなら、
労働雇用、とりわけ未熟練労働者の雇用の急激な削減が
予想されるにちがいない。

’
’

V・独自な構造的危機へ向かっているのか

たしかに、このような限られた観察からはなにも一般

的な結論が引き出せないことはわかっているが、それで

もなお、この観察はOSTから引き継いだ要素と、それ

を革新した要素をいっそうよく理解する一助となる。以

前の研究(R.Boyer,A.Orelean,1991)が示唆するもの
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重性を示している。一方で、日本の貿易黒字による国際

的摩擦を緩和するという政府の意図は、たしかに国内消

費のいっそうのダイナミズムによってトヨティズム的蓄

積体制のバランスを取り戻そうという方向で進んでいる。

住宅の広さと快適さがかなりつつましやかなものである

ことや、通勤時間の長さ、レジャー施設の貧弱さを勘案

すれば、これらの変化は蓄積体制の構造的な脆弱さを先

取りしたものであるかもしれない。さらには、おこりう

る保護主義的措置の波の被害を減らすかもしれない。し

かし他方で、トヨティズム的組織によって可能となった

生産のフレキシビリティは、同種の製品の中では敏感で

あるけれども、製品の性格の大きな変更へと及ぶにとき

には必ずや困難を伴うだろう。そのため、まさにニッポ

ンの生産システムにとって、現在輸出している類の製品

の代わりに、国内の必要を満たす製品を迅速に売り出す

ことはそれほど容易なことではないのである。

同様に、国際圧力は日本にいっそうダイナミックな財

政支出政策を採用させ、しかも例えば、運輸や都市のイ

ンフラを一新させて…十年あるいは二十年かけて私的生

産性の共同基盤を構築しながら、同時に、貿易黒字を縮

小することに寄与するかもしれない。これら全ての点に

ついて、日本経済の遭遇した諸問題が、ヨーロッパ諸国

の多くがフォード的蓄積体制から抜け出ようとして身動

きできなくなった諸問題とどれだけ異なるのかがわかる。

経済の金融化と投機の一脳上は、かつては産業的なキャッ

チ・アップの動態によって支配されていたロジックと比

べて、新たな不均衡をもたらす。第二次世界大戦後に、

大金融グループの解体、指導者層のほぼ完全な一新、企

業経営の銀行および金融システムからの相対的自立など

が、蓄積体制の成立における不可欠な構成要素をなして

いたことを思い起さなければならない。時代が下るにつ

れ、とりわけ、二度のオイルショックののちに、この発

展様式はますます世界市場で競争力をつけたように思わ

れる。いくつかの分野で得られた組織的前進、ついで技

術的前進が、貿易黒字と国内的なリフレーション、国際

的停滞、ドルに対する円の高騰などに対するその耐久力

の大半を説明する。これによって80年代の間に日本の銀

行は、国際レベルでアメリカの銀行に代わってもっとも

力をもつようになったのである。

態の出現を刺激し、これがあらゆる経済システムの矛盾

を暫らくの問内部化しうるである。

いくぶん思弁的であるとはいえ、このような仮説が、

トヨテイズムの限界に関する考察の基礎となる導きの糸

である。短期の緊張から出発して、国際システムあるい

は生産様式および蓄積体制それ自体にかかわる、より構

造的な諸要因へと議論を進めよう。

輸出可能性）を拘束する恐れのあった男女格差の是正を

促進するかもしれない。初任給ではそれほどでもないが、

キャリアの機会や責任あるポストへのアクセスに関して

問題があるのである。

－移民への依存が、企業の需要に対処する第三の方法

を定める。日本経済の高度成長に合わせて不法移民が急

速に増加しただけではなく、近隣諸国の労働力が高い賃

金水準によって引き寄せられたように思われる。日本社

会がその文化的アイデンティティや、さらには民族にど

れほど意識的であるかを知るとき、長引けばもたらされ

るだろう緊張が推し量られるが、この動きが直接トヨテイ

ズムに向けられることはない。実際、企業内において、

グループへの一体化が理論的にはなんの厳密な文化的ア

イデンティティを前提とするものではないということは、

欧米における日本企業の経営が示唆するとうりである。

－終身雇用の理念の再検討が完全雇用が持続的に維持

されたことの第四の帰結かもしれない。実際、大企業に

属する労働者が賃金の競り上げに反応して中途転職する

ケースがみられ始めた。ところが、日本の賃労働関係の

特色の一つはたしかに雇用の安定性であり、それは中期

的には企業成果が分配されるという展望のもとで、経験
の効果や忠誠心を動員できるのである。もしも最近の傾

向が強化され続けるならば、最後には、賃労働関係が生
産性、品質、競争力といった対応する諸問題とともに、
合衆国のそれに似てくるとさえ想像できよう。さしあたっ
て問題なのは、90年代はじめの含みの多い現実ではなく、
仮想的なレギユラシオンのシナリオの方であるというこ
とを強調しておいた方がよかろう。
一オートメーション化の加速は、持続することがはっ
きりしている労働力不足を補う五番目の方法である。こ
の点で、産業におけるロボット化のテンポはスローダウ
ンするどころではない。というのは、たとえば自動車産
業において、ロボット化は伝統的に労働集約的な組立作
業に挑戦し、ロボットエ学、CAO/CAM、CIM、
FEMの産業が体制に成長しているからである。かくし
て、完全雇用とオートメーション化は互いに補強しあっ
て、トヨテイズムの組織とテクノロジーのネジをざらに
まくだろう。

同時に、財政的なゆとりと利潤見通しのよさ力端式相

場の成長をもたらし、企業資産や一部の家計資産の増大

を引き起こして不動産を競り上げ、不動産投機を引き起

こして東京近郊の地所を世界でもっとも高くしたのであ

る。こうして、中・長期的に大きな影響力をもつ二つの
緊張が生じた。

－多くの労働者がかなりの水準の賃金を得ているにも

かかわらず、もはや住宅を所有できないということは、

日本的な生活様式への参加に影響しないはずはない。そ

れは中産階級への帰属を決めるために不可欠な象徴の一

つであるが、もしそれを享受できなければ、なぜ懸命に
働き続けるというのか。

一金融分野がもっとも優秀な新卒を引きよせ、ウォー

ル街やシティにおいて尊重されている経営方式を採用し

たとすれば、金融力撮終的には産業と縁をきり、短期収
益性基準とアングロ・サクソン諸国でおこなわれている

ものと似た経営方式を産業に押しつけるという恐れが大
きく、長期の産業動態に影響を与えるように思われる。
このあまりに短い分析からは、トヨティズムのおこり

うる危機の輪郭はそれほど明確にならない｡。すなわち、

蓄積体制の動学的安定性にとって、同じ要因が、あると

きは有利にあるときは不利に働くかもしれないのである。
そこで、成長の障害のあらましをもっと十全に分析しつ

つ、いっそう長期の展望によってこの分析を補完する必
要がある。

＜短期の不均衡はトヨテイズムの成功の結果か＞

ヨーロッパ諸国および部分的には合衆国で、競争力と

失業の問題が認められたが、60年代の進展と比べたこの

断絶は、国際化が進行する状況においてあらたな生産諸

原理への対応が遅れたことにに大いに起因している。こ

れは、80年代末から貿易収支の黒字、労働力不足、かつ

てない規模のバブル投機に「悩まされている」日本と比

べて、ますます対照的である。事実、この三つの特色は

本質的に、トヨテイズムを基礎とする蓄積体制の成功か

ら生じたものであり、成長と安定を促進する制度諸形態

の再編にとって一面では有利に、また一面では不利に影
響する（シェーマ1)。

労働力の不足は実際、賃労働関係を比較的厳しい緊張

におく。たしかに、失業率は2％台で、60年代の平均よ

り高い水準にあるが、70年代始めのそれに匹敵するよう
な名目賃金の爆発はみられないようである。それでもな

お強調されるのは、中小企業の賃金が大企業よりも急速
に上昇し、新卒を対象とする競争洲上によって募集がいっ

そう困難になったということである。企業は非常にさま
ざまな戦略で応えた。

一第一の戦略は定年退職年令の引き上げであり、それ
によって熟年労働者の能力から、そして要するに各企業
に固有の文化や手続きから利益をあげようとするのであ
る。この傾向にはさらに、非就業人口の就業人口に対す
る比率の増大と結びついた今後十年の問題を先取りする
という長所がある。
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＜準へゲモニー：産業・金融は強力だが政治は弱い＞

あらたに一つのパラドクスが生じる。産業競争力の優
位性は、中・短期的には国際体制の安定への依存を強め
るようにあらわれるかもしれないのである。この意味で、
トヨテイズムの全潜在力は逆の論理、すなわち、危機の
多様な芽を萌芽として含んでいるのである。一保護主
義的な動きが合衆国やヨーロッパから出てきているが、
それは全て、日本のダイナミズムを少なくとも中．短期

的には束縛するかもしれない。実際、この国の貿易黒字
はわずかな分野（自動車、エレクトロニクス、設備財）
に極度に集中しているため、海外市場の収縮がただちに

国内市場の拡張によって埋め合わされるとは明白にはい

えないのである。もっと長期においては、企業の能力は

’

｜
’

一第二の戦略は、経済活動へのいっそう大きな女性の
参加をねらったものである。24才から45才の間の女性の
就業比は、他の工業諸国で60年代にみられた進腱、のキャッ
チアップによって、最近の十五年間に著しく上昇した。
労働力不足はこうして、トヨテイズムの持続性（そして

’

輸出から国内消費への再切り替えの努力は、同様の二
－23－
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リーーーーー濤雫 一
一

一 一一一
ーー由一一一rー－－－吋■一戸＝ゥ一再＝工－－－－-,

‐~.＝－

一



－

一 一一一一＝

の安定な関係は長期的に影響を被る｡、銀行の、好意的

で協調的だが比較的に距離をおくコントロールの下で経

営者と労働者の間の特に恵まれた協調の舞台であった大

企業が、そのために、財務と短期見通しが産業プロジェ

クトより優先されるアングロ・サクソンモデルへと徐々

に向かうかもしれないのである。賃労働関係はその結果、

短期の分配に対してなんらかの制約を要求すれば、何が

起こるだろうか。しかし、加速する陳腐化ｶﾖ利潤率に負

わせるリスクに起因した、いっそう深刻な第二の限界が

ある。トヨティズムがフォーディズムと競合する時代に

は、製品を急速に更新するというその性向は確実に競争

的優位をもたらした。しかし、体制力泳続するときには、

行使しつづけようと望んだけれども、もはやそれを確保

する手段をもたず、合衆国は経済的能力は有していたが、

政治的意志も、外交的装置や軍事的装置を持たなかった｡

産業の領域において他の点ですべてが同じであるから、

70年代と80年代はその多くの特異性をこのような推移に

たしかに別の適用拠点を見いだすかもしれないが、もし

非常に保護主義的なシナリオがあらわれれば、移行のコ

ストは成長と雇用のタームを含めて大きいかもしれない。

一日本経済と世界システムの相互依存性の拡大は、金

融、競争形態、経済政策に関して第二次世界大戦後引き

継いできた制度諸形態への適合問題を生じさせるに違い負っていることになる。

ないだろう。ところで、明治以来、対外関係はいくぶんしかしながら、この十年は少なくとも三つの理由から、
非対称的であるが、それは国内の目標に応じて当局と企戦間期の再現ではない。第一に、合衆国は軍事と外交に
業とが選別を行なってきたからである。アメリカ（ヨーおいてかつてないほどの大国でありつつけ、この国の国
ロッパ）当局が日本の経済組織のように、短期の経済政内的経済問題はいまのところその世界的役割に影響して

策において重大な変更を強制（あるいは交渉）すれば、いない。次にそしてとりわけ、国際システムは少なくと
何が起こるだろうか。日本の役割が国際化することは、も三極（合衆国、ヨーロッパ、東南アジア）となってお
したがって、トョテイズムを継承する制度諸形態の持続り、その結果、パートナーの一つが単独で他の二つへそ

性にとって危険なものでなくはないのである。の意志を押しつけることは不可能なように思われる。最
一サービスおよび産業の非局地化は、国民的空間を特後に、日本の国際政治における位置は、ドイツ再統一と
権的な範囲としていた動態を最終的に不安定化させる力ともに最近急激に生じた事態に反して、第二次世界大戦
がある。80年代半ばから日本の直接投資がかなりの飛躍後の条約や規約によって規制されている。おまけに、日
をみたことが知られている。最初は合衆国へ、ついで東本と沿岸諸国の関係は歴史的に多くの刻印を残しており、
南アジア、そして今日ではヨーロッパへ。こうして一方その結果、東南アジアにおけるこの国の牽引的役割は抑
で、大企業は欧米企業とのさまざまな合弁取引の締結しえられ、慎重なものとなっている。
てその組織モデルの普及に貢献しながら、保護主義の高さまざまな代替的シナリオのなかのどれだとは明確に
まりによる危険を和らげる。これらの要素は、この列島決められないにしても、これらの決定因すべてが日本の
に確立された工業力の増大が引き起こした国際体制の緊発展様式の変革のなかで相互作用しているということを
張を緩和する方向に進む。しかしながら他方では、最初疑うものはいない。この十年あるいは次の十年におこる
にイギリス経済、ついで合衆国経済の衰退の原因となっかもしれない阻害の国内的な原因を診断することは、お
た緩慢なプロセスが始まる。すなわち、当初は資本輸出そら〈いっそう簡単なことだろう。
を国内市場戦略を補完するものとみなしていた多国籍企
業が、母国で不評を買うことは覚悟してその経営をグロー＜創始的制度諸形態の内部崩壊＞
バルなものにし、直に国際的なレベルでの利益を考える 定義により、構造的危機は、経済動態と調整様式によつ
ようになるのである。ニツポンの軌道と先行諸国の軌道て推進される社会が、それを構成する制度諸形態と衝突
の間の過度の類比はさけた方がいいが、このプロセスはする、あるいは少なくとも不安定化する中での出来事にもうすでに作動しているかもしれないのである。

かかわっている。そうであるなら、これまでの分析は、
一最後に、外交の相対的な弱さは、経済および金融の日本資本主義の阻害か、あるいは少なくともそのダイナ
強さと対照的である。この点で、20世紀半ばに生じたイミズムの喪失へ通じる主要な五つのメカニズムを示唆し
ギリスから合衆国への交替経路と比べて、その類似性とている（シェーマ2)。
差異が明らかにされるに違いない。C.P・キンドルバー－金融システムの体制としての台頭は、ある意味で産
カー（1973）の有名な分析によれば､戦間期の危機が深業力の表われであるが､最後には、その持続性への脅威
刻であったのは、確かなへケモニーが不在であったことをなすかもしれない。日本政府が、たとえば金融の全般
に一部起因している。すなわち、大英帝国はその役割を的な規制緩和を決定すれば、産業資本と銀行資本との間

もはやトヨテイズムの伝統であった攻めの柔軟性ではな

く、主として守りの柔軟性へと入るだろう。善えていえ

ば、野村証券は最初トヨタを優遇したけれども、90年代

にはそのダイナミズムを蝕み、さらには危うくするかも

しれないのである。最近の金融スキャンダルをこのよう

に解釈することは興味あることだろう。金融スキャンダ

ルは日本に固有なものではまったくないが、それでも、

その歴史的転回の予徴かもしれないのである。一言でい

えば、野村がトヨタに対立した行動をとるかもしれない

のだ。

一銀行や製造会社の外向性の増大は、しばらくの間は

内包的蓄積体制を補強するけれども、次の段階ではその

もっとも深層にある原動力を不安定にするかもしれない。

イギリスから、フランス、スウェーデンを経てアメリカ

まで、主要な工業諸国のどこもこの動きを免れなかった

のであるから、この同じ傾向が日本にもあてはまると予

想したほうが間違いないだろう。さらには、30年代とく

らべて、主要工業諸国の国内の経済的困難は、大きな保

護主義的後退へと押しやるものではなく、せいぜい、部

門利益の防衛の気配といったものにすぎなかった。とこ

ろで、おそらく日本社会は、国内市場の開放、日本企業

の経営陣のポストへの外国人の就任、外国の学生や研究

者の受け入れに関して、急速で容易な国際化にはもっと

も不適当なもののひとつであろう。

－トヨティズムの生産的限界も、それが世界全体のモ

デルと認知されてしばらくはその限界を隠せるだけに、

いっそう考察される値打ちがある。労働者への支払いの

悪さという陳腐化した議論よりも、ジャスト・イン・タ

イム、カンバン、製品の急速な更新がもたらす緊張と制

約が注目される。第一に、日本は依然として例外的に長

い労働時間、そしてさらには、企業の計画に応じたなみ

はずれた労働時間のフレキシビリティによって特徴づけ

られている。もし労働者が力をえて、労働時間の短縮と

ひとたび大半の大企業がこの原理のどちらかの型を採用

したならば、同じ競争的優位をうみだすためには製品の

更新の加速化しか方法がなくなる。その結果､最後には、

競争力の強化が資本の加速的な陳腐化へつながり、した

がって、利潤への圧力へつながって、トヨテイズムに固

有の限界をもたらすかもしれないのである。すでにアメ

リカ・フォーディズムについての最初の研究が、この脅

威に60年代と70年代のインフレ危機の責任があると注意

を促していたが、この新しい蓄積体制において脅威は比

較にならないほど強いのである。その結果、トヨテイズ

ムは、原因は異なるにしてもフォーデイズムと類似の、

たとえば利潤率の急落傾向といった運命をたどるだろう。

－しかも、日本の製造業による技術的フロンティアの

探求は矛盾に満ちており、この矛盾は、トヨテイズム的

賃労働関係を不安定にさせる可能性をもっているのであ

る。それは、ロボット化、エンジニアの数の急増、新製

品や製品の高度化に通じる応用研究や基礎研究の増大と

いう諸傾向にあてられた第4節を少しばかり思いだすだ

けで十分である。これらすべての要因は、外国産の生産

プロセスの模倣と順応、小グループ内の協同、経験によ

る学習などを促進する制度諸形態と衝突しうるものなの
である。

したがって、CAO、CIM、FEMといった技術を

制御する企画者と、偶発的な故障を修繕するための直接

のオペレーターの間に断層が生じ、オペレーター達は技

術的・組織的イノベーションの創造の最大部分を支配で

きなくなるかもしれない。ステイーブ・マーグリン（19

91）の言葉を借りれば、日本企業はテクネーを頼りにし

てきた後で、その固有の成功によって、そのエピステー

メーの特権化を余儀なくされた。つまり、技術は科学の

応用からうまれるのであって、生産者の経験から生まれ

るのではないという考えである。簡単にいえば、日本は

アメリカのOSTからいったん逸れて革新をおこなった

酵
一

にイギリス経済、ついで合衆国経済
た緩慢なプロセスが始まる。すなわ

を国内市場戦略を補完するものとみ

業が、母国で不評を買うことは覚悟
バルなものにし、直に国際的なし小

ようになるのである。ニッポンの単
の間の過度の類比はさけた方がい、

もうすでに作動しているかもしれ，

一最後に、外交の相対的な弱さI

強さと対照的である。この点で、I

ギリスから合衆国への交替経路と．

差異が明らかにされるに違いない、

ガー（1973）の有名な分析によれ

刻であったのは、確かなへケモニ

に一部起因している。すなわち、
’
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II
表l各国はフオーデイズムの独自なバリアントを講じている

日本はハイブリッドと革新の間にある
あと、回り道をしてそこに戻ったのであり、その回り道

はU－chronieの最善のものを思い出させずには

いない（シェーマ3)。

したがって、長期的にみれば、トヨテイズムはサター

ンの当初計画の研究が予測した、インダストリアル．エ

ンジニアリングの危機のエッセンスに苛まれる可能性

(宿命ではない）がある。しかし、それはいくつかのシ

ナリオの中の一つでしかない（表10)。

一最後に、個人主義の漸進的な確立は、トヨテイズム

の持続性を脅かすもう一つの危険をなす。生産システム

から生活様式へと移るとき、これまで述べてきたものと

は根本的に対称的なメカニズムが問題となる。実際、一

人当たりの所得力撮高水準にあることや、第二次世界大

戦後の緊張を知らない世代への交替、若者による同時代

のアメリカの生活様式のある種の模倣などはそれだけ、

制度諸形態の大部分やさらには日本社会の基礎的価値観

を変えてしまう要因なのである。言い換えれば、集団の

結束への準拠、個人の企業に対する特別な愛着、家族や

レジャーではなく労働の強調、といったものがトョテイ

ズム・モデルの成熟に抵抗することは、確かではないに

しても、ありえないことではない。くりかえせば、危機

のもっとも根本的な源は発展様式の成功そのもののなか
に存在するということである。

もちろん、これらの問題は全て未解決であり、論議を

開が可能である。と

分析と、日本に関し

よって蓄積された教

れでも、もはやたん

界的規模で規定され

殊な価値観が抵抗す

ちらともいえない。

呼ぶものだが、しかしさまざまな展

いうのも、合衆国やフランスの長期

て始まったばかりの萌芽的な分析に

訓と力潅合しているからである。そ

に一国的規模ではなく、ますます世

る近代化の圧力に対して、日本の特

る傾向をもつかどうかに関してはど

国名

叉木一労働関係の脇虞分

1．労働遇理の囚皮

日拳｜ﾕｳｭー デ〃
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（岡久啓一訳）

(出所)R.BOYER(1990)[邦訳pp､38-39)以上のいくつかの分析は、収敵に

つまり、国民的・地域的特殊性が徐

的なバリアントをもつ単一のモデル

を再考することを促すものである。

に関しては未解決であり、東欧やソ

うそうである。というのは共産主義

ら〈なんらかの幻想をともなってで

じ問題を鋭く提出しているからで、

晴らすことになるだろう。それゆえ

いっそう理解することは、おそらく、

てその主要な鍵のひとつであり、そ

ようなものであれ、レキュラシオン

クにとってすばらしい作業場をなす

図1フォーディズムからオルタナティプな資奉労毘関係と労働蘭成へ
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表2名目賃金形成：1972年-88年における安定性検定
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グラフ1産業予備軍効果と物価インデクセーションのあいまいな変化

(B)
0．75

0．55

0．35

0．15

－20
（
《
ぬ
）
壼
韮
罎
睡
武
二
詣
毎
に
。
輯
吾
『
一
一
一
（
《
ぬ
『
）
垂
蛙
塞
唾
尽
今
病
毒
耗
函
の

唖
卜
の
『日本 ↑

の
『

（
ハ
ー
ト
ハ
迄
い
へ
鐘
帽
）

蒋
握
曠
露
１
峪
悟
『
卜

－30

19727476788082848688 19727476788082848688

(出所)R.BOYER(1990)[邦訳p.53)

(訳者注)(A)は名目賃金の消費者物価に対するインデクセーションを示すもので、
表2の推定方程式のパラメーターaの変化を表している．(B)は産業予備軍
効果を示すもので、同じ推定方程式パラメーターbの変化を表している．
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’ グラフ2賃金散布度と所得分国の不平等度

定義1.賃金散布度：産梁間の変遷(B.W応酬(1991)による）
2所得の不平等度：上位20％／下位20%(世帯)(World"velomntRe"rt(1989))

図4新しい生産性法則とトヨテイズム 変3労働砠合組麓率、大企業において高い（％）
所得不
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(出所）労働省『鋤侭組合基本圃壷』
(注)(a)従某員1000人以上(b)100～999人(c)100人未満

(出所)R,閲YM(1"lD

表6－つのパラドックス：日本における雇用の極度の傭性はフレキシビリティを損なわない
短期厘用関数の推定結果
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シェーマ1各蓄積体制ごとに独自な形態の危機と大危機がある
グラフ3日本の激自な賃金レギュラシオンの指凛
賃金シェアの目立って異型な動腰％
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1-賃労働関係
l.経験効果
2復能

3雇用安定と労働
時間調整
4利潤分配
5共同的社会保障
の弱さ

賃労働関係への圧力
l･ロボット化、オート
メーション化
2エンジニアの役割増
大、移民への依存
3かなりの中途転職
4餓争的形態・傾向の
激化

5生活様式に関する新
しいあこがれ
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ツト

の強化→ 制度諸形態の変化
1-国際鏡争と国内醜争
の新しい接合
m-いくつかの規制や政
策の効力喪失
W-経済の金融化
V-R本経済への開放圧
力

他の制度的諸形態
1-独占的調整
、成長重視の国家
W-産業・金融の統
合
V-国際関係管理

（

貿易黒字の永続→

小危槻につれて

制度諸形態が
ゆっくりと変化

表8日本において再分配は弱いが、大きな増加をみている

リスアメリカ西ドイツ
＝

国内総生産に占める租税

および社会保障義務負担のシェア
1973年

1988年
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50.8

22.4

32.9
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40.4
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一
岬
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30.6

36.3
シェーマ2トヨティズムの構造的危機の原因として考えられるもの

捌度諸形態の変化レギユラシオン様式への影響構造的危機の諸様相
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3鯉晶…ｽの"化"態--f緬総値副書禽磯と副潤に不利…~．

一一一一一－一一一一一一一一一一一一一一一一一一=二皇
1973年から1983年までの変化

＋9．3+12.0+13．0+10.5 +14.910．315.7
(出所)OECD(1990),p.204 Ｉ
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表9アメリカと日本のレギユラシオン様式の違いの2つの例証
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表10ヘンリー・フォードは生産組織としてのトヨテイズムを発明したのか

大野爾一の解釈

一

ヘンリー・フォードの貢献 豊田喜一郎のビジョン 現在のトヨタ・システム

1．自動車産業における生産の近代的方法
の発明者：一群の不連統な作業を連続
したものにする
2．合雲的な分析によって、与えられた状
況の下で最善の方法を発見することが
可能になる

3･譲鑿出しそれを十分に利周する人
4．管理上標準を設定するのではなく、人
間の創意工夫とイウハウにまかせる
5．オペレーターが知能を櫛成する槻械

1．新しい方法の発明に寄与 1 『細分化・ミキシング原理」：製品シ
リーズ継続によって、指図情報をかな
りコンスタントに維持
道具取り替え時間の著しい短縮

6．治療よりも予防が勝る6．治療よ

2．日本の状況を考慮して、ロットを小さ2
くし、段取り替え時間を短くする

3．自働化およびオペレーターの知能の要3
鯖

4．製品と手続きとを絶えず改善4

5．自動制御装置と、オペレーターによる5
そのコントロール

6．故障と品質問題の「根本」原因を点検6

知能を動員して商品質の製品をつくる

エピステーメーと同嫌に、テクネーも

蕊者の動員.ついでｵーﾄﾒーｼｮ
ﾝ化

装腫の制御を通じて、品質をデジタル
的に管理

一
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囲み1日本における賃金形成の3つのオルタナテイプなビジョン1956-1986("IM1964-1983)

L銃争的レギユラシオンか

労働市場の逼迫が名目賃金に及ぼす衝き

LHII=-0.72+18．#､XTKIISIONRg=0.52DW=0.89SER=4．3（0.25）（4.7）

2WN=-2.1+0.84X"+.12ITRNSIONR2=0．82DW=1.イ2SER=2.6
（1.2）（5.7）（4.5）

実質賃金では･･･

3SR=-3．3､+.11_;TENSIOMRz=0．57DW=1．45SER=2.37（2.0）（5.1）

失粟と労働市場逼迫はほぼ同一

R＝14＝5c7XmmRz＝0．56DW=1|．37SER=2．44（6.8）（4.8）

晩明するもの鋭明しないもの
－ショックに対する貨金のリアクション-89.90年に賃金爆発がなかったこと
－緬環内の貸金変化と両立一大企業における賃金形成を十分に説明しない

Zシェア・エコノミーか

l生産性上昇

SII=-1．1.+p･5_xPRRz=0．501)W=0．86
（1.0）（4.3）

2その暁点での利潤

SR二一5.4+0．MXRRo=0.67DW=1.17
（3.3）（6.3）

3循理全休にわたる利潤

SR=-7.3+0．54XRR2二0,794DW=1．90
（5.7）（9.3）

4あるいは混合モデル：利潤分配と醜争効果

SR=-6．0+0,o32XR+5．5_xTENsIoNR2=0．67DW=1．17
（3.9）（3.4）（2.2）

晩明するもの麟明しないもの
－賃金の可変性の大部分一小企業における賃金形成(混合モデルは除く）一ボーナスやミクロコーポラテイズム的分配磯嶋
との側巡

3審国による同時的集中的交渉の結果としての賞金か

L春闘は実際の賃金を非常によく予言する

WH=1．0＋0．93XS1mNmR2＝0．89DW＝1．93
（0.15）（15.4)gER言2.0

2交渉された賃金は組合活動やストライキに感応的

SIMNm=-41.7+1．60X耐Ⅷ|DR2=0．49DW=1.83
（2.0〕（2.5）座＝0．50

SImNm==6.4.+.3.0.XGRKVESR2=0(2.4)(2.3)jj=0:66-EM:.M2（2.4）（2.3）＃二0．66SER二4．2
3それ自体が労侭市場の不均衡に依存

TSYND=3ｲ.8－1.ｲ2X1℃ImE2=0｡88DW=1.50
(21.8)(2.0)SER~=~0.73

GRMVES=2．8イー0.!WXTCIml("=0.66I)W:15)(2.7)"=OH-5EIE.jj56（4.5）（2.7）座＝0．61SER＝0．56
4生産性脹昇の分配は撹利要求行動に感応的

SR2=0.11+0．35XPR+1.qXGREVER2=01)3ER~"39DW＝0．96（0.1）（4.3）（2.1）SER＝2．48

SR2二一19.7+0.27xPR+.0.6@xTsYMDRz=01)SER~2~2.3047DW＝0．99（2.8）（3.4）（3.1）SER二2．30

5団体交渉は鯉争的労働市場の監督下にある？

④ ④．④労働紐合組織率一一ｽﾄﾗｲｷー 審ー闘一旦名目賞金－－ｲﾝﾌﾚーﾂ圏ﾝ

|……
R二0．88 R=0.91R=0．86

e

失薬率
R二－0．27‘
← －－

脱明するもの
－アメリカにおける同時性の欠如と比べたときのかなりな
独自性
一組合の彫轡力の喪失と結びついた、19794F以降の賃金の
減速
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臘明品もの
-組合の影瀞力の過大肝価
一利洞分配の役割
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現代日本経済分析へのレギユラシオン・アプローチ（一つの試論）
一賃労働関係・取引関係・蓄積体制一

鹿児島経済大学平田清明

ロークでその是正への努力が試みられるべきである、と

私には思われる。以下に、さしあたって2点例示しよう。

1．生産＝交通過程分析の欠陥または軽視

I■■■■－‐

シ、ルボルニュが、垂直的準統合という概念を再定義し

たのは、この欠陥を克服する上でも貴重な努力である。

それは、日本経済分析において有効な示唆となるであろ

う。ただし日本人自身による実態調査に立つ理論的彫啄
力強められることによってである。

以上の点は、日本においてレギュラシオン．アプロー

’
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係と結合して、二重構造がそこに形成されている。そこ

には、長いあいだ、日本型労資関係の前近代性として国

内的に指摘され、国際的にも日本製品の国際的ダンピン

グとして批判されてきたある特徴的な事柄がある。

しかし、搾取(exploitation)は同時に、そのマルクス

イムの導入に成功したのは、日産労組のトヨタ化をつう
じてであった。

この“ウルトラ・フオーデイズム的”妥協のうえに、

カンバンによる成功物語が生まれでたのであった。

しかし、より注意すべきは次のことである一一労働組

ヨーロッパにおけるマルクス・ルネッサンスの一潮流

をなすレギュラシオニストたちのなかには、少なくとも

森嶋通夫のような計量経済学と宗教社会学をミックスし

て、“WhyhasJapansucceeded？"という神話づく

りに協力するものはいないと思うが、それでもなお、

② メーカー＝サプライヤー間の取引関係のrealite

とdynamisme

企業城下町とオートルートのロジスティック

情報関連産業における垂直的準統合

メーカー・サプライヤー．コンプレックスにおける

③
④
⑤

的定義においてさえも、人間的労働力の開発であり、客

観的には技術ないしテクノロジーの革新を産業的に利用

することである。したがってexploitationについては、

中核企業それ自体のイノベーションと、製品サプライヤー

のイノベーションとの両者が正当に議論されてしかるべ

きなのである。日本経済における“黄金の30年”とは、

その初期における前近代性の悪用とその後期におけるイ

ノベーション効果の活用とによって対照的に特徴づけら

れるO"自動車殺人工場”としてヨーロッパ人に忌避さ

れたトヨタは、今では、ポスト．フォーデイズムの一形

態たるトヨテイズムとしてフランス．レギュラシオニス

トによって位置付けられることが多い。

このような評価の変化とは何か。より正確にはそのよ

うな評価変換を生じさせる産業組織上の実態的変化が存

在するのか。日本の自動車産業が、極めて高い外注依存

度のうえに成立しているということ、また、その上に生

じてきた何物かをどう見るかということ、そこに問題の

核心があるのであって、私たちはまずそのことを、確認

しておく必要がある。「トヨタ的生産方式」の著者すな

わち豊田自動車株式会社社長：大野耐一氏は、“トヨタ

の下請けいじめ”については、一言も反論しないない。

トヨタが産業別組合を志向する労組をいかにして典型的

な企業内組合に転換させたかについては沈黙している。

石油危機や1980年代末期からの保守一党支配の危機に際

して、会社の業務命令として保守党支持の選挙活動に社

員を動員したことについてはむろん語らない。彼がひた

すらに語るのは、カンバン方式に象徴される独特の労働

編成様式である。「後工程が前工程を引き取りにいく」

そして「前工程は後工程にひき取られた分だけ作る」

｢作りすぎの無駄は最悪の無駄」とういうテーゼーであ

る。このテーゼは、そのものとしてみれば画期的である。

かつてテーラー．フォード方式がもたらしたのに優とも

劣らぬ産業的効果をもたらし、業界に普及した。しかし

トヨタのライバルである日産がこのジャスト、イン・タ

合の企業内安定装置化によって、日本の自動車産業に次

のような賃金構成がトヨタに成立し、それが一脳こして

今日に至っている。その構成とは、基本給40%、生産手

当40％、職能給10％、年令給10％。これ以外に若干の家

族手当、職位手当、教育手当という賃金体系である。こ

こに「生産手当」とは企業の生産実現に照応した給与増

減分であって、その実額は各年度の企業実績如何によっ

て直接確定される。この企業実績本位給がなんと‘‘第2

の基本給”と称されているのである。労働組合に企業と

のミクロ・コーポラテイズムが、奇型とも言うべきこの

ような賃金システムを一般化させているのである。

L.マルチノは、日本では黄金の高度成長期においてさ

え、労働生産性上昇率に比べて賃金上昇率力湘対的にき

わめて低いということを重視して、フォーディズム概念

の日本への適用を拒否した。彼の見解は、その理論的視

野の狭小さにもかかわらず、日本経済の実相を長期滞在
者の眼で示すものである。

｢労働」(woxk)ないし「技術」(skm)について語る場合

にさえ重大な誤解が、生じているのではないかと私は恐

れる。

重大なのは、そのことが“同一労働、同一賃金”とい

う労働者要求の原則についてさえ見られるからである。

この原則は、日本の労働組合の正当な要求となってきた。

しかし、その場合でさえ、同一労働とは何か、が問われ

る必要があったし、いまもあるのだ。

「労働」という名は“ばら”の名と同じく抽象的であ

り、“ばら”は香るが、ばらの名は香らない。これと同
様に、労働は直接には－そのものとしては－－具体的
であり、商品を作る労働であるかぎりで、それは抽象的
である。しかし“労働”は、どこでも人間的労働として
の臭みをもつが、この抽象的で普遍的な“労働”という
名は、特殊具体的な人間的臭みを消されている。労働の
編成様式たるかぎりの企業の場合も、同様である。
労働は勤労諸個人の労働力の支出であり、使用価値を
生産すると同時に価値を生産する。しかし、この労働力
の支出は、生産手段というハードな要素と当該の企業．
工場・職場等で蓄積されたソフトなノウ．ハウとによっ
て現実化するものである。これは、あえて説明を要しな
いだろう。主観的な労働力能が客観的な諸要素との結合
において現実化する特別の様式として当該社会に固有な
資本主義的諸企業があることも説明を要しないだろう。
企業という産業組織は、当該社会に固有な社会的闘争
と文化的伝統と無関係でありうるわけではない。しかも、
それが経済的合理性にもとづいて形成された産業組織で
あるかぎり、他国による導入可能な普遍的性格をもちう
る場合はありうるであろう。そして、そのようなものの
存否は、アメリカについても、日本についても、同様に
問われるに値するだろう。以上の問題意識にもとづいて、
この報告は、次のように問題開示を行なう。

①賃労働関係(rapportsalarial)と取引関係(rapport
transactionnel)

産業的リンケージと階級関係

⑥絶対的・相対的剰余価値生産の担い手

Ⅱ垂直的・水平的企業統合に媒介された賃労働関係

1．rapportsalarialとrapporttransactionnel

図1の示すとおり、日本の自動車メーカー（以下、メー

カーと称する）の外注依存度は、きわめて高く、製造原

価1台当たりの部品外注依存度は、65～70％にのぼる。

そして、この数値は、70年代から80年代の全時期におい

て、殆ど変わっていない。またトヨタ、日産、ホンダ等
の諸メーカーの間でも、大差がない。日本では、2年に

1度その活動業績を企業が公表する義務をもち、その所
管官庁たる大蔵省が、「有価証券報告書」に収録して公
表するので、人は容易にその実態に接することができる。

自動車は大・小約5000種類の、しかも1台2万個の部品
によって組み立てられる。それら部品が、中核企業に直
接ないし間接に売り渡され、その製造原価の重要部分と
なる。たとえば日産の場合、小型車1台当たり65％であ
る。また日産の行なっている繊維機器製造にあっては、
外注依存率は90％に達する。さらに、その経営する宇宙
航空部門では、外注依存率35％である。自動車に関する
かぎり、この外注依存率が、トヨタ、ホンダ、マツダ等
においても殆ど同一であることをここにもう一度確認し
たい。

したがって、rapportsalarialは単に中核企業とく
にその主要工場の状況を観察しても、その実態は正確に
に捕捉できない。rapportsalarialにおける資本・労働

一一／空ず〆

2．メーカー＝サプライヤー間の取引関係のrealit6

とdynamisme-貸与図から承認図へ－

60～70年代における労働者側の敗北のうえに、石油危

機が襲った。それは、1973～4年、戦後日本が初めて経
験するマイナス成長を現出させた。同時に殆どすべて

の産業分野で企業間競争をますます激化させ、‘‘過当競

争，'時代を招来させた。この“石油ショック”を、日本

に特有な政・財・官複合体のへケモニー・ブロックは、

‘‘省力”“省エネ”を国是とする国民的合意形成の契機
にすり替えた。

その結果が、中核メーカーと部品サプライヤーとの関

係のうえに、どう現われたか。いわゆる親会社と下請企

業との間で、厳しい内容をもつ契約条件の更改力垳なわ
れることになったのである。

京都大学教授浅沼萬里氏は、この激動のなかで、主と

’

関係ないし搾取関係は、中核メーカーと部品サプライヤー
との間における取引関係によって媒介されているからで
ある。日本の中核企業（親企業）における労資関係での
ソフイステイフィェされた関係は、下請け企業における
親企業からの買上げ価格規制による重層化された搾取関

’
’ －39－
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バンとかアクション・プレイド・メソードという名で呼

ばれるものはこの納入日程表のうえに付加することので

きる微調整部分のことである。

自動車産業では通常ライフサイクルは4年であり、モ

デルチェンジに伴う諸部品の変更が大規模に行なわれる。

その場合、諸部品そのもののモデルチェンジが伴い、ま

たそのための工具や工程の変化があり、そのための研究

開発費や減価償却費が契約更改期に当事者間で利害のあ

い対立する協議の対象となる。この部品取引の更改期に

おける当事者双方のこれまでの歴史的経緯のなかで一定

の合意が成立している。それはほぼ、次の5点に要約さ

れる。

間領域がある。この承認図型部品サプライヤーと中枢メー

カーとの間には、多少とも長期的カスタム関係が結ばれ

ているが、・・はその技術的自立性に基づいてその部品

を主要取引相手たるメーカーの競争相手にも提供するこ

とがある。この点で、ほとんど市販品と同じタイプに属

する。図3がこれを示す。

図3は、縦に垂直的準統合示し、ついで傾斜的準統合

から水平的準統合への外部化のプロセスを示すものであ

る。これは、リピェッツとルボルニュが図表化したもの

によく似ている。リピェッツとルボルニュにあるのは、

範瞬的区分であり、この浅沼にあるのは、それに加えて、

内部市場の外部化、下請けの自立化という発展プロセス

である。図4は、日本の電子工業におけるメーカーとサ

プライヤーとの関係である。ここでは市販品タイプの部

品が競争する親会社双方から購入されるだけでなく、親

会社が生産する製品のうち、主要製品以外の部品を相互

に購入し利用しあうということが特徴的である。たとえ

ば、カスタムICは、上記の承認図の型であり、メモリ

たということである。第1次、第2次、第3次と言われ

てきたものが、用語として消え、かつて、そう呼ばれて

きた企業が次第に自立化している。ウイリアムソンの用

語で言えば、ハイアラーキーとマーケットが、自動車産

業でも電子産業でも範購的区分として確かに存在するが、

日本の実態においては、ハイアラーキー原理からマーケッ

ト原理への移行が急速に進んでいる。

そして、その移行の主要原因は、株式やその他の面で

の要因、つまり金融的要因ではない。仕様ないし工程の

研究開発能力などのテクノロジカルな要因に移っている。

図2は、とくに自動車産業に見られるものである。そこ

では、技術的自立化が同時に、メーカーとサプライヤー

間の取引関係の外部化に相即している。図3は、それを

簡略に示すものである。

して自動車産業における完成品メーカーと部品サプライ

ヤーの関係を実態調査し、さらに電子産業にも調査研究

の範囲を広げた。私は彼の実態分析の精密さを評価し、

その理論化の成果は青木昌彦氏の労作が読まれる前に、

知られるべきものであると指摘する。私は彼の成果に立

脚しつつ、私自身、少し<実態分析を行ない、その結果

を概念化して、ここに開陳する次第である。
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＜内製品と外製品＞

自動車産業にせよ、電子産業にせよ、中核企業が自己

開発し生産する部品（内製品）が、その企業の技術的本

命であることは言うまでもない。しかし、日本のように

外部に発注する部品（外製品）が多い業界では、この内

製品と外製品との関係が実は、重大な問題をはらんでい

るのだ。

本報告の冒頭であらかじめ指摘しておいたように、外

注率は自動車産業と電子産業とでほぼ等しい。より正確

①部品サプライヤーのマーク・アップ率には、とくに重

大な外的条件の変化がないかぎり、通例、従前通りとす

る。

②賃金アップ要求に基づく部品価格引き上げは一切承認

しない。

＜貸与図型から承認図型へ＞

ここに貸与図型とは、部品の生産にあたってメーカー
③光熱費のアップ部分も一切承認しない。

④1.メーカーへの製品需要が予定以下の場合には、部

品サプライヤー側での開発費および減価償却費分をメー

カーが負担する。

02.逆にメーカーへの需要が予定を越える場合、発注

部品のなかでの買上げ価格は、据え置き。製造減価償却

部分が自動的にマーク・アップ率に上乗せされる。

01.少人数型サプライヤーの場合自らの努力による原

価引下げに成功した場合、メーカーは買上げ価格を据え

置く。

⑤-2.貸与図型の場合、改善が100％サプライヤーの創意

による場合には、メーカーは買上げ価格を据え置く。

⑤-3.改善がメーカーとサプライヤーの共同開発の結果

である場合には、契約を半年で更新し、メーカーは買上

げ価格を引き下げる。これはVA成果還元ルールと呼ば

れる。

には、後者の方が3～5％高い。浅沼は、電子産業と自動の方が部品の設計を行ない、その図面を貸与された製造
車産業とにおける次のような二つの図を提示した。 業者がこれを製造する部品サプライヤーであり、自動車
図1における自社事業所22.5％および社内他事業所4.0産業では、サブ・アッセンブリーによく見られる。この
％、合計26.5％は、完全内製品である。他は全て外製場合には、製造サービスだけがサプライヤーによって提
品であるが､そのうち一般に市販品と呼ばれるもの(購供される。
入品）30.5％と、外注品と呼ばれるもの43.5％とが大き次の貸与図型では、小物プレス部品（バック・ミラー
く区別される。外部市場と内部市場の比率を示すからで等）の設計図をメーカーが提供するが、その工程は部品
ある。

サプライヤーが決定する。そこには、技術的独自性が多
外注品と普通に言われるものの中には、さらに関連会少とも認められる。次の貸与図型では、メーカーは概略
社があり、中核企業がその株式を所有し、経営上の支配の図面を渡し、その完成は一切部品サプライヤー'二委託
権を及ぼしている。関連会社9.5％の製品以外に優良外される。内装用プラスチック部品にみられる。以上の3
注先と一般外注先の製品区別がある。この区別は、開発つが、これまで‘‘下請け,'といわれてきたものにほI鍔
製造能力の区別であり、かつ、取引関係の安定性ないししぃ。そしてこの種の部品サプライヤーはいまでも無く
長期性の区別である。優良15.0％、－鯉3.0％。この場なったわけではない。
合、一般外注先は、中核企業からの支配を脱しているが、 他方、承認図型の部品サプライヤーでは、このカテゴ
契約関係に多少の長期性が残っている。 リーに属する部品サプライヤーは基本的に技術的自立性
これと区別された一般購入先26.5％の製品は、純然たを有しており、そのうちは、メーカー側が部品サプヲイる市販品である。

ヤーの工程についてなお相当の知識を有するものであり、
この図に示された情報関連産業でのメーカーとサプラ他方は、もはや殆どそれをもたないものである。カテブ
イヤーとの関係は、自動車産業におけるそれに類似したリーは座席サプライヤーに多く、カテゴリーはラジオ、面があるのは、特徴的である。

燃料噴射装置、バッテリー等の部品サプライヤーである。
共通面の第1は、下謂けという言葉が近年ほぼ消滅しこのととの間に、ブレーキ．ベアリング、タイヤ等の中

ICは、中核企業間の相互交換品である。なぜ競争相手

にさえ売るかといえば、日々 刻々 革新されるhardware

は、在庫として抱えておくよりも、相手かまわず売り尽

くしたほうが良いからである。たとえ、競争相手に対し

てさえも。特許申請するために時間を費やすよりも開発

努力に時間を使うほうが経済的に有利でさえあるという

事態の生まれているsoftware部門では、競争相手と

のsoftの売買だけでなく、無償使用の黙許さえ行なわれ

る。しかもソフト関連企業の栄枯盛衰vissitudeは、

文字どおりドラマティックである。

＜部品取引の基本契約と納入日程表＞

中核メーカーと部品サプライヤーとの間には取引関係

全般に関する基本的な枠組みを取り決める「部品取引基

本契約」と一般に呼ばれる契約が締結される。それは、

両者が提携関係に入ったことを確認する一種の儀式であ

り、有効期限は通例1年間である。この基本計画が内容

的に意味をもつのは、ただ個別契約の成立が必要とする

一般的協力関係の確認である。そしてそのうえに成立す

る個別契約とは、部品の数量・納期・納入場所を書面に

よって確認した「納入日程表」の相互承認である。カン

以上の諸点のなかには、一方で、賃金アップ不承認、

光熱費アップ不承認という省力、省エネ原則の企業版が

貫徹している。そこには、明らかに、資本の抑圧的性格

力轆認される。他方、部品サプライヤーの技術革新イン
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一

に移転させた。

東京テクノポリスのなかに入ると人は、数人の労働者

を使う親方企業者がロボットやNC工作機械とともに働

いているのを見ることができる。労働力不足のため、零

細企業であればあるほど、NC機やロボットの普及率が

高い。そして最高の精度を備えたノウ・ハウやソフト・

ウェアの開発がそこで進められている。そこでは製品の

品質管理と納期管理力輔底化している。このような中小・

零細企業の高い技術水準があればこそ、中枢メーカーが

成立しうるのであり、日本独特の大企業体制も、その技

術的基礎も確保しうるのである。この点からすれば、リ

ピェッッが「経済危機』第1章において指摘していた日

本の二重経済<doubleeconomie》すなわち「西欧化す

る近代的経済」と「伝統的日本の封建的な家父長的諸価

値によって支配された経済」との併存、後者による前者

の支配ということは、今日存在しない。（ひいき目にみ

ても、それは30年ないし40年前の日本のことを表現して

るにすぎない｡）

この意味で京浜地帯とそれに類似した阪神地帯等は、

ナショナル・テクノポリスであり、かつ、TheThirdJ

apanでもある。サーベル等力戦出した第3イタリーと

ともに、フレキシブル・スペシヤリゼーシヨンのネット・

ワークがそこに成立しているが、第3イタリアとは違っ

て、最高度にエレクトロニゼーシヨンが進んでいる。だ

が、そこには、技術革新に遅れて、衰退しつつある企業

も少なからず混在してもいる。他方、小規模ながら、ド

イツやアメリカから技術提携を申し入れられ、「小さな

世界企業」として名をなすケースも少なくない。

それら企業の製品は、その近辺にある集散地秋葉原、

そして最近では浦安に搬入されて売買される。このエレ

クトロニクス関連諸製品の典型的な外部市場には、外国

人、技術者とくに軍事技術者と推察されるものの来訪が

見られる。また日本人では、一般消費者以外に東京大学

をはじめとする諸大学の教員や大学院生の往来が目立つ。

このようなことは、ボストンでもパリでも見られない。

情報の収集、原材料や注文の相互融通が比較的容易に行

なわれる。社会的な分業と協業の集約的なネット・ワー

クが成立する。

その典型は、東京の西端部から横浜の東端部にいたる

地帯である。そこはかつて、京浜重工業地帯と呼ばれた

地帯であり、戦前．戦中において技術集約度の最も高い

地域であった。しかし、アメリカ軍の空襲によって壊滅

し、わずかに戦後は、残った機材や技能をもって日常生

活に必要な消費財を生産していた。それらの企業力吟日、

エレクトロニクスの技術を導入し、新製品の生産に成功

した。かつての重工業下請からの転換に成功したこれら

中小企業は、電子産業技能工のスピン・オフした部分と

一緒になって、あるいはまたスピン・オフした技術工が

旧鉄工所を買い取って、そこに“メカトロ産業”と日本

語で言う企業を起こした（メカトロニゼーシヨンとは、

日本製英語であり、今日、日本で常用されている)。

羽田空港に降りた人は、東京中心部に向かう途中にそ

の地帯の一端を見ることができる。旧式工場と小規模な

がら最新のelectro設備をもつ工場が並立し、その間に

窓から布団を干す小さな個人家屋が介在している。過密

東京の一側面である。そこでの都市景観の悪さは、（日

本人を含む）訪問者の目を驚かす。しかもその内部では、

下町文化と最新のエレクトロニクスとが共生している。

住宅だけ見れば、それはウサギ小屋ともみえる。しか

しこの工．商．住混在の雑然たる地帯は、それ自体が一

個の工業集頼をなしているのであり、そのネット・ワー

クのうえに幾つかの大企業がある。その典型は、ソニー

である。ソニーはその本社も主要工場もこの地帯にはじ

めから設置し、今日にいたっている。

世界で知られているソニーが、そのような下請中小企

業のネット．ワークに支えられて成立していることを私

はここに、再度指摘する。

都市景観の悪さ、過密性、老朽化等のマイナス面を伴

いながらも、それを逆手にとって最高の情報収集と先端

技術開発の地帯を形成している東京人の集まりは日本の

社会学者今井賢一によって「東京テクノポリス」と命名

されている。カメラのキヤノンもまた、この地帯にある

ことをここに付け加えておこう。ただしキヤノンは最近、

本社と研究開発部門をこの地域に残し、主要工場を地方

センティプのための配慮が明白に読み取られる。石油危内部を越えていき、市民としての生活関係にまで浸透し
機以降におけるジャスト・イン・タイム・システムないている。したがって、かつての“自動車殺人工場”が今
しカンバン方式に見られるもののもつ日本的な強さ、換日、生産過程の面で変貌した反面、トヨタ会社内の業務
言すれば労働生産性アップに遅れる労働分配率の低さが、的ハイアラーキーがズバリ、市民生活に影響を及ぼす。
ここに制度化きれている。この両者を含む契約関係こそとくに従業員家庭の主婦間に一種の従属関係を引き起こ
が円高の危機を日本力喋り切りえた理由である。したがつす。これら主婦たちは“王国の妻々(Lesfemmesdans
て、このような基本契約と個別契約が海外で受け入れらleroyaume)"と呼ばれる。総選挙の度ごとの民社支持、
れるはずはないであろう。あるいは日本型経営様式なる保守危機に際しての自民党一党支持の、企業内業務命令。
ものが外国で受容される場合でも、この点の変容は不可これは企業内の各職場を越えてトヨタという名前のつく
避であるはずである。町全体に及ぶ。このエレメントを除いて、トヨタを評す

ることはできない。ひとは、もう一度、「バラの名前」

Ⅲ蓄積体制の空間的領域のウイリアムに成り代わる必要があるのではないのか？
他方、ホンダ、日産に典型が見られる領域分散型垂直

，、企業城下町とオートルートのロジスティック準統合の場合には、高速自動車道のネット・ワークが極
限にまで利用されるため、一方では、一度高速道路で事

上記のような諸形態での中核メーカーと部品サプライ故が発生した場合には、ジャスト、イン・タイム・シス
ヤーとの関係は、もはや大企業がスケールのエコノミーテムが機能しなくなるという欠陥につきまとわれる。ま
のためではなくスコープのエコノミーのために垂直的なた他方では、一社で百万台を越す新車が高速道路の利用
準統合から水平的な準統合へと変化させざるをえないサによって需要者に届けられるという空間の利用法、つま
プライヤーとの関係を図示するものでもある。過程すりロジステイックのうえでは、製品搬送車それ自身が交
る諸資本価値の統合的＝社会的な連関は、一方では空間通事故発生の大きな要因となり、また道路そのものの破
的分業の展開過程である。したがってそれは、領域分散損率を高める。事実、東名（東京一名古屋）および名神
型垂直的準統合の様式である場合が多い。無論この場合（名古屋一神戸）という道路は、危険率を日々増大ぎせ
でも、大企業の基軸的な業務、例えば研究開発．組織管ている。領域分散型も領域統合型もそれぞれ、社会的'二
理・マーケティングは、できるだけ本社または中核事業重大なマイナス要因を作り出している。

所に保存する。最終的組立作業についても同様である。

日本の自動車産業で言えば、日産・トヨタがこの様式を

典型的に示している。 2．情報関連産業における垂直的準統合

これに対して、垂直的準統合を空間的集中性において

実現しようとするものは、リピエツツとルボルニュの言すでに指摘したように、電子産業にあっては、部品サ
う領域統合型垂直的準統合の一種である。日本では、トプライヤーの自立化率が高く、零細企業でありながら、
ヨタにおいてそのもつとも極端な例証を見ることができ世界的水準の特殊技能を開発し、整備している場合も少
る。トヨタは、一つの町全体に“豊協会”と称する中規なくない。また、特記すべきことだが、電孑産業におけ
模下謂サプライヤーの集合(complex)を組織し、その下る数個の親企業の間で部品の相互交換が行なわれること
にさらに数百にのぼる小企業ないし零細サプライヤーをも多い。

中小規模の部品サプライヤーの間では、一方で厳しv，統合している。そこには、日本では“企業城下町”とい

競争関係が支配的であるが、他方では、諸部品サプヲイわる都市景観が成立している。

したがって、本社＝中核企業と下請企業との間で、まヤーが空間的に隣接しあっており、同じ生活空間での伝
た、それぞれの内部で、産業的ヒエラルキーが生産過程統的な生活感情を共有する。しかも、そのうえIこ立って、
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3．メーカーーサプライヤーコンプレックスにおける

産業的リンケージと階級関係
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bydomgによって習得される技術であり、特別剰余価

値ないし超過利潤を成立させる基礎要因である。

ここにこそ、規模別賃金格差の本質があるのである。

したがって同一労働同一賃金という原則に含まれた「労

働」という概念そのものの定義力嘆なっているのであり、

必ずしも、企業内格差がそのまま社会的不平等を示すも

のではない。なお、不平等感は労働者の初級・中級カー

ドル間で感じられていない。実感されているものは、

“会社”の、またその中での（対内的には“賃金”で、

対外的には名刺で示される）地位のもつ社会的な威信の

相違である。それゆえ大企業で社員バッチ等のアイデン

ティティ(CI)マークの着用が慣行化され、社員もま

た、自ら進んで着用する。

いまこのこと力轆認されるとき、同時に次の重大なこ

とが指摘されなければならない。すなわち、同一内容の

労働に従事する日本人の男女の間で、明白な格差力噛存

することである。図6に見られるように男女格差が、30

才以降急激に増大する。女性正規社員の結婚・出産によ

えるかは、資料不足で、定量的な分析は未だ不可能であ

る。

この点は、電子産業部門でも、本質的には変わらない。

しかしサプライヤーの自立度が高いだけに、中枢企業の

側でも、資料の公表に応ずるだけの用意がある。親会社

のソニーおよび同じ行政区内に存在する一下請企業との

間に、賃金格差が年齢別で見た場合、どのくらい存在す

るかを検討したところ、以下の結果がえられた。ソニー

の大学卒初任給（22才）は、年間193万円であるのに対

し下請企業では、182万。25才で本社348万。下請で242

万である。本社での組合員上限である35才では、年間5

78万、下請で390万（｢労働時報」別冊、1990年、144~

145ページ、166～167ページ)。

この種の賃金格差は、1975年に1000名規模を100とし

て、大企業113.7,中企業98.6、小企業89.6であったも

のが、1989年には、大企業が118.4、中小企業95.8、小

企業88.8と、いずれも小規模ながら格差増大の趨勢を

示している。それは主として大企業のほうが、中小のそ

にかけて、労働者と下級・中級カードルの不足が顕在化

した。このため、オートメーション化、ロボチゼーシヨ

ン化が進行すると同時に、女性．高齢者・移民労働者・

学生等のパート．タイマーの一般化が急速に進行した。

そしてこの傾向は、男性の中堅労働者にもおよび、派遣

労働者という名の不完全雇用層の激増を引き起こしてい

る。その場合、これら不安定就業者の社会保障はゼロで

あり、時間給は、850～1000円という低賃金である。こ

こには、明らかに、技術革新にともなう相対的剰余価値

生産の基礎上での絶対剰余価値生産のメカニズムが逆形

成されている。言い換えよう。不安定雇用労働者層を基

軸とする、絶対剰余価値生産のメカニズムが、オートメー

ション化、ME化、ロボット化による社会的生産性の上

昇にともなう相対的剰余価値生産の進展によって、逆に、

一層、深められ、広められているのだ。

このことを承認したうえで、我々は次のことに注目し
よう。すなわち、中核企業の間でも、中小企業の部品サ

＜絶対的・相対的剰余価値と特別剰余価値＞

中核企業における労資関係は、1955年以来、春闘とい

う名で、経営者層に対するナショナルセンターレペルで

の闘争によって調整されてきた。それはほぼ制度化され

た闘争と妥協のシステムであった。近年、これまで三つ

に分裂していた労組の再組織が行なわれ、ナショナルセ

ンターレペルでの統一力椎んだ。とくに公務員労働者と

私企業労働者とが同一のナショナルセンターのもとで経

営者層との協議に入ることになった。それは、より少な

いフレキシビリティーの代償において、より多くのイン

プリケーションが、確保されるシステムの形成であると

評することが一面では可能である。企業は労働者の“会

社への帰属心”を確保し、労働へのインセンティプを拡

大することができた。これは、80年代末から90年代にか

けての日本史上最長の好景気を支える一要因となってい

る。日本経済のこの面での進展力泄界的に注目され、レ

ギユラシオニストの間でも、ポスト・フォーディズムの
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る退社と、女性パートタイマーの激増と力注な理由となっ

て賃金格差が30才台で50％に、45～55才では70%にさえ

達する。女性労働層が国内植民地帯と称せられる所以で

ある。

れに比べて勤続年数が長く、就業者の年令力塙いことの

反映である、と『経済白割1991年度版は言う。

このような規模別賃金格差、ないし年齢別格差という

ものは、その両者とも、日本に特殊なものである。つま

り、日本では労賃は、個人が企業外で獲得した技術スキ

ルに対して支払われるのではなく、企業内で、企業の提

供するポストに応じて、つまりジョブ・ローテーション

を通じて得られたラーニング．パイ．ドウーイングによっ

て取得された技術に対する支払いである。この意味で企

業別賃金とは、当該の企業が他企業との競争関係のなか

であげた成果を、それをもたらすうえで、必要とされた

技術やノウ・ハウに対する生産的投資の性格を少なくと

も部分的に有している。

つまり欧米では、労働力の売買は本来、外部労働市場
において行なわれるのであり、労賃とはそこで売買され

る労働力の価格である。その場合、この労働力は、企業

外で習得した技術で評価される。つまり、personalskill

である。これに対して日本での熟練労働は、間企業的な

集合技術であり、かつ、内企業的な集団技術である。そ

れは、この二重の意味でrelationalskillである。つ

まり、企業内でのjobrotationを通じてのlearning

4．絶対的・相対的剰余価値生産の担い手

女性層はこの場合、相対的剰余価値生産と平行して進

められる絶対的剰余価値の生産の担い手とされている。

この点で、高年齢層、少数民族、移民層と範喀を等しく

している。ME化の進むなかで不安定雇用労働者層が増

大したことを指摘しないエコノミストは少なくとも批判

的にして理論的なエコノミストではない。

今日、これまでに指摘したことの反面として次の事実

があることも否定することはできない。女性の高学歴化

が急速に進み、キャリアウーマン層の増大が顕著である。

しかし、男女雇用均等法は、一種の理念法にとどまり、

制度として強制されていない。したがって、未だ事態は

根本的に改革されえていない。日本経済の社会的未成熟

がここにその一端をのぞかしている。

他方、日本の労働時間は縮小化の傾向を示し、急速に
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働者層において、過去の分裂と敗北の歴史に関する自己

了解に有効な理論と受けとめられている。未だ、労働者

に受容されず、むしろ、経営者層の好意ある眼差しの下

にある。

日本での社会変革の知的．道徳的リーダーシップは、

生産者の一方たる労働者の組合よりも、消費者たる生協

員等の市民の諸運動が担いつつある。批判的知性力湧性

よりも女性に多く存在するに至った。つまりグラムシ的

にいえば有機的知識人の生成．発展が、伝統的知識人の

みならず消費者・女性層の知的変革を含めて展開する必

要が迫ってきた。そのようなとき、レギユラシオン・ア

プーローチは、日本での労働組織の様態、労資交渉の在

り方のもつ意義を、批判的知性のうえに、蘇らせること

に寄与した。しかしそれとともに、他方では、生産＝交

通諸関係と分配諸関係との間を媒介する社会的ヘケモニー

装置の解明のうえで、批判的な分析の刃を鈍らせる結果

をもたらしている。

今日、世界最先端の－つである日本経済を分析するう

えで、何が将に必要な諸概念であり、探求されている現

実において何が特に着目されるべき問題なのか。それら

が共にして捕捉されることが不可欠であろう。だれより

も、日本人レギュラシオニストによって。このことの将

来での成功を期待しつつ、私の報告を終える。

相対的に高く、とくに地価、地代が比較にならぬほど高

く、購買力平価での実質生活水準は、それらの国々 を決

して越えていない。

今日、土地価格騰貴→地代の異常高騰のため、一方で

は、それらを金融資産化して銀行融資を浮け、土地・株・

ゴルフ会員権．絵画等芸術品の投機的購入が盛行し、対

仏経済関係においても1990年度、輸入力輸出を上回った。

また国内的には、いわゆるバブルエコノミーが急激かつ

大規模に出現した。今日、それが破局しはじめている。

金融不正融資事件としいう政治がらみのスキャンダルが
生じているのは、その一端である。（90年代に入ってバ
ブルの崩壊は決定的なものとなり、深刻な金融危機を呼
び起こす重大な要因となるに至った｡）他方、土地等
の不当転売など寄生的な投機事業によって利益をえた金
持ちが、私的資本主義を急速に発展させ、私的資本家階
級が、歴然と出現するに至った。これまで戦後比較的に
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させ、社会的不安の酵母を培っている。
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ないし反体制運動の急成長を促すものでは必ずしもない。
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現在の2100時間から1800時間へと縮減されつつある。労
働時間に関するかぎり事態はほぼ、アメリカなみである。
ただし、ドイツとフランス等の間ではなお、300～400時
間の差が残る。「労働」については、定性的な差異が特
徴的であるが、労働「時間」ともなると、定量的な分析
が、依然として意味をもつ。それだけに、この点、重大
である（図7参照)。

しかし、何よりも重大なのは、最低賃金法という法律
は存在するが、そこでは、最低賃金額が明示されず、そ
の強制的適用が規定されていないことである。このため、
この法律は、“ざる法”の典型と評される。
このことが日本において、余りに強く批判的意識にの

ぼらないのは、急速な国民総生産の増大率に及ばぬまで
も、労働者の名目賃金はもとより実質賃金もまた相当に

急増し、一般に中間層意識が支配的となり、一家族平均

貯蓄が500万円に達するに至ったからである。また失業
者が、名目で2％（アメリカの定義では4％）存在したと

しても、高齢化による失業層に関するかぎり国民年金の

保障があり、消費物価が比較的安定しているので、社会

的不安として深刻化しないからである。

逆に、若者層とくに大学・高校等の卒業生は、求人が

多く、この層での非自発的な失業が皆無である、という

事態も大きく作用している。

ただし、新しく起こりつつあることが、最後に指摘さ

れなければならない。それは、日本の資本主義は、欧米

と同じ形態での私的資本主義privatecapi-talismの

’バリアントをなすものであり、巨大な私的資本家の存

在によって世界の注目を集めつつある。しかし、この

privatecapitalismよりも、6大グループ系列および

系列外巨大企業（たとえばトヨタ）というような法人資

本主義cooperatecapitalismによって特質づけられ

る。しかも、法人の自己資本の増大はきわめて大きく、

これに比べれば、個人資本家の財産保有額は比較になら
ぬほど小さい。

日本が豊かだというのは、会社が自己資本の高さで豊

かなのであり、必ずしも個人が豊かであるのではない。
だがGNPの数値上でいえば、－人あたり国民所得19
90年21,040ドルは、アメリカの19,780ドルを越え、フラ
ンスの16,080ドルをはるかに越える。ただし消費物価が

’
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【図5】年齢別にみた企業規模別賃金格差（製造業・男子生産労働者）
11,000人以上=100」【図2】自動車産業における部品およびサプライヤーの分類【図1】情報関連産業における部品・

原材料と調達源との櫛成：一例
｢而刀
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【図3】自動車産業における部品および
サプライヤーの分類

【図4】電子産業におけるメーカーと
サプライヤーとの関係
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日 本的調整様式の光と影

一「企業主

1はじめに

いわゆる「ジャパン・プロブレム」が問題となってい

る今日、日本経済の独自なパフォーマンスを支えている

制度や構造を明らかにするという課題は､ますます重要

性をおびてきた。これはレギユラシオン理論の研究プロ

グラムでいえば、現代日本経済をつくりなしている基軸

的な「制度諸形態」を解きほぐしたうえで、そこから

｢蓄積体制」（マクロ連関）および「調整様式」（ゲーム

のルール）の確定へとすすみ、最後に総体としての「発

展様式」ないしは「発展モデル」を定義していくという
ことである。

さいして、西

!、有効性と限

である。マク

欧生まれの社

!されて説明し

存するという

「個人」とい

的なそれとは

て西欧的概念

現実なるもの

、しばしば指

ところで、日本の経済社会を分析するにさ

欧産の社会科学の諸概念はこれまで一般に、

界との2側面をあわせもってきたかのようて

ロ経済学であれマルクス経済学であれ、西図
会科学的諸概念でもって日本の現実力整理さ
うる面と、それでは届かぬ日本の現実力職存
面とである。例えば日本では「階澗とか「
う概念にして、すでに幾分なりとも、西欧的
同列にあつかいづらい面をもち、したがって
の機械的適用によっては、けっして日本的現
を根底から把握しきれるものでないことは、
摘されてきたところである。

レギユラシオンの諸概念についても同じこ
われわれはフランス・レギュラシオン学派か
本の分析に有効と思われる概念装置を多数あ
だが他面、その機械的適用のみでは日本を説
ぃことも事実である。例えば「フォーディズ
はレギユラシオン理論の核心をなすが、戦後
してフオーデイズムといいうる内実をもって
のちに見るように大いに議論されているとこ
これまでの日本の社会科学がしばしば陥っf

ことがいえる。

から、現代日

あたえられた。

説明しきれな

ズム」の概念

後日本ははた

ていたかは、

ころである。

た誤謬である

－

義」の功罪一

名古屋大学山田鋭夫

が、日本をたんに西欧的なものからの「偏椅」として裁

断するに終わってしまわないためには、むしろ日本の現

実をふまえて逆に、フォーデイズムの概念であれその他

の概念であれ、西欧産の概念を拡張し豊富化していくよ

うな研究プログラムが必要であろう。

そのようなプログラムを念頭におくとき、当たり前の

ことであるが、思いきっていちど日本の現実に即しつつ、

そこから現代日本を捉えるに有効な概念装置を考えてみ

ることも無駄なことではあるまい。もちろん、日本への

沈潜が外国の現実ぬきのそれにならないよう、われわれ
はつねにレギュラシオン的諸概念との緊張関係を意識す
る。本稿の課題としていえば、レギュラシオン・アプロー
チにいう「調整様式」の概念を共有しかつそこに焦点を
あてつつも、しかしそれを西欧的な「フオーデイズム的
労使妥協」なり「ポスト．フォーデイズム的調整様式」
なりに還元するまえに、まずは日本的現実に分けいって
みようということである。本稿ではその日本的調整様式
を解く鍵を「企業主義」の仮説にもとめつつ、日本的企
業主義の光と影にかんする試論を展開する。

2日本におけるレギュラシオン理論の導入

本題にはいる前に、この10年弱の日本におけるレギユ
ラシオン理論の導入と展開について、回顧しておこう。
この理論が日本に本格的に導入されたのは、ヨーロツノ、
諸国や南北アメリカ諸国よりも遅れて、1980年代半にお
いてであった。この短い歴史のなかでしかし、導入以捗
のこの理論は賛否の両論をはげしく引き起こしつつ議論
の対象とされてきた。そのなかから最近にいたっては、
第1に、このアプローチにもとづいて日本資本主義を分
析しようという潮流が生みだされるとともに、第2に理
論研究の分野では、戦後日本の経済学界に固定的な学的
地図にわずかながらも変動が始まったかのようである。
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日本においてレギュラシオン理論は、最初、ときに

｢ネオ・マルクス派」といった呼称をあたえられつつ、

詞と「段階調とかで処理できる関係でなく、「異時

比較分析」ということばが明瞭に示しているように、本

マルクス経済学の現代的展開として紹介された。日本の質的に異なる時代の異なる資本主義だという理解がそこ

アカデミズム経済学においてマルクス派は小さくない勢にはある。そうした高須賀的理解はおのずと、発展様式

力を保持していたが、しかし1980年代という時代文脈の（蓄積体制／調整様式）の相違としてさらには「レジー

なかにあっては、学問的到達度においても世間的信用度ム」の相違として資本主義を捉えるレギュラシオン的視

においても明らかに没落傾向にあった。高須賀義博(1)に角に通じていく要素をもっていた。

従っていえば、代表的なマルクス学派としては、さしあさて、日本における西洋理論の導入はつねに言語の壁

たり正統派、宇野派、市民社会派、モデル．プラトン派にぶつかる。フランス語文献の場合にはとくにそうであ

などが類別されようが、最後の学派を除いていずれもマる。したがって導入はまず、主要なレギュラシオン文献

ルクス解釈学への偏向、数学的手法の敬遠、現代経済分の翻訳からはじまり、今日までにすでに20冊ほどの訳

析の貧困、政策提案能力の貧困に陥っており、全体とし書が出版された。この間、代表的なレギュラシオニスト
て解体寸前にあったといっても過言ではなかろう。の訪日もあいつぎ、1986年のB・コリアをトップバッター

そのなかで80年代後半、レギュラシオン理論はひとつとして来日順に挙げると、G・ドーベルニス、R･ボワ
には市民社会派によって日本に紹介された。市民社会論イェ、A・リピエッツ、P･プチ、そして1994年秋には
はそれまで、どちらかというと経済学史的・思想史的なB・シヤバンスとつづいている。かれらによる刺激をも
研究を中心としていて、現代経済分析の枠組みと方法を受けつつ、こうして日本人によるレギュラシオン理論の
もっていなかった。これは他の学派とくらべて、市民社検討・批判・展開もすすめられてきた。そのなかから、
会論の大きな欠点であったが、そのことは逆に、既成体レギユラシオン理論をアメリカSSA理論と比較対照し
系にみるようながんじがらめの方法論（例えば正統派にたり(3)、レギユラシオン理論を日本の社会科学的文脈の
おける一般理論一独占資本主義論一国家独占資本主義論、うえで岨鴫したりする試みも生まれた(‘)。
宇野派における原理論一段階論一現状分析といった方法
体系）に縛られることなく、自由にレギュラシオン理論3日本におけるレギユラシオン的研究の展開
を吸収することを可能にした。もちろん、「民主主義の
経済学」たるレギュラシオン理論と「市民社会の思想」しかし、こうした導入的・紹介的研究以上に重要なの
とが、大枠において共鳴しあうものをもっていたというは、レギユラシオン・アプローチに立脚して日本経済を

解明する新しい研究が開始されたことである。その成果事実もあろう。
これに加えてもうひとつ、高須賀義博の提起する「異はまだ十分でないものの、この研究の延長上にやがて世
時比較分析」に共鳴するグループによるレギュラシオン界への情報発信がなされていくはずである。そしてすで
理論への着目を挙げねばならない。これまでの現代資本に、その最初の成果は、1991年と93年の2回にわたる日
主義論（独占資本主義論）を批判して、高須賀が自らの仏セミナーで報告されてもいる(5)。また、日本経済分析
方法を、「｢資本論」の方法を独占段階で継承するというにおけるこの新しい動きと連動しつつ、理論・方法のし
ことは、マルクスが『理想的平均的資本主義」に対してベルでは、マルクシアンとポスト．ケインジアンの学的
をしたと同じ「トータルな概念的把握」を独占資本主義連携が芽生えつつあり、また「制度の経済学」(6)を旗印
に対して試みること」（2）として提起したとき、用語はまに経済学の新しい再編がはじまろうとしているのが現状
だ旧来のものの制約を受けているとはいえ、そこには明である。

以下では、レギュラシオン・アプローチからする日本
らかに正統派ならびに宇野派による3段階秋み重ね的方
按論への批判意識があった。マルクス段階と触占段間経済の分析の問題にしぼろう。最大の論点は、第1に、
とは、決して「一般法則」とその「変形」とか、「原理高度成長期（1955年-73年）の日本ははたして「フォー
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デイズム」の概念で捕捉しうるかどうか、第2に、石油
ショック以降の長期世界不況のなかにおける日本の「経
済大国」化を実現きせた蓄積体制と調整様式をどう捉え

成長、消費財投資財両部門の並行的発展、投資財部門
における生産性上昇率の相対的高さ、相対的低利潤、利

潤シェアの安定と実質賃金上昇の遅れ、小幅景気変動に
よって特徴づけられる。そのうえで最終的に、植村は19

基軸の企業主義的調整」（'6)ではないかとの見解を示し

ている。以下に述べることもそれら諸研究に触発されて

おり、そしてそのかぎりでは、特別に目新しいことでな
いかもしれない。

的にいえば「ハピトウス｣）が形成され、これが労使関

係やマクロ経済の調整において大きな役割をはたしたか
に恩われる。そうした企業主義の諸要素を以下に4点指
摘しよう。

るかである。

第，の論点にかんしていえば、まず伊藤誠(7)力塙度成86年までの成長パターンを「輸出主導型」として定義ししかし第1に、諸研究はややもするとそうした企業主
長期の日本について、たしかにそこには実質賃金の生産た。また都留康('”は、春闘による産業間賃金波及効果義を、一方的に日本経済の「効率」と結びつけて賛美し労働者の内部化性インデクセーションといえるほどのものは存在しなかっが1975年以降低減していることを検出し、その背後に産たり、あるいは逆に一方的に「不公正」と結びつけて非戦後日本の企業構造を根底で特徴づけるものは､株主たとはいえ、春闘による年々の賃金上昇、農家所得の向業レベルのメゾ・コーポラテイズムの台頭をみた。マク難したりする傾向がある。肝心なことはしかし、企業主の外部化と労働者の内部化である。欧米企業と比較する

I上、強力な設備投資などの要因力確実に作用したのであロレベルでもメゾレベルでも．日本経済は明らかに高度謝蟻差日本のI勘襄/とﾉﾗ不変鍾/をとると魁成露さときよく』鰯されるように､戦後日本では個人燃主のぜて~M/mろ禦審の"獲腫あるのでば参し韓、ど鐘誇必で毒を舜鵠患姥翠蝿琴易鐸豊ぅ壷′響謬噌．"ご診乞に"鰯職健顔渉凝綴寮
り、その結果として内需季奄雪の幾涛域薑釜遂”淀ごと域溺か,らI画嬢したのであるJが、姪だしてそれば〃4か ることであろう。第2に、諸研究は企業主義の歴史、外民主化（薄溌解律)t汐力が、あず諺､って力あった。かわ

延、長短､現在的変化のぃかんを間うているが､それだりに企業とくに大金藻は､職式を企業間で相互に持ち合つを明らかにして、この時潮の日本をフオーデイズムだとなる調整様式に支えられているのか。

けでは印象批評に終わってしまう。必要なことは、企業ている。これが法人株主といわれ、法人間相互持合とい特徴づけた。また宇仁宏幸(8)は、戦後日本における労使

主義なるものをレギュラシオン．アプローチにいう調整われるものであり、そしてこの延長上に企業集団が形成妥協を基本的に「構想非分離型生産力主義」と特徴づけ4企業主義的レギュラシオンの仮説

様式（制度諸形態）として位置づけて、そこから蓄積体された。そして企業が株式を所有するのは高配当を目的
て、その非フオーデイズム的性格を指摘するとともに、

他方で蓄積体制にかんしては、消費財部門における顕著最初に述べたように、日本的な調整様式（レギユラシ 制や発展様式を問う研究プログラムへと展開していくことするのでなく、相互に「安定株主」となりあうことを
な機械化、実質賃金の結果的上昇、大量消費ノルムの確オン）を導出するためには、それに先行ないし並行して、 とだろう。保証するためである。自社の経営に容啄させあわないよ
立、といったフオーデイズム的性格を確認する。そこか制度諸形態や蓄積体制にかかわる分析がなされなければ そのような展望をもちつつも、以下ではさしあたり大うに相互持合をするというこの制度によって、経営は所ら宇仁は1962-73年の日本を、「フォード主義的労資妥ならない。しかし同時に、調整様式にかかわる概念的枠 企業正社員を中心とする労使関係（広くは賃労働関係）有から相対的に独立し、所有者支配をある程度切断しえ協をともなわないフオーデイズム」と規定する。さらに組みを仮説的に設定してみるのも、ひとつの有効な接近

に視点を定めて、この企業主義的調整という観点からした。平野泰朗(9)は、フオーデイズム概念は中長期的に理解さ法であろう。そのようなものとして、ここに｢企業主調 て重要な要素を摘出しておきたい。もちろん企業主義の株主をいわば外部化したかわりに、日本企業は労働者
問題は、賃労働関係の部面にかぎらず、企業間関係、銀を内部化した。経営は労働者を内に取りこみ包摂して、れるべきものとしたうえで、1960年代の日本につき、消という仮説を提起してみたい。ここに企業主義的レギユ

行一企業関係、政府一企業関係など多方面にわたり、し従業員の能力やモチベーションの向上に最大の関心を寄費→生産→生産性ならびに消費→投資→生産性といったラシオンとは、戦後そしてそれにもまして石油ショック

かもそれら諸面が全体として相互補完的な，システムをせた。他方、労働者も次第に、企業への積極的協力が自フオーデイズム的循環を析出する。 以降の日本において、企業（および企業システム)Iこか

形成していることが要点であろう。しかしそうした全体らの利益につながることを発見していった。ここに企業これらの説に対して遠山弘徳(10)は、高度成長期の蓄かわる独特の制度．組織．行動．価値意識が形成きれ、

的描図に接近する第1歩として、まずは労使関係を中心と労働者の利害は事実上一致し、労働者は企業と利益を積体制を問題として、それが資本に有利な生産性シェアかつそうした企業が日本の経済社会においてもつ質的量

をゑる。また企業間関係を捨象するから、親企業一下請共有するようになる。それは時には、あたかも株主にかりング、したがって利潤主導型投資によって規定されて的な比重がきわめて大きく、したがってそれが日本経済
といった企業間の階層性や、それゆえに存在しうるであわって企業リスクを負担するかのような労働者の意識とおり、しかもそれは農村領域の広範な残存などによってのマクロ．パフォーマンスの決定において大きな役割を

支えられていたことを論じて、フォーデイズム仮説の適しめていることをいう。 ろう日本社会の階層性ないし分断構造には正面からは立行動を生みだしさえした。
用に慎重な姿勢を表明する。こうした争点から引き出す日本の経済社会に対するそうした見方はそのどの側面ち入らない。もちろん、そうしたプロセスは必ずしも平和裡に進行

したわけではないが、とにかくここに労使間に長期の安べき教訓は、まずは日本経済にかんする「定型化されたを重点をおくか、またそれを肯定否定のいずれに比重を
定的関係力嚇築され、企業による労働者の強い統合力な事実」をさらに積みかさねつつも、同時に日本経済の経おいてみるか、のちがいはあれすでに多数の研究が指摘 5企業主義の諸要素 いし凝集力が形成された。その背後には、日本的経営の験にもとついて、西欧産の「フオーデイズム」概念の豊するところである。例えば「法人資本主義」「会社本位

富化の可能性を追求してみることではなかろうか。企業主義の萌芽をたどれば戦前の1920年代ならびに戦3本柱といわれる終身雇用、年功賃金､企業内組合をは主義」(13)、「会社主義」(14)、「企業主義」(15)と用語は
中期('7)にまで遡りうるのであろうが、ここでは企業主じめとして、独自な制度力澗立されたことは言うまでも第2の論点、すなわち1973年以降の日本経済の「良好」さまざまであるが、いずれも日本企業のある独特なあり
義は、戦後高度成長期において普遍的に成立し(18)、石ない。そうした観点からみれば、これらは戦後日本の大なパフォーマンスについて、その実態はどのようなもの方を摘出し、そうした企業を中心に組織された人間関係

であったか。まだ十分な解明がすすんでいないとはいえ、や日本社会の特有なあり方を強調するものである。苔ら袖ショック以降において確立し、そして1990年代の今日、企業労使関係における「制度化された妥協」の原型であ
この点では、植村博恭('!)が高度成長期と対比しつつ、にまたパリ．レギュラシオン学派にあっても、B.プリ 勤揺しつつあるものと前提する。戦後日本では、企業をろう。
この時期のマクロ経済的諸特性(蓄積体制の諸要素）をアは日本を特徴づけて、それは競争的調整（19世紀型）中心とするある独特なケームのルール(P･ブルデュー
整序した。それによればこの時代の日本は、相対的な低でも独占的調整（フオーデイズム）でもなく、「ミクロ

－55－

－54－

一 一重
－－一－－－



一一一一一一一
一一一寺一ー一一一

一一一一一一一一

’
－1■■■■■|■■

同体→能力主義的競争→成長指向型企業→労働者の内部

化、といった循環構造のうちに再生産されてきた。そし

てこのような再生産を支える企業人的意識は、それ自体

としては大企業男子正社員に典型的なものであるが、戦

後日本において広く了解され正当化されたものであろう。

その意味でこれは、現代日本人における企業主義的ハビ

トウスの内的発生史をなすものでもあろう。

そうしたハビトゥスがどのようにマクロ経済の好パフォー

マンスに貢献したか。それが企業主義的レギユラシオン

論の問題である。さきにも述べたように、その内実の詳

細にかんしては他日をまつことにして、ただ現時点では

仮説的に、こうした企業主義的レギユラシオン（当面の

問題としていえば企業主義的労使妥協）こそは、戦後日

本における「高度成長｣、そして石油ショック以後にお

ける「経済大国」（という名の「企業大国｣）をつくりな

した、と想定しておきたい。

日本経済は企業主義的レギュラシオンによって「成功」

した。これをかりに光の部分とすれば、反面、その同じ
企業主義は日本社会のなかに大きな亀裂をもたらしたこ

ともたしかである。しかも今日、そうした企業主義の負
の側面が集中的に露呈されており、日本社会はこの企業

主義を克服することなしには進まないところへ差しかかっ
たかのようである。そうした影の側面を3点にしぼって
摘出しておく。

第1に、企業人の共同体なるものは、あくまでも大企
業男子正社員の共同体であって、同じ勤労者のなかでも
大きな比重を占めるそれ以外の層は、この共同体から排
除される。零細および小企業の労働者、女性労働者、臨
時工、パートタイマー、等々は、はじめから除外されて
いるのである。大企業正社員であっても、企業主義的な
価値観に同化できず無限定の義務を負おうとしない「異
端者」も排除されていく。さらにまた老人、主婦、青少
年など、多くのぱあい非労働人口をなす部分も排除され
る。排除されたこれら諸層は、いわば二級市民として差
別的なあつかいを受けるわけで、したがって結局のとこ
ろ、かの共同体なるものは「エリート」のみの共同体で
しかない。企業社会はそうした非企業社会を前提とし、
また踏み台として成立しているのである。
じつはたんに「踏み台」という以上に、企業組織（昇

進・昇給にかかわる独自な制度)、労働市場（失業コス

トの大きさに示される労働市場の分断性)、企業間関係

（下請制度など）にわたる「階層化された市場一企業ネ

クサス」（25)として、企業主義が存立しているというの

が近年の研究の成果である。制度諸形態がたんに「補完

性」をもち「システム」を形成しているだけでなく(26)、

そういったシステム的補完性が人びとの間に「差異化」

と「階層化」（”)をもたらしているという点が重要なの

である。そして近年の日本では、従来のそうした安定的

な階層化構造にある種のひび割れが生じている。

第2に、この企業主義によって、企業人をはじめ多く

の日本人は市民生活を失ってしまった。とくに「仕事人

間」としての企業人は、家庭生活、地域活動、サークル

活動、政治参加への関心を喪失した。企業人の唯一の関

心は所属企業の人事問題へと集約されてしまう。企業人

が喪失した市民生活は、主として女性によって担われて

きたが、そこから男女文化の断絶が生じ、コミュニケー

ションが不通となった。いや男女間にかぎらず、職業や

会社の壁をこえたところでの市民的会話が成立しなくなっ

た。そして、それを貧困とも思わないほどの精神的貧困

が支配するようになった。

第3に、企業主義的レギュラシオンは成長指向型企業

に支えられており、その企業成長は一般にはマクロ経済

の成長という環境のもとでのみ可能であった。しかし日

本経済が低成長となり、あるいは場合によってはゼロ成

長となるとともに、企業主義の前提条件のひとつが崩壊

したことになる。それは当然に、旧来の企業主義的労使

妥協（｢日本的雇用慣制）の見直しへとすすまざるをえ

ない。その見直しが部分的修正にとどまるか、全面的改

変にすすまざるをえないかは、いまだ判断のかぎりでは

ない。しかし低成長化のみならず、日本経済の成熟化、

サービス化、対外経済摩擦もまた、企業主義的レギュラ

シオンの修正要因となることはたしかであろう。

そういった問題点を含みつつ、現代日本の企業主義が

ある。再度くりかえすが、制度諸形態や蓄積体制の研究

を踏まえてこの仮説をたしかめていくことが、当面の研

究課題である。そして、そうした日本的調整様式の研究

は、必ずやレギユラシオン・アプローチの諸概念、およ

びこのアプローチによる現代世界認識をゆたかにしてい

かれているという事実も存在する。その昇進決定にあたっ

ては、個人の能力を長期の時間をかけつつ判定するとい

う「おそい選抜」（23)の方式が一般的なので、企業人相
互の昇進をめぐる能力主義的競争ははげしく深く潜行す

る。賃金体系ももちろん年功賃金で一本化されているの

でなく、能力給の要素が導入されている〈2‘〉。こうして

義務の無限定性という「共同体」的側面に加えて、この

能力主義的競争という「資本主義」的側面からも、ふた

たび企業人は仕事や会社へと埋没していく。

成長指向型企業

株主を事実上追放した日本企業にとって主要な財務目

標となるのは、もちろん株式配当の最大化ではない。利

潤率の最大化ですらない。長期的にみた利潤量の最大化

こそが主要目標であり、これによって企業規模の成長を

はかることが重要なのである。日本企業がもつこうした

強い成長指向は、それだけ企業人にとってメリットがあ
るからである。企業成長は第1に、企業人の雇用を安定

させ生活を改善させる。第2にそれは、企業内のポスト

を増加させ昇進の可能性を拡大する。第3にそれは、企

業の社会的威信を高めるが、帰属企業で人を評価する伝
統の強い日本では、それはそのまま企業人の威信を高め
る。つまり企業成長によって、企業人はそれだけ社会的
に「昇進」するわけである。個人の企業内昇進と企業の
社会的「昇進」とを同時に達成することこそ、企業人の
労働と生活における推進的動機となる。

企業人の共同体

企業に統合きれた労働者は、強い企業帰属意識と労働

インセンティプをもち、労働に「自発的」に参加し、経
営責任を「自主的」に分担する。それは欧米にみるよう
な、あるいは日本の戦前にみるような労働者とは、ある
種の乖離を示す。乖離という以上に、日本の大企業男子
正社員は欧米的な労働者とは異質な何ものかに転化した。

世に「企業戦士」といわれ「会社人間」といわれるこう

した新しい種族を、ここでは「企業人」と呼んでおこ

う《'9)。

企業人がもつ強い企業帰属意識、参加意識、責任意識

などは、いわば「義務の無限定性」（20)と不可分にから

みあっている。アメリカ・テーラー主義は、義務や責任

をできるだけ定量化し限定化するという思想と妥協のう

えに成立していたが、日本的企業主義にあってはこれと

反対に、義務や責任は無限定となる。残業や長時間労働

といった量的な無限定性に加えて、上司の悲意的依頼や

「仕事の分かちあい」といった質的な無限定性が日常化

する。この無限定性によって、経営環境の変化に対して

企業は労働編成を柔軟に改変できる一方、企業人もそれ

を受容するかぎり地位が保証される(21)。その意味でこ

の無限定的義務は、日本的フレキシビリティの一方の軸

他方は非正社員や中小企業層などを形成するものである

と同時に、経営側の終身雇用・年功賃金等のギブに対す

る対価として、労働側が経営にあたえるギプの主要内容

をなす。

こうなってくると企業という場は、企業人にとってた

んなる労働や賃金稼得の場以上のものとなる。企業人に

とって企業はいわば自己の「分身」となり「共同体」と

なるのである。それはたんなる労働の共同体をこえて、

全生活の共同体となり、さらには運命共同体となる。B･

コリアは「命令にもとづく労働」（アメリカ）、「交渉に

もとづく労働」（ヨーロッパ）と対比して、日本の労働

のあり方を「インセンテイブにもとづく労働」と特徴づ

けたが(22)、そうしたインセンテイブにもとづく参加の

行きつくところは、企業のこうした運命共同伽上である。

能力主義的競争

企業人が経営に「主体的」に参加するという背後には、

能力や実績いかんである程度まで広く昇進の可能性が開

’

’

＝

6企業主義の光と影

以上のように、企業主義の根本は労働者の企業への内
部化．統合化にある。これによって企業は、いわば企業
人の共同体に転化した。その共同体はしかし、静かな安
穏たる共同体ではおよそなく、はげしい能力主義的競争
が繰りひろげられる動的な共同体である。そこからマク
ロ経済が成長しているかぎり、企業の成長がもたらきれ
る。その企業成長のうえに自らを一体化することこそ、
企業人の行動の原理であり幸福の源泉であり、つまりは
ケームのルールを形成するものである。こうして企業人
はふたたび企業に内部化され統合されてゆく。

企業主義はこのように、労働者の内部化→企業人の共
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日仏比較：新生産システム構築過程において

グルノーブル大学ジエラール・ドウ・ベルニス

本会議（日仏経済学会主催）において、私は日仏両国

の経済比較を行なってみたい。ただし、それに際して、

現在の状況をそのまま比較するのでも、国際経済のなか

での両国の役割の差をみるわけでもない。なぜなら、現

在顕著になっている両国の構造的差異一生産構造の整合

性、成長率、国際収支構造、為替レートの変化、利子率

の水準一は上記の観点からの比較分析をほとんど無意味

にしているからである。ここでは、日仏両国のレギユラ

シオン原理の違い、社会的レギュラシオン手続の差から

比較を行ないたい。

15年前には、このような比較ははっきりいってかなり

単純であった。誰もレギュラシオンという概念をまだ知

らず、「(国家独占）資本主義がどのように機能している

のか？｣、「その成長のバネはなんであるのか？」を理解

しようとしていた。その頃、グルノーブル学派も例にも

れず、次の二つの決定的な現象に注目していた。一つは、

（〈示唆的》あるいは《資本主義的》）〈計画〉（1）であ

り、もう一つは先進国による旧植民地国への支配である。

その頃と比べて状況は大きく変化した。1960年代終わ

りから、蓄積過程および生産システム空間の構造安定

性(2)－この安定性は15,20年来、われわれが経験して

きたもので、その時期にはもっと続くように思えたもの

だ－は危機への突入によって、中断された(3)。それ以

降、《危機の働き》が徐々に構造を解体・脆弱化してき

た。例えば、危機のなかで、宗主国と《系列国》の関係

は緩和され、宗主国では、強大な企業が利潤率を確保す

るために、かつての国内（ナショナル）志向論理から《

世界》志向論理を採るようになってきた(4)｡50･60年代

における資本主義のゲームの規則は台頭する社会勢力に

よって廃棄された（規制緩和）(6)。

しかしながら、このような変化は危機の一側面でしか

ない。この側面と矛盾するようにみえながら、実は分離

することのできない、次の側面も考慮に入れなくてはな

らない。資本主義の旧秩序が解体していくその過程と軌

を一にして、新たに台頭してきた諸勢力力噺生産システ

ムの枠組み内で、（経済）空間を再構成し、新たな社会

的レギユラシオン手続を模索しながら、新秩序を作り出

そうとしているのである。このような絶え間ない秩序形

成の試みは多様であり、それぞれが危機局面を特徴づけ

る。例えば、以前のいくつかの危機において、そのよう

な試みは失敗を繰り返しながらも最終的に危機からの出

口にまで辿り着いた。しかし、その出口にいたる契機を

我々は決して前以て予想できなかった(6)。危機からの

出口がいつどのようにやってくるのか、また、新たな社

会秩序となるであろうレギュラシオン様式がいかなるも

のであるか、については不確実性が支配していたのであ

る。あらゆる危機の特徴である不確実性は、おそらく現

在の危機においてももっとも重要な側面といえるだろう。

生産システム再構成の試みは、もはや60年代終わりか

ら見受けられた。この試みのなかで失敗におわったもの

を吟味すれば、現在行なわれている試みが最後に残るも

の、つまり危機からの脱出口となる試みであると主張で

きないわけがわかるだろう。

60年代のおわりから、ローマ・クラブは《より聡明に

人類の運命を導いていく新たな新組鋤を提唱してきた。

この第三次レポートでは、J､ティンバーゲンが《共通の

利益》に基づく国際的な《計画手段》を提起したが、実

現するための条件を欠いていた。

三ケ国委員会はもっと現実的だ。この委員会によると、

〈三つの地域》の協働は、〈相互依存》組織を安定化す

るのに必要で、それは《世界的問題》に対する共通概念

に基づいている。その概念とは以下のとおりである。国

際貿易一南の発展のための主要要素とみなされている一

は絶対的自由主義を基礎に組織されなければならない。

しかし、輸入国は自国にとって本質的な財市場を組織し

なければならない。国家は依然として存在するが、それ
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想をすぐにあきらめなくてはならなかった。アメリカ資し、この類似性は、両国の量的差異を捨象しても、決し
本がどんなに強大であろうと、また、イギリス資本とのて両国経済が同質であったことを示唆するのではない。
相互浸透がどんなに緊密であろうと、その政策はアメリ第一に、日本だけに生じた軍縮（憲法第九条に明記さ
力経済の矛盾を克服できなかったのである(u)。アメリれている）に注目しなくてはならない。たとえ自衛隊が
力の権力が及ぶ領域における日本資本とアメリカ資本の存在しているとしても、日本における軍事費がフランス
協力というその後の試みが長くつづかなかったのも、おにおける恒常的な軍事費に等しくなったことはない《1，)。
そらく同様に理由による。 両国は軍事費において全く異なっている。そして現在で

1985年から形成されてきた三極化現象（アメリカ．日は、軍事費力軽済に与える影響をポジティブとする議論
本・ドイツ）が安定的であり、各新生産システム－これに関しても疑問がもたれている(")。
吐将采危機から生じてくる－の決定的な布置をあらかじこの軍縮と、日本の製造業がフランスのそれよりも大
め示すものとは、だれもいえない（この問題についてはきく成長したという事実の間には関連性がある、といえ
後述する）しかし、この三極化は、支配的な諸勢力力噺る。また、日仏の産業構造が変化してきたことも軍縮と
たな生産システムを構造化しようとする現実の段階なの関係しているだろう(”。例えば、中間財・機械製造部
である。つまり、危機が生み出す根本的な運動のひとつ門の占める地位が1965年以降、フランスより日本におい
をのである°「三極化」は現代世界を特徴づけ、ここ二て高まってきている。1970年においては、両国の数値が
蜑睾のダォ期豈興臘繍懇訊未だ比較可籠だとして｡､三霞国宝鷲讓皇雲
具体化した様式である。したがって、もしこの現状が一経済間の構造的格差、とくに消費一投資配分率の差を生
適性のものであっても、この三極化のプロセスを日仏をみ出した。1970年のフランスの蓄積率は11％をわずかに
比較する場合の基礎と考えることができるのである。そ上回ったのに対して、日本のそれは18％であった《")。
れば、日仏がこの時期どのように変化してきたのか、危第二に、両国の社会的レギユラシオン手続が国内管理
鶴に中でどのような役割をはたしてきたのか､等を考えに関してはかなり似ていたとしても、国際関係の場にお
る基礎となる。言い換えれば、それは両国経済のダイナいては全く異なっていた。
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化を生み出すことを示し、どのように市場を改稿するか

を考えなくてはならない(31)。あるいは、企業の利潤追

求が一国の一般的利益と相反する場合一純粋自由主義者

が考えるべき命題である一、国家がどのように効率的に

介入を行なうのかを問題にしなくてはならない(翼)。

また、企業戦略の社会学的分析は一見単純だが、それ

によって生産構造分析をしなくてもいいというわけでは

ない。その分析によると、フランスの企業が外国市場と

関わりをもつよりも、資本の価値実現に熱心であること
は、当然である。また、企業が金融による利潤を最近得

易くなったことも、何ら状況をかえるものではない。し

かし、日仏を比較するにあたって、生産構造の分析を避

け、日本の文化的特殊性をあげるにとどまるのは、あま

りに簡単すぎるだろう。日本の企業も、フランスの企業
もより効率よく利潤を得るために行動しているのではな

いか？したがって、いつも繰り返しいわれてきた次の命

題に戻らなくてはならない。「企業の目的は利潤を得る
ことにある｣。少なくともこの命題を真面目に考えなく

てはならない。それには様々 な問題がつきまとうであろ

うが。

《競争力》による分析は、国民経済レヴェルにおいて

は上記のような矛盾をもたない（物価は為替レートと連

動し、為替レートは利子率と関係している等々)。しか
し、市場占有率による分析をみてみよう。

国際貿易における日仏の市場占有率は1967年にはほぼ

同様で、約6.7％であった。その後、1986年日本のそれ
は13％となり、フランスの占有率は1979年に1％アップ
の8％（この時にはフランスはこれから成長するだろう

市場で販売した）となったが、1986年には6.7％ととな
り、アジアNIESに抜かされたのである（この時期、
先の市場がかつてのダイナミズムを失っていた)(園)。
CEPn[12]は差別化された財の代替率を考慮するため

に、経済単位のなかで、価格による競争力と構造的競争
力を区別している(鋤)。もし、計量経済学モデルが行動
と結果の相関性をうまく表しているのなら、行動は深層
の現象の中継点にしかすぎない。実際はそうではない。
次のことは注目に値する。アメリカは対日輸出において
はその支配的地位を利用している、つまり、アメリカは、
日本にとって不利な相対価格が制裁される時期をその支

腕時計、掛け時計)。フランスはイタリアよりも工業化

の度合いが低く、ドイツは日本よりも工業設備財部門で

より多くのく切札〉をもっているようにみえる。

上記の表から次のように結論できる。フランスは、ス

ラツフア的な意味で「非本質的」な財、あるいは所得が
増加していくある一時点でエンケル係数を高める財で
《切札〉をもっている（しかしこれを〈切札〉と呼べる
のかどうか疑問である)。それに対して、文化・余暇に

関連した設備財では日本に永らくその座を譲っている。
このような《切札〉の性質から各国工業の貿易収支構造
の差を説明できるが、そのためにはなぜこのような製品・
産業がく切札〉と成り得たのかを説明しなくてはならな
い。特化による分析からそれを説明することは不可能で
ある。

また、他の点に関しても、特化による分析は有効では
をい・例えば、特化による分析から、日本を《部門特化
のスペシャリスト〉－フランスの《ジェネラリスト》ぶ
りと対比させて一として描くと、それは誤りである。な
ぜをら、日本の主要産品の交換は「ほとんど均衡してい
るから」である。もし、このイメージあるいは日本との
対比が何か少しでも実りあるものを与えてくれる一日本
は産業組織に関して、おそらくフランスよりも《穴》が
少ないといった分析(鱒)－としても、特化による分析は
下記のような深刻な理由によって受け入れることはでき
をい

◎

第～に、《特化》が国内需要構造と生産構造の乖離に
よって定義されるとすると、特化に対する〈善悪〉の評
価は貿易収支黒字．赤字と同義になる(雪>・貿易収支の
状態がく特化》の《善悪》を決めるのであれば、議論は
循環し、これは説明ではなくトートロジーになってしま
う(鋤）

O

第こに、市場経済において特化は、企業の意志決定か
らの承生じることになっている。この点もまた注意深く
横計するに値する。もし、独裁者が間違いを犯し、それ
故に独裁者によって導入された特化が誤りとなると考え
るをら、市場経済において、ある特化を《悪い〉という
ことは自明のことではない。問題のたて方をかえなけれ
ぱをらない。例えば、市場がうまく作動しないせいで特
ｲﾋがうまくいかないのなら、効率的な市場は《良い》特

テム構築の視点から、それらの事実が現在にもたらした

結果を評価しなくてはならない。
本稿では、フランスにおける「計画」の役割、日本に
おける「通産省」の役割については論じない(幻)。両国

において、利潤率は、類似した労働強化の方法(浜)、資
本財価格の低下によって満足できる水準を保っていた。
この利潤率を維持するために、少なくともフランスでは、

企業が国家予算から手をかえ品をかえ掠奪を行なった。

例えば、企業は、間接的には、国家による助成金（例え
ば労働者住居に対する国家の助成金）を利用して賃金を
低下させ、直接的には、信用の払い戻し、税金補助、免
税を利用して、利潤を増加させたのである(雷)。

両国内における社会的レギユラシオン手続の共通性と

は逆に、国際関係において両国は異なった方法をとった。

フランス資本は、その利潤を増加させ、蓄積を維持・加

速するために、フランスの生産システム空間に属する国々

に対する自らの支配的な地位を利用した(浅)。それに対

して、日本がとった方法は異なっていた。日本のアメリ

カ離れの戦略は少しずつしか進まなかった。1965年の日

本の対アメリカ貿易は全体の30％を占め(厩)、アメリカ

は日本が開始した対中国貿易（全体の2.9％）を重要視

しなかった。日本は、インドネシアからの第一次産品供

給を確保するために現地に高額の投資を行ない、韓国・

タイ・シンガポール・台湾に対してはアメリカよりも輸

出を行ない、フィリピンから銅・木材の輸入を開始し、

マレーシアに対しては鉄鋼石の独占販売を行なっていた

にもかかわらず、この地域に支配的影響力を及ぼしてい

るとはいえなかった。また、この地域にはアメリカがそ

の政治・経済利益を確保するために、軍事的保護を行なっ

ていた。

それから四半世紀が経って、状況は全く到上してしまっ

た。フランスと日本は反対の軌跡を描きはじめた。未だ

に多くの部分を支配されている国もその独立を取り戻し、

強力な経済あるいは矛盾から抜け出した経済を構築した。

このような国は世界のなかでもっとも高い成長率を維持

する地域を組織できる－組織しなければならない－と感

じている。生産システムの中心であり、過去においても

独立していた国は、強国との提携条件を交渉しなければ、

と思っている。現在、日本と比較し得る国を探さなけれ

ばならないとすれば、それはドイツである。この四半世

紀の間に日仏両国で起こった事実を比較し、新生産シス

フランスの後退と日本の前進

一国の貿易を分析し、比較の対象となる経済の諸側面

に関する指標を手に入れるためには、とるべき基準につ

いて議論しなくてはならない。しかしながら、いかなる

基準をとろうと、生産榊造の重要性は減じるものではな

い。生産構造は国民経済に対する管理様式を離れては説

明できないし、管理様式の分析は危機の過程を構成する

決定的な要素を説明するのに役立つ。本章では生産構造

と管理様式について論じる。

’

1
貿易から生産構造へ

一国の貿易を分析するにあたって、フランスの文献は

しばしば次の三つ概念に頼っている（とはいえ、これら

の概念はそれを使う筆者によってその内容を異にしてい

るが)。つまり、《特化〉の〈善悪》、企業の行動、競

争力の三つである。この三つを区別することはときには

難しい（というのはこれらは相互に関連しているからだ）

が、それでもなおこれらの概念はそれぞれに異なった側

面を強調しているといえる。

最も機械論的な分析は《特化〉による分析である。例

えば、日本の《特化〉は《良好〉で、フランスのそれは

〈悪い〉、といった分析である。mSEE[18]は工業国

の〈オールマイテイ（切札）〉表を作っている。

例えば、二国を比較する場合に、同じ品目（鉄管、土

木事業の材料、鉱石、船）をとればその差は歴然として

いる。また、日本は、中間財あるいは設備財においてフ

ランスよりも《切札〉をもっている（セラミック製品、

人工．合成繊維、金属容器製品、織機、ミシン、金属の

第二次加工品、ギア．ベアリング)。それに対して、フ

ランスは鉄道材、金属建築、鋳鉄に関してだけ《切札〉

をもっている。消費財に関するとその差は大きくなる。

フランスは日用品（ペン、シードル、ワイン、シャンペ

ン、食前酒、アルコール、ビール、香水、石鹸、植物性

製品、薬品）に関して有利で、日本は家庭．家事関係で

〈切札〉をもっている（オートバイ、自転車、自動車、

ラジオ、テレビ、Hi-Fi、楽器、光学機器、写真関係、

a
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産省は事実上、他国においては示唆的計画が果たす機能

を果たしていた。日本の成長は恵まれた自然資源による

のではなく、一国レヴェルでの整合的な産業構造を打ち

建て、維持し、発展させようという意志にるのだ、とい

うことはよく知られていた。しかし、通産省の役割は強

調されていたものの、それがなぜ効率的であるのかは分

析されてこなかった。つまり、通産省の効率性と日本の

大企業グループ間の稠密な関係は過小評価されていたの

である。表に現われてくる産業政策の重要性も、その政

策がよって立つ日本資本に固有の構造も、過小評価して

はならない。その構造は他のOECD諸国のそれとは異な

り、一国の産業の拡大・再編成に応じて変わっていくの

である。次に例を挙げてみよう。

第一次産品を他のいかなる国よりも輸入に頼らなくて

はならなかった日本の産業グループは、非常に早くから

次の二つの役割を総合商社に託していた。

1）原材料供給の確保（例えば、海外直接投資によって。

この投資は少なくとも、生産国の利益を考慮していると

いう印象を与える）(露)、

2）生産物販売によって産業グループに金融する。

総合商社は日本の各発展段階に必要な輸入－常に必要

な原材料はもとより、テクノロジー、機械一を保証しつ

づけた。そして、少なくともその代価に必要な商品を輸

出し、自らの属するグループが国際市場でもつ競争力に

応じてその輸出を増やした。

このように、日本の六大グループは銀行一金融をその

目的とする－，総合商社一原材料供給、販売、海外直接

投資をその目的とする－のを中心に構造化されたのであ

る。この一つ一つのグループを、《ミニ国民経済〉と呼
ぶこともできよう(露)。各グループの中では仲裁が行な

われる（グループ外では、この仲裁は計画あるいは競争一
グループ間闘争一によって実現化される）(碗)。ある産業
から他の産業へ資本が流通するのはグループ内において
である。したがって、部門間のコンフリクトカ塀決され、
特に相対価格が決定されるのも、グループ内においてで
ある。その際、グループの権力機関がグループの共通利
益のために仲裁を行なう。もし、資本間競争一相対価格
決定のための闘争一を一国内の諸資本間の本質的矛盾で
あるとするなら、日本の諸グループは、他国の産業．金

融グループが互いに競争的である、という意味では互い

に競争的ではない(鍋)。もちろん、グループ間の利益は

明らかに共通ではないが、その競争関係の地平あるいは

協働の能力一国民経済を構造化する〈闘争一協働》(F

PERROUX)-が、他のそれとは異なっている。特に、

通産省の指導の下に、各グループが国民経済に望ましい

成長率、それを実現する方法について、同意することは

容易である。とりわけ、必要な再編成について同意する

ことは容易である。なぜなら、そのような再編成は各グ

ループに関わり、各グループに利益をもたらすからであ

る(男)。

通産省の立場とグループの共通利益のインター．フェ

イスはかなり大きい。通産省の立場とグループのそれと

は問題なく〈対応〉できる。その意味で、日本の資本、

あるいは日本資本という用語を使うことができるように

思われる。

日仏を比較すると、その経済においてだけさえ構造上

の差が認められる。その意味で、フランスはかつて別の

政策をとるべきだったのだ、とは言えない。なぜなら、

フランス資本主義の構造がそれを許さなかっただろうか

ら。また、様々 な国民資本主義の構造が異なれば、危機

の様相もそれぞれに異なってくるのは当然である。

次々 節で、日仏比較にドイツの例を持ち出すのは有用

だろう。フランスとドイツのグループ構造の差と、フラ

ンスと日本のグループ構造の差が類似しているとは言え

ない。また、危機における日独の変遷に関しては、多く

の共通点が見受けられる。両国においては、経済政策と

国家の責任の重要性が再認識されている。

上記のことから、フランスと日本が、現在進行中の三

極化において異なった位置付けだけではなく、異なった

役割を負っていることが理解できる。この三極化が続く

のかについては、ここでは論じない。

二煙1世墨におliる相反する状態

三大大国を極とする極化の現象はたしかに80年代半ば

から顕在化し、制度化されながら強化されてきた(田)。

この現象は、未だに《世界経済》と呼ばれる現象一一般

化はされている力端造化はされていない相互依存関係一

に終止符を打った。しかし、危機からの出口を示す枠組
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み－それは蓄積過程の構造的安定性をもたらす新時代へ
の回帰を可能にする一ついてはまったく不確実であ
る(61)o成長過程にある三極化世界では、不確実性が支
配している。その中で、少なくとも、次の三つが本質的
であろう。

1）もっとも明らかなのは、三極化世界が統合している
範囲に由来する不確実性である。さし当り、人類の半分
以上がその三極化世界に統合されていない。この事実は、｜茎墓蹴麗麓騏三墓隙

一一,~'′ﾛﾉ／1,抑這表1土どの旬Oaレヨリ、ノL観vノニ十.刀一

部に浸透している。中国が三種いずれかに統合されるに
は長い時間がかる。しかし、中国はアメリカ・日本にそ
の市場の一部を開放することができ、常に、対米．対日
間の均衡に影響を及ぼすことができる。インドは日米両
国から同時に渇望されており、インドに対する両国の海
外直接投資の動向からもそのライバル関係がうかがえる。
両国は、各々、8,500万人のプチ．ブルジョワジーから
なるインド市場に興味をもっている。しかし、インドは、
今まで細心の注意を払って守られ続けてきた独立力鴨つ
けられることは受け入れられない。旧ソヴィエトから独
立した共和国が皆同じ極の影響下に入ることはない。今
のところミ大大国によるそれらの分配力撮小限の安定性
さえもつにもほど遠い◎等々・安定期の規則とは反対に、
ミ極の各資本は自らが欲する空間のフロンティアを修正
するために互いに競争している。すでに確保していた空
間を守ろうとする傾向は、諸資本間でますます強まって
いるとしても、先の競争は続いている。その上に、残っ
ている自由な空間が目指す方向性を、諸資本が決めるこ
とIまできないのである(鰹)。
2）ミ極化世界内部の諸矛盾もまた無視することはでき
をい・～方で、この三極化世界は安定期に移行するため
の条件である、不確実性－特に為替レートに関わる_の
城少を必ずしももたらすことはできない。予測できない
ほど大きな変化が起きるときは別として、今の世界には
国際的に支配的な唯一の経済があるわけではない(園'・
ミ大大国が互いに「否」を言い合える状態である(")。
これは資本主義の歴史始まって以来のことである。支配
的を各勢力間に共通利益のインターフェイスが形成され、
為替レートが安定するなら、上記のような状態は何の問
題もをいだろう。しかし、現在それを期待することは全

くできない。なぜなら、三種の合意にもかかわらず、こ

こ十年以上叫ばれている経済政策の調和は全く実行きれ

ず、各大国はもっともな理由一各国内の支配的勢力の利

益保持一の下に、経済政策の調和とは関係のない戦略を

とっているからだ。

他方で、三極化の強化によって、「多国籍グループと

国家の間の弁証法的運動」が様変わりしてきている(侭)。

少なくとも部分的に、各極における国家の能動的な介入

が強まっている(")o為替レートの変化を制御するため

に、各種は国際収支の変動に関心を持たざるをえず－こ

れは強国の通貨に自国通貨を連動させている国にとって

も同様である一、結局、各種で《保護主義の台頭》が観

察された(厨)。1980年代初頭には、〈世界的》企業の出

現のために世界経済という統一単位が出来上がるという

見方が広がった。しかし、人口に臆灸したこの見方とは

異なり、世界企業はく局地化〉と自らの戦略を簡単に統

合したのである。その戦略は、下記のように、それでも

なお新たな意味で「世界的」であった。現在、三極化世

界における三極間の投資（ヨーロッパ・日本からアメリ

カへ、等々 ）は、多国籍企業の「三極は自らを防衛しな

くてはならない」という確信からなされている（多国籍

企業がそれを後悔しているかどうかは問題ではない)。

つまり、適切なときに、極の内部か、あるいは場合によっ

ては極と自由貿易をしている国に資本投下をしなければ

ならない、という確信である。例えば、日本はアメリカ

市場に製品を販売するためにメキシコにプランテーショ

ンを行なっている。したがって、多国籍企業は避けがた

い事実としての保護主義を自らの世界的戦略に結びつけ、

逆説的にもそれによって、保護主義を加速させている。

この戦略が、世界の三極化構造を強化するのか、脆弱化

してしまうのかは、時が経たなければわからない。

3）各種はそれぞれに固有な矛盾を抱えている。アメリ
カでは、生産の国際化と自動化が進んで、脱工業化現象
力珈速している。それによって生まれる失業は、海外か
らの投資によって救われている。したがって、保護主義
を採ることはデリケートな問題になっている。日本が同
様の過程をたどっていく場合、総合商社一海外直接投資
の大部分を請け負っている一は大グループをまとめる要
となり、この矛盾の波及を制限できるだろう。また、こ
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世界の国々 との共同発展政策の進展を考慮に入れていな

ければならない｣。このように主張する人々 は、85，86

年当時でも存在したが、その数は減少せざるをえなかっ

た。

選択されたのは上記のような政策ではなかった。そし

て、生産構造は大きく瓦解し、そのような政策がもし実

行されれば、と今日想像することさえ無駄なぐらいであ

る（失業の絶望的な増加は、生産構造の瓦解のもっとも

具体的な現れにすぎない)。フランスが、航空産業．宇

宙産業、特にT.G.V・の分野でもっている能力を過小評

価してはならない（たとえ、航空．宇宙産業分野でドイ

ツからの金融を部分的にあおいでいるにせよ)。同時に、

このような部門と他の産業部門の乖離も無視してはなら

ない。フランス経済において数量的には未だ重要な軍事

産業でも、フランス国内で材料を調達できない企業が増

えてきている。それはフランスでもう作られていない工

作機械に限らず、フランスでもう十分には生産されてい

ない原材料についてもそうである。また、我々は近隣の

大国（ドイツ）の政策の純粋に貨幣的な側面に、全く自

由主義的に同調した。その際、フランスはドイツの力が

貨幣政策だけにではなく、それの裏にある効率的な産業

政策、ほとんど自由主義的ではない経済運営構造（例え

その運営が私的部門に委ねられているとはいえ）(")によ

るということを理解していなかった。したがって、フラ

ンスに残されているのは、より劣悪でない系列化（その

費用はドイツが、フランスを系列化することから得られ

るアドバンテージを考慮して、払ってくれるだろう）の

条件をドイツと交渉すること、そして、《フランスとド

イツのカップル》、〈フランスとドイツの協働〉を夢見

ることだけである。

ドイツの最近の歴史と日本のそれを比べてみると、い

くつか共通点がある。60年代において、ドイツの生産構

造はフランスの生産構造と本質的には異なっていなかっ

た。ある産業分野においてより効率的であり、他の分野

においてはそうではない。同質の自然資源に恵まれてい

る、等々 。それが今日では全く異なっている。賃金を比

べてみるとドイツの賃金はフランスより高〈（購買力で

計算すれば日本よりも高い)、労働時間はフランスより

短い。それを可能にしたのは、ドイツが長期資本移動、

商品の移動を注意深くコントロールしたからである。マ
ルクの強さはその産業の連帯性の現れにすぎない(71)o
その連帯性は、先端産業のリストを通じては表れないが、
産業全体の平均生産性の上昇を継続的に研究してみれば
わかることである。つまり、ドイツにとって、〈フラン

の三極化世界の未来に起り得る不確実性の原因としては

次のことを書き加えられる。アメリカの貿易赤字、輸出

を国内消費に転換する際の日本が抱える困難、それらか

ら生じるドル流通に関する不安定性、である。

上記のような不確実性・矛盾にも関わらす、今日我々

が分析しなくてはならないのは、この三樹上世界である｡

この枠組みにおいて、日仏を比較することが､危機の様々

な側面を明らかにしてくれる。

第一に、いかなる経済も危機の二重の働きをまぬがれ

ることはできない。その働きとは、危機前期における生

産システムの解体と後期における新生産システム構築の

試みである。日本は自らの経済がどんなに強力であろう

と、国民経済を孤立して構築しようとは思っていない。

フランスは被支配経済であり続けようとは思っていな

い(鑓)◎

第二に、新たな安定期の社会的レギュラシオン手続が

危機の最終局面で徐々に作られ始めているなら、次のよ

うに問い掛けることができる(田)。危機からの出口は三

極化世界のなかで用意されるのか？現在の日本の経済力

を裏付けている社会的レギュラシオン手続は場合によっ

ては未来の新たな社会的レギュラシオン手続を先取りし

ているといえるのか？もし、そうならば、それはどのよ

うにして成立しているのか？日本の構造とドイツの構造

にいくつかの類似性を見いだすことができることを考え

れば、これら最後の問題は検討するに値する。これらの

問題をざっと見てみよう。

対比を参考にすると、60年代から始まったフランスと日

本の軌跡の差がどこに辿り着くのかがよく判る。

日本とフランスの対比に関する解釈は確かに、現実を

しばしばデフォルメしている。しかし、両国の経済が辿

る軌跡をよりよく理解するにはやはり助けとなる。次の

スとドイツの協働〉は日本産業との協働と比べてみれば、二点を強調できるだろう。
優先事項ではないのだ(")。 ，）フランスでは、日本の〈鎖国〉がよく非難されてぃ

確かに、ドイツは、フランス資本がアフリカのもつとる。この議論は、日本がもっとも閉鎖的だったとき－例
も活気のない地域との旧交を利用するのを放っておいてえば60年代一には、誰も口にしなかった(別)。しかし、
くれている（北アフリカは、フランスにとって残念にも現在では、日本からの輸入をEECの権威によって制限す
1970年以降かつての関係から解き放たれた)。しかし、るために一フランス政府カヨEECの動向から自由ではない
他のことについてはドイツがその是非を判断するのであとして一日本の閉鎖性を非難する同じ人々が、日本から

｜る°ヨーロッパにとっての（つまりフランスにとっての）の輸入割り当て額のなかにイギリスで生産されている日
臘業政策、GATT、特に貨幣については、ドイツが決定本車を含めるべきではないのではないか、と自問してぃ
権をもっている。ドイツは、エキュがマルクの新たな装る。このような非合理的な態度は、危機が長く続いてい
いであるかぎりそれを支援するだろう（〈マルク．ゾーることによる。つまり、現在、国内市場は過剰生産によ
ン〉という表現は一般的になってきている)。ドイツは、るのではなく、高い失業率による国内購買力の不足によっ
ヨーロッパ中央銀行を、それがブンデス．バンクと緊密て、飽和状態にある。したがって、いかなる輸入にも反
を関係にあり、その「親切な」コントロールを受けるか対し、何をおいても、輸出しなければならない。上記の
きり、受け入れるだろう。非難はこういう時代を背景にしている。しかしながら、
北欧、東欧、中央ヨーロッパに対するドイツ資本の支日仏の状況を考える場合、このような議論一たとえ、そ
配は、長い時間をかけ綿密に用意された（この間に生産れがまちがっていようと一が明らかにすることを考慮に
システムは崩壊しはじめた)。この支配によって、ドイ入れなくてはならない。もし、日本の生産システムがそ
ツ盗本は既存の資本にとってかわり、その価格システムの整合性を維持するために海外市場との関係を選別して
をヨーロッパ全体に課すことができる（なぜなら、ドイいるとするなら、そこにフランス人が不平等を感じるの
ツIま資本財の生産能力を計画的に蓄えたからである)(洞)。は理解できる。なぜなら、フランスはドイツに支配され
ドイツ資本が抵抗を受けるのは、ドイツ資本と競合できているEECに属しながら経済活動を行ない-そのドイツるアメリカ資本が進出している旧ソウイェト共和国におは輸出を容易にするために世界と自由主義的な関係を結
いてだけである。したがって、ドイツは、かってのビスぴたがっている一、したがって、フランスも世界に門戸マルクの夢～蓄積を追求．加速するのに必要な余剰を先を開かなくてはならないからである。この開放は、独仏噛りできる空間を支配する一を果たすだろう。もちろん、の生産櫛造の差を考えれば、フランスの経済にたいへん
喝初はそのための費用が掛かり一ドイツの納税者はよりな悪影響を与える。多くの税金を払わなくてはならないだろう一､現実に色々2）フランスと日本はそれぞれに属している空間が異な患矛盾力迩きるだろう。《ヨーロッパの構築》をドイツるが､その空間における両国の状況が全く異なる。フラが馳走するリズムにしたがって行なうのかどうか、は新ンスはかつて無視しえない経済集合の極をなしていたカミ
彗亨,:雲墓鯉妻鱒駕鱒:憩駕象篁麓鰄耀蛮覧るのだから、イギリスがドイツ主導の《ヨーロッパ櫛築再楢築の時代である一・フランスは、今、よくて自分が>に皮対する理由はないのだ。このドイツとフランスの属している空間のメンバー・シツプについて交渉できる

再構築過程における相反する立場

1983年の時点で、つまり、1981年の希望を破られた時

点で、次のように主張する人がいた。「もし、政策担当

者が本気で危機からの脱出に取り組み、経済の自律性を

回復するように政策的な努力をすれば、フランスは危機

から脱することができる。そのための政策は真の雇用政

策、つまり失業のカモフラージュやそれに類する《社会

的治療》ではない雇用政策に基礎を置いていなくてはな

らない。この政策は、内的蓄積の自律的過程を優先的に

再櫛築するために蓄積率を大きく引き上げなくてはなら

ない。また、国内市場の需要に応じた、特に恵まれない

階層の需要に応じた生産、商品と資本移動の制御、第三

■
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可
時間の勤､、チーム単位での労働（このチーム単位（29）貿易黒字は貿易赤字よりも好ましいのか、もし雷
の労働によって、輸入された技術をより速く使うこ ましぃのならなぜか。これらのことを考えなくてば

とができる)、生産テンポの上昇（日本では、労働いけない（[15]参照)。
者が残業を制限するため、彼ら自身がこのテンポ上（30）この観点は理論的にも面白い点を含んでいる。E.
昇を提案することが時々ある)。 Turpinが「国際貿易理證は結局全て同じ結諸にい

(25）このような方法は、利潤率が頭打ちになり、労働きつく」と言うとき、彼の議論([18],p･27、ここ
者が課されている労働条件に反抗するようになったで彼はリカードとへクシヤーを引用している）に賛
(1968)60年代後半から、多様化してきている。この 成するのは難しい。Turpinのように言うためには、

現象に対する最初の研究（[24]）が世にでたのが19リカードを新古典派的に解釈することを認めなくて
71年であり、その研究が1962年から69年を対象にしはならない。しかし、リカードの議論は別のように
ていたのは偶然ではない。［24]は完全ではなく、そ も解釈できる。イギリスの商人がフランスの小麦あ

の後同じ著者による[25］（1975）として完成された。るぃはポルトガルのワインをイギリスに輸入したい
日本に関しては、この問題についての文献を発見で としよう。それが可能になるのは、為替レート、萱

きず、確かなことが言えないことを付け加えておき用（運送、為替手形にかかる）を考慮に入れた上で、
たい 生産国での財の価格が、それが消費される国での価。

(26）〈フランス資本〉（あるいはイギリス資本、日本格よりも低い場合である（生産条件の相違は、技術
資本）という概念を定義することは簡単ではない。 同一という新古典派の仮説と相容れず、この仮説自

そのためには、国によって異なる公的部門の重要性体現実には成り立たない)。貿易が自由であるなら、
を考慮しなくてはならない。フランスでは公的部門貿易赤字をうめるために金が移動し（商品貨幣およ
は重要である。いずれにせよ、《フランス資本〉とぴ通貨原則がなりたっている世界が前提とぎれてい
「フランス」を区別しなくてはならない。「フランス」る)、それによって、貿易する両国にとって、利潤
の会計勘定からすると、その植民地は「フランス」率・蓄頼に関してお互いに有利な相対的商品価格が
にとっては高くついているように見える。フランス 実現するだろう。

資本が植民地で得ている利益を考えると、フランス（31）この立場は純粋に規範的だが､整合的でもある。
資本は植民地から利益を得ている（その利益の中に(32)G.Lafay[21]は次のように提案している。〈経営
は、「フランス」にとっては費用であるが、フラン 不振の企業》を救うこと（その基準についてはなに

ス資本にとっては利潤となり得る部分､例えば「中も言われていない)、国際貿易会社を創立すること
C部」＝フランスからの資本移転も含まれている)。（そのための資本をどこから調達するのかについて
さて、もし資本所有者あるいはその仲間が公的な意は語られていない)、自己金融による部門ごとの閉
思決定に影響を及ぼすことができるなら、たとえ、鎖性を避けるために仲介的な金融機関を発展させる
国家の浪費が暴かれようとも、フランス政府はそのこと（最近の自己金融の発達がフランス経済の《特
ための費用を維持するために戦争さえも辞さないだ化》を変化させたようには見えない)。
ろう。さもなければ．．．。同様に、フランスの中（33）資料[22]による。
心部（国内）資本、植民地資本、入植者資本を区別（34）製品の質を向上させる、商品の代替度に影響を及
しをくてはならない。なぜなら、それらの利益は必ぼすために部門間の経済活動の配分を修正する、国
然的に呼応するわけではないからである（[3]参照)。 内で生産された製品の市場配分率を変化させる、以

（27）それに対して、対東南アジア貿易は輸出の26％、 上によって、商品の競争力を向上できる。［'2]では、

輸入の17.2％を占めるにとどまった。 これらの点について、アメリカ・ヨーロッパ・日本

（28）フランスに関しては[3,]参照のこと。 について分析を行なっているが、そこから日仏の比

日本において24.9％から34.7％に増え、フランスに

おいては22.2％から30.5％に増えた。

(18）1960年から65年にかけて、特許購入に関して日仏

は同額を支払っている。フランスが日本と異なるの

は、その購入を特許販売で一部賄えたことである

（年毎に40％から50％に至る)。1967年以降、日本の

蓄積は加速し、それに応じて特許購入も大きく増え、

その額はすぐにフランスの二倍に達した。

(19）対G.N.P比では、フランスの軍事費は1949年か

ら53年にかけて5.51％から9.19％に徐々に増え、19

54年から1959年にかけては7％辺りにとどまり、1974

年度には3.75％にまで戻った。それ以降、4％辺り

で落ち着いている（資料:CIPRI年報）

(20)[13]参照のこと。

(21)19541970

％付加価値雇用付加価値雇用

日本

産業全体25．120．841．329．9

消費財産業14610．116．312．2

中間財産業6．95．51277．2

設備財産業3．65．212310．5

フランス

産業全体27031．533．832．7

消費財産業12．016．012．413．1

中間財産業9．07．911．29．5

設備財産業6．07.610.210．1

(22）［27]によると、蓄積率は、企業のFBCF(粗固定
資本形成）の価格と置換費用で評価された前年度一

月一日時の資本ストックとの比率、と定義されてい

る。日本において、蓄積率は1953年に6％、1961年
から1966年にかけて20%から12%に下落したが、19
70年には18％に持直した。フランスでは、その増加
は日本よりも安定していたが、1954年から1970年か
けて、6.3％から11％までにとどまった。

（23）「通産省」の役割は、大企業グループの特殊な構
造に依拠している。大企業グループ内で、資本があ
る産業から他の産業に流通し、産業間に利潤率平準
化の傾向が生じる。

（24）労働強化の例としては以下があげられよう。労働

展しないのは、この三ケ国の支配勢力の個々 の利益
が妥協できるインターフェイスがあまりにも狭すぎ

るために、受け入れ可能な為替レート幅を作り出す
ことが不可能だからだ。

(12）1982年から84年にかけてアメリカで盛んだった
「脱工業化」についての議論を思い出すだけで十分

だろう。いくつかの議論についてはそのニュアンス

を汲み取ることが大切だが。

(13）日仏の共通点、日仏の他国との相違点は[27]によ
る。これによると、蓄積率が三つの波によって産業

部門に応じて高まりをみせ、労働生産性の上昇リズ
ムは農業部門労働力人口のさらなる減少・一人当た

り資本量（産業部門ごとに異なる）の増加によって

上昇・維持された。それにしたがって、基軸となる

支配的産業部門（設備財産業）が出現し、それらの

産業部門と伝統的な産業部門の間に格差が生じた。

1969年まで賃金部分は減少し、利潤率は増加した。

相対的設備財価格は低下した。

（14）例外は人口である。1960年において、日本の人口

はフランスの二倍であった。

（15）農業部門の付加価値は、価格一定として、日本に

おいて1954年から1970年にかけて258％から7.2％

に低下した。フランスにおいては、1955年から70年

にかけて14％から8.1％に低下した。雇用に関して

は、同時期日本において41.6％から18.7％に、フラ

ンスにおいて32.8％から165％に低下した（数値例

は日本に関しては[6]、フランスに関しては[23]に

よる）。両国の、あるいは他の先進国と比較しての

類似は明らかである。また、意味深いのは、両国の

おいて、上の現象が同時期に生じていることである。

（16）労働力供給に関しては、フランスは賃金を減少さ

せるために、移民労働者に一貫して頼った（元首相

G.Pompidou,1964)。さらに、合法的な移民労働者

で足りない場合には、不法入国者に頼った（元内務

大臣J.M.Jeanneney)｡

（17）商。サーヴィス産業部門の付加価値に占める割合
は、1954年から1970年にかけて30.9%から31.7%と

なり、フランスにおいては1955年から70年にかけて

39％から36.1％となった。雇用に関しては同時期、
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各部分が他の部分との関係のなかで存在している、

ということである。しかしながら、この議論に具体

的に深入りするには時間が足りない。この問題に対

する特殊なアプローチとして、［31]を挙げておきた

い。

(47）しかしながら、〈新しい産業構造への移行〉（[1])、

〈国際関係の再編成〉を要求する声がなかったわけ

ではない。その中には、企業の刷新（その産業的絆

を深めること)、経済計画の修正等が含まれていた。

それらは、特に、経済政策の統一性と整合性を再編

成し、それを通じて、国内産業構造を改変するため

であった（[10])。

(48)J.P.Allgretの博士論文[2]を参照のこと。

(49）［2]では次のように記されている。「1980年以降の

投資数値を加重すると、この遅れは日本と比べて40

ポイント（一年の投資当たり）になる。最近投資が

増えてきたとはいえ、産業の物的資本の平均回転年

数は1980年で7.7年、1989年で8.9年となっている｣。

それとは逆に、1989．90年の対外直接投資は一年間
で千億フランを越えた（これは1980-1988年の三倍
のリズムである)｡この増加は、産業の経済活動に

よるのではなく、銀行．保険会社の活動に依拠して

(53）これらく海外飛び地〉はときには敵意のある反応を強調しておこう。

を見せる。日本政府はこの反応に注意を払わなくて（62）大前[29]は、1985年移行のこの動向を明罵に示し
はならないことを知っている。またこの敵意は、海ている（例えば、表11，15，20，第10章を参照せよ)。

外直接投資を通じて行使される支配に関して、投資（63）〈世界的国内総生産〉に占める一国の割合を、世
受け入れ国の住民がどのような意識を抱いているの 界的支配経済の唯一の指標とするわけではないが、

かをよく示している。 今日、その30%以上を生産している国はない。そし

(54）ドイツを除いては◎このことについては、分析すて、日本とアメリカは、［5]で想定されていたほど
る価値がある。速くは解体しないと考えられる。

(55）この試みが、大失敗したことがないわけではない。（64）1938年には危機からの脱出条件力嘩っていた、と
例えば、イランの例をみよ。いうことはできる。しかし、その時には、イギリス
（56）この表現は、〈経済集合セット》［17]とくミニ経は35＄＝金1オンスという為替レートを拒否できた。
済〉［20]から着想を得ている。またこの表現の基本ブレトン．ウッズ合意が可能だったのは、イギリス

的仮説はGRREC日本研究グループに、特にC.FIGがアメリカの信用を本当に必要としアメリカに追随

UEREに依っている。しなくてはならなかったからである。

(57）［14]によると、あらゆる経済理論において、《し(65)[28],p.8.
ギユレーター〉の役割をはたすのは市場ではなく、（66）二番手の国（例えばフランス）だけが、他国への
競争である。 自由主義的《適応》ケームを行う。例えば、〈競争

（58）このことは[9]によって、明解に示されている。的デフレーション〉という形態をとって。
（59）［16]によると、日本の〈保護主義〉について語る（67）［11]参照のこと。
場合、その組織構造の性質自体力墹題にされている。（68）戦間期の危機の時代に、世界的支配経済の地位を
例えば、最近の日米間の交渉をみてみると、アメリアメリカにあきらめて譲ろうとはしなかったイギリ
カが日本に要求しているのは、結局、日本の経済構スのように([30]参照のこと)。
造を修正することである。 （69）戦間期の危機におけるルーズベルトの言説（1932

(60）ヨーロッパ共同体(ACPとの関係も含む）が最年7月)、フランスの「危機に関するグループX」
初に描造化された。アメリカ大陸の構造化も同様の ［訳註：これは、デフレーション政策に代替する政

運命をたどり、発展の度合いの差によって構造内の 策を考案するために、理工科学校出身のINGENIE

関係が不均等化した。太平洋アジアはまだ制度化さURによって形成されたグループである］の考察等◎
れていない。東アジア経済グループ(AEAG)を構(70)しかしながら、西ドイツは自由主義国として、フ
桑しようというマレーシアの最近の提案では、地域ランスよりも自由主義な国としてふるまっている。
的制度にアメリカを含めていない。これまでは、P西ドイツの指導者が自由主義を忘れたことはない。
ECC，APECといった地域的制度にはアメリカが伝なぜなら、西ドイツは私的なエンジニア・銀行家の

グループ．連合に、普通なら国家がもつ権力を与え統的に加担していたのだが。この構想が実行されれ
ば、この地域の自律性が高まるだろう。GATTのよているからである。公式には、西ドイツに産業政策
うな機関がこのような〈局地化〉の進展を心から喜はなく、政府は西ドイツ企業を東ドイツに誘致する

計画にまったくタッチしていない等々。しかし、先んでいるわけではない。GATTは事実、この〈局地
のグループ．連合はその後続グループと一緒にそれ化》が世界経済に起因する障害によって邪魔をされ
らの計画に取り組んでいる。しかもたいへん効率的るだろうとみている。少し前まで、世界経済は理想

(61)危機からの脱出は決して‘必然鏑》…いこ&｡j喜聯"…鯛ﾚーﾄ・変化鰯〃
の万能薬とみなされていたのだが。

較をすることは困難である。

(35)[12],pp.155-57.

(36)[18],pp.35-58.(引用はp.55から)。

(37)p.107.

(38)pp.117-18.

(39）相対的蓄積率＝（部門別のI/K)/(産業全体
のI/K)

(40)OECDの統計は、そのメンバー国の動向を全体的

に示している。1960-67年から1967-71年にかけて、

全体的な成長率は6.6％から5％に下落し、他方で輸

出の成長率は7％から10.5％に上昇した。CEPⅡはく

開放〉を、国民生産に対する平均貸方・借方の比率

で表している。1967年から80年にかけて、その比率

は日本では10％から15.8％に、フランスでは14.9％

から26.2％に上昇した｡OECD加盟国によって、実

現された海外直接投資は70年代の10年間に14.6%増

加した。この伸びは時価で計測したGNPの伸びよ

りも高く、貿易収支の伸びよりも少ない。

（41）ド・ゴール将軍はこの「計画」を1964年に「早急

の義務」として提案した。

（42）それは産業の再編成の加速化と同時に行なわれた。

また、その時に（1965年)、フランスはアルジェリ

アと過去結んでいた条約を意味ない理由で破棄した。

この条約のおかげで、フランスは石油の代金をフラ

ンで清算することができ、アメリカに対する経済的

独立を強化していたにもかかわらず。このように、

全ての出来事は関連している。

（43）大蔵省は、これが「我々 の使命でありまた利益に

もなる」といった。

（44）故に、これは「我々 の利益でありまた使命でもあ

る」ということになった。

（45）1972年から1980年にかけて、つまり、二度の原油

価格値上げを経験した時期においても、フランスの

対産油国の貿易赤字成長率は対ドイツ、対アメリカ、

さらに対スペインのそれを決して上回っていなかっ

た。国際収支の他の項目も同様に悪化していた（た

とえば目に見えないが債務など)。

（46）「とりわけ論理的に」次のことを付け加えておか

なくてはならない。整合的な全体を特徴づけるのは、

１
１

墨
《

いる。

(50）数値は経済公報センター、及び1989年に関しては
OECDのOBSERVATEUR(1991年6-7月追加号)Ig

よる。

(51）註43参照のこと。

(52）日本に関するOECD年報(1989年12月、経済研究
シリーズ）による。平均関税を比べると、日本の関
税は東京ラウンドの前後を通じてアメリカよりも低
い。ECCと比べると、東京ラウンドの前はほんの少
し高く、後は低い。非関税障壁に引っ掛かる輸入品
の％を比べてみると、アメリカよりも常に低く（こ
れは平均的に全ての生産物に該当するが特に工業産
品についてあてはまる)、平均的なOECD諸国より
も低い。ECCと比較すると、1966年には日本の方が
高かったが、1986年には日本の方力荘倒的に低くなっ
ている（例えば、日本435％に対してフランス81.6
％である)｡
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Ⅷ細■していたことを思い出す。彼は、1976年に《トンネ

ル（危機）の出口〉は見えたと断言した。15年たつ オン様式

たいまでも、経済学者にはそれが見えない。 ならない

(82）問題は純粋に思弁的なわけではない。50．60年代 去と全く

の社会的レギュラシオン手続が1932年からアメリカ

において生まれてきた、ということが理解できたの

は50．60年代においてである。来るべき社会的レギユ

ラシオン手続は事後的にしか判らない。なぜなら、

危機はの本質はまず《不確実性〉（ケインズ）であ

るからである。しかし、可能な未来像を考えてみる

ことは興味深いことである。

(83）為替レートを考慮に入れてドル換算した場合、日

本の労働者はOECD諸国中で最も高い賃金を得てい

る。しかし、アメリカで販売されている日本車にお

ける賃金費用部分をもとに算定してみると、日本の

労働者の購買力は事実上OECD諸国のなかで最低で

ある。

(84）レギュラシオン様式の危機（景気循環ではなく）

の時代は、常に旧技術秩序に新技術秩序が取って代

る時期であった（このことを理解するにあたってR

ICHTAが大きく貢献してくれた)。したがって、マ

ンデル派の長期循環理論を我々 はとらない。新技術

秩序は旧秩序よりも資本主義的である。つまり、資

本の要請を考慮しながら、新たな労働搾取様式を通

じて、労働者により多くの要求をするようになる。

(85)<R&D》の概念が生まれたのは、危機において

である。

(86）それは多様な形態をとる。エレクトロニクスは単
に労働力であるだけではなく、新たな労働形式（例

えば在宅勤務等）を可能にすることによって、労働

者をよりうまくコントロールするための方法ともな

るのである。

(87）テイラー主義は19世紀における危機からの脱出条

件であった。同様に、大量生産（流れ作業）は戦間

期の危機からの脱出条件であった。新技術は、なん

らかのメカニズムをもって、新たな社会的関係とと

もに出現してくることをよく理解しなくてはならな

い。

(88)<newcommerS》の命題が浮かび上がってくる。

１
１

１

においては、貿易収支によっ たレギュラシ

見は忘れては

後、事態は過

的な変動を越えた長期 義は、マルクスが唯一知り得

て決定される。すなわち、産業の強さによって決定

される。

(72）ダイムラー・ベンツ・メッサーシユミットの連合
がヨーロッパにおいて巨大な資本集中を作り出した

とき、この新興グループはドイツの企業としか連合

しなかった。しかし、いったん他国企業との産業協

力が合意されてみれば、それは三菱とであった。こ

れらの態度のどれをとってみても、ドイツが他のE

CC諸国と協力したいと思っていることなど、全く

ありえないことがわかる。

(73）例えば、その戦略のなかに、ヨーロッパにおける

製鉄生産の減少が挙げられる。

(74）この種の議論では日本の輸出増大の努力は考慮さ

れておらず、前川レポートの前にもこの議論が当て

はまるかのように使われている。日本の現実に注意

を払う人々 は、この輸入増大の努力が総合商社の役

割によること（総合商社なしには、販売網を展開す

ることは困難だったろう)、あるいは大商店の固有

な構造によること（[19]参照）を知っている。

(75）現在の危機においては、それは第一に家電製品、

ついで自動車にかかわってくる。このことは、戦間

期の危機における反日本製品のイラスト．キャンペー

ンを否応なく思い出させる。そのイラストには、フ

ランスにキロ単位で腕時計を売りにきた強引な日本

人が描かれている。

(76）ここでは、もうよく知られているこれらの努力に

は立ち入らない。現在、重要なのは、この努力を制

度化しようという配慮である。

(77）フランス人はこの点に関して十分に経験している。

(78）開発経済研究所（東京）は五年ごとに世界規模の

投入算出表を作成している。これによって、太平洋

アジアのいくつかの国におけるアメリカ．日本によ

る投資．生産がそれらの国に与える連鎖効果、日米

に与える連鎖効果が判る（[32]参照のこと)。

(79）［32]参照。

(80）これは、最近マレーシアが提案した方向性である。

(81）私は政治家の明蜥性を強く希望してはいない。私

は、例えばジャック・シラクのような指導者が予見

オン様式である。エンケルスの次の意

(1886年)。「1882年の危機の

変わってしまった｣。

(清水和巳訳）

■

■
星
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セーヌ川と隅田川にみる日仏の河川観

財団法人余暇開発センター渡会由美

アーブルで海に注ぐ780Kmの長い川であるが、ここで

は隅田川との比較のために、このうちパリ市内を流れて

いる30Km弱の区間のみを考察の対象とする。両測I1は、

共に河道幅が100メートル程度、流域の勾配は緩やかで
あり、水質的にもBOD3～6mg/1の範囲内にある
など類似の点が多い。とはいえ、隅田川は河口の三角州
を流れる感潮河川であるのに対し、セーヌ川は台地上を
下刻しながら流下し、また台風や高潮の懸念がないこと
から、両者の治水対策の違いが生じている。

1．川は文化の質を映す

都市における河川の汚染とアメニテイの著しい低下は、

先進国に共通してみられる問題である。英国では、汚濁

しきったテムズ川の浄化におよそ50年の歳月を費やして
いるが、いまもなおその試みの途上にある。ドイツでは
1970年代初めからライン川やマイン川などが荒廃し、生
き物の棲まない死の川となった。これに対する環境改善
のさまざまなアプローチによって、今日では棲息する魚

の種類の増加など見るべき成果があがっている。だが一
方、旧東ドイツ地域の湖沼や河川の浄化は、まさにこれ 2．日仏の治水と利水

■
からの課題として残されている。

両河川の比較の前に、日本とフランスの治水について日本においても河川の汚染、極端な人工化、住民との
隔絶の時代が長く続いている○とはいえこの数年、河川触れておきたい。もともと、西欧近代技術移入以前の日
は貴重な自然として、また生活空間として人々の関心を本の治水施策は、西欧のそれとはまったく異なる思想の
強く引きつける存在となりつつある｡もとに営まれていたからである。日本古来の治水の基本
川は、生態系の上できわめて重要な意味を持つ。我々は、上流の森林を保護すると共に河岸の植生を重視し、
人間にとって、川は洪水をもたらす自然の脅威である一流出する土砂を最小限に抑えるという、いわゆる低水法
方、豊かな恵みをもたらす存在であった。生活用水●産である。これに対し、明治政府がオランダから学んだ方
業用水として利用されるだけでなく、交通路としても不法は、洪水など自然の力に、技術力を背景とする堅固な
可欠であり、また人々の憩いやレジャーの場でもあった。堤防で対抗するという考え方に立つ。
里のように、河川のありようとその位置づけは一定では高水法的な工法はすでに江戸末期から一部で行われて
出

をく、その国、その地域の人々の社会活動や生活意識といたが、国策として全面的に方向転換されたのが､1896
年の河川法改正である。今日見られるような、川の両岸ともに変容することがらである。

jllはその流域住民の暮らしやモラルを映し出す鏡であを堤防で囲む方式はこのときに始まっている。こうした
り、その社会の文化の質を表すバロメーターということ河岸形態では、物資の荷揚げや運搬が困難となり、それ
ができるだろう。本稿では、日仏の首都を流れるふたつまで盛んだった内陸水運は衰退の道をたどっていった。のlll、セーヌ川と隅田川において、その比較を行い、両これが隅田川にとっても大きな転換点となった。明治国の河川観、河川施策について考えてみることとしたい。政府は水運を封建遺制と位置つけ､川と湊(河岸）を中里Lで扱う隅田川とは、荒川と隅田川を結ぶ岩淵水門心に行われていた首都の流通を、陸上へと移していった。（東京都北区）から東京湾に注ぐ河口までの23.5Kmの区かつての重要な流通拠点であった隅田川の河岸は、政府
一＝

間を指し、それより上流は締可岸川と呼ばれている。セーにより接収ざれ官有地や軍需施設用地として使用きれたX)llはブルゴーニュ地方ラングル高原に端を発し、ル．り、民間企業等に払い下げられていった。湊を失うこと
－83－

一＝_一一一一一一＝一一一一一
ｰ局■■~ー一－－－－－一＝＝面一■一一一－三一＝－－一け一一一一一一=－－－－Pｰ･一旬●毎口＝一



ql
－

可

は、水路としての隅田川の事実上の死であった。3．両河川の余暇利用

一方フランスでは、セーヌ川を始めとする河川力吟日

にいたるまで流通路として活用されている。セーヌ川はもともと、隅田川には東京都観光汽船（株）が観光遊

パリ地区だけで'8の湊をもち、全域で接岸可能である。覧船を運行していたが、

これらと沿岸の倉庫施設を併せたパリ自治港(P･A･1985年には江東区の水上バスが運行を開始し、1991年か

P=1ePortAutonomedeParis)はフランスで3らは都が（財）東京都水辺公社を設立し、民間と平行し

番目の貨物量（年間2,250万トン）を扱い、河川港として輸送を行うこととなった。現在、都内には5社の水上

てはフランス最大のものである。これを管理するP･A･バスが運行しており、年間延べ500万人近い利用がある。

Pは運輸省および大蔵省のもとにある公共機関で、港湾また現在、東京都内には'30隻の屋形船が航行してい

施設の建設、水路の維持や河川の利用管理等を行っている。（東京都港湾局調べ）屋形船や遊覧船では、水上

る。 遊覧・飲食・カラオケなどのサービスが提供され、団体・

国土が平坦で川の流れも緩やかなフランスに比べ、日グループでの利用力轆んである。

本は川の勾配がきつく常に激甚な洪水の危険にさらされ隅田川に限定した船舶数とその内訳は調査されていな

ているため河川利用という点で、不利な条件にある。が、いが、荒川河口における1990年の調査では、300隻以上

水運はより少ないエネルギーで多くの物資を運ぶことが力揃行したうちの7割がモーターボートなどスポーツ船

できるなど、その低公害性は改めて今日注目されるとこで2割が釣り船であった。

ろであり、内陸水運を衰退させてしまったわが国の河川隅田川においても、下流部でのモーターボート、ヨツ

施策は見直しが必要と考えられる。トなどが徐々 に増加しているといわれる。春の伝統行事
利水という点でつけ加えると、セーヌ川の水は、古くである早慶レガッタも1978年から復活し、上流につなが

は皮革業・染色業に利用されたのち、19世紀に産業革命る荒川の笹目橋付近で大学ボート部などの練習が行われ
がおこると、動力源として水車力殼置されたほか、上水．ている。このほかカヌーやボートは自然と触れ合えるレ
エ水として利用されてきた。現在もパリ都市圏におけるジャーとして静かな関心を呼び、自治体や市民団体主催
給水人口約800万人の飲料水の4分の3はセーヌ川の表のカヌー教室なども開かれるなど舟を利用した川遊びは
流水を利用している。 裾野を広げる気配を見せている。

一方の隅田川は塩分を含む汽水であり、上水として利

用されたことはない。沿岸地帯の開発にともない、主に一方、セーヌ川の観光用の船には、いくつかの停留所
工業用水として地下水を過度に汲み上げたことにより、をもつ水上バスと、観光ないし食事を主体とし、途中の
明治末期には地盤沈下が発生したが、各種規制が行われ停船のない遊覧船とがある。前者は、1989年から就航し
た結果、現在はほぼ安定している。

た公共の船で、区間内で10ケ所停船する。水上バスは過

現在隅田川にはかつての活況はないカミ石油タンカー、去にも1886年から1919年までと1921年から34年まで運行
し尿・不燃ゴミを扱う廃棄物運搬船、そしてレジャー用しており、当時は観光客よりむしろ市民の足として機能
の各種の船舶が航行している。’日平均100隻程度（上していた。
下行合計）のタンカーが隅田川を利用しており、東京港後者はバトームーシュ(Bateaux-Mouches)とよばれ
に入る内航タンカー隻数の約7割が隅田川を利用しているもので、現在、民間の4社が営業している。遊覧のみ
る。

のものからコース料理のついた高額なクルーズまである。

また分別ゴミの船積中継施設が2ケ所、し尿の船積中また市内のセーヌ川以外の運河にも遊覧船が就航してぃ
継施設が3ケ所あり、ここを経て、ゴミは東京湾内の埋る。

立処分場まで、し尿はやはり湾内に係留された海洋投棄1989年の資料によればパリでレジャーとして船遊びを
船まで水上輸送が行われている。

行っている人口は約2万人で、毎年5～6％ずつ増加し
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いて、川の自然性が文化性や聖性をも醸し出すとき、川

は我々にとって重層的な意味を持つことができる。

だが、基本的にそれは「治水」との調和を要すること

も現実であり、自然を生かすF本物の川」の実現には二

律背反的な問題が内在する。放置された自然は猛威をふ

るうものであり、これに対処することが第一義的に考え

られてきたのがこれまでの経緯であった。いま求められ

るのは「治水」と「自然」を両立させる新しい枠組みの

設定であって、これを支える観念の創出が欠かせないも

のと考えられる。

そのためには、生態学、環境学をも取り込んだビビッ

ドな河川工学の確立が期待されるのであり、また行政の

大局的見地に立っての識見が望まれるところである。こ

のような視点による生活行動を可能にする空間づくり、

自然の力を生かした河川形態の創出、そして生き物の姿

に満ちた川の回復が強く望まれる。河川に本来の自然と

しての活力を回復すること、それは私たちが人間らしい

安らぎや潤いに満ちた生活空間を獲得することでもある。

それは現在の我々に共通のテーマであるだけでなく、次

代の人々からの欲求でもあるはずである。

住める清流」を目標とする市民団体の活動があるが、同

じように全国各地の河川で「アユを川に呼び戻す」「ホ

タルの生きられる川」といった目標とともに市民の活動

や行政の施策が活発化しつつある。魚や虫など動物力寝

息するためには、単に水質がきれいなだけでなく河床や

護岸の形態、植物やプランクトンの生息状況、魚道の確

保、川岸の植生など多岐に渡る条件が関係してくるが、

それだけに、動植物の生存の有無は河川環境のバロメー

ターとしても捉えることができる。すなわち、動植物の

成育を端的な目安として、河川環境を多層的、総合的な

視点で捉え、改善していく方法が指向されているのであ

る。いかに景観的に整えられた川であっても、そこに生

物の姿が見られないとしたら、それはもはや無機的な、

本来の川とは言い難いものであろう。

都市においては川は単に眺められる存在として、景観

的に捉えられる傾向が強かった。しかし、川と人とのつ

きあいの原点は、実は水際や水の中に身をおいて、水に

手足を浸し、泳ぎ、魚をとるといった直接的な触れ合い

にあるといっても過言ではない。即ち視覚に限らない触

覚、嗅覚、聴覚、味覚などを含めた全的な川とのつなが

りである。近年日本各地でつくられる親水公園のせせら

ぎは、ひとつにはこうした願望から生まれたものと思わ

れる。とはいえ、それは疑似自然の限界を免れず、自然

の内包する計り知れない奥深さを備えることはできない
のである。

疑似自然ではない本物の川で、動的で生き生きとした

触れ合いを実現することこそ目指すべき方向であろう。
これこそが貴重な体験空間・共生空間としての川を活か

すことであり、また自然の希薄な都市において一層強く
求められていることでもある。都市という生活空間にお

｜
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｜

’
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<1992年度大会報告〉

■

」
_壷 ＜主な参考文献＞

「都市河川環境に関する比較検討調査委託」報告書、

東京都土木技術研究所、（社）日本能率協会、1989年

「外国の河川計画に関する調査報告書」（財）国土開

発技術研究センター、1992年

「隅田川水系潮刷策連絡協議会事業報告書｣、1987年

～1992年
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GERPISAインターナショナル･ネットワークによる

国際共同研究「新しい産業モデルの出渕

岡山大学清水耕一

I国際共同研究プログラム た。研究者の多くはレギュラシオン派に共感を抱く研究

者であるが、すべての研究者力泌ずしもレギユラシオン

本報告は、現代産業モデル研究会がトヨタ財団の研究派であるというわけではない。研究者は各メーカーの軌
助成（1992年度）を得て参加しているGERPISAインター跡を研究するグループ､企業間比較グループ､ハイブリツ
ナショナル．ネットワークの国際共同研究「新しい産業ド化研究グループおよび自動車産業の歴史研究グループ
モデルの出現」の中間報告である。 に別れている。日本からは、トヨタ研究を担当している

本研究の目的は、ポスト．フォーデイズムの現代におわれわれの現代産業モデル研究会以外にも、藤本隆宏氏
いて、世界の自動車メーカーが追求している新しい産業（ボワイエのハイブリッド化研究グループ）と三品和広
モデル、もしくは共通に追求されている諸原理を、実態氏(Y.ルンのプレシクシビリテイ比較研究グループ）
研究をもとに明らかにしようとするものである。周知の
ように、ウオマツクその他「リーン生産方式が世界の自
助車産業をこう変える」の出版以来、リーン生産が来る
べき未来の標準的生産モデルであるという見解が普及し
ているのであるが、われわれの共同研究はこのような見
解に対して一定の距離を保ちつつ、生産システムのもつ
祉会関係、とくに賃労働関係を重視することによって、
各メーカーが現実に追求している諸原理を明らかにし、
これらを理論的にモデル化しようとするものである。実
際、われわれの共同研究は、不完全ながら第1段階の研
玲成果を見るかぎり、「リーン生産」は2,世紀の標準的
モァルをどではなく、乗り越えられるべきモデルである。
9ERP,sAインターナショナル．ネットワークは1980
粂代劫頭から自動車産業の研究を行なってきたフランス
の研究グループGERPISA(自動車産業と労働者に関す
る永続的研究グループ）の指導者P.フリーデンセンと
M.フレネス、およびフランス．レギュラシオン派の指
蝋脊R､ボワイエがコーディネーターとなり、世界の自
、竜産業研究者に呼びかけて1992年4月に結成された国
聡的研究グループである。この国際研究グループには、
>又リカ、アルゼンチン、イギリス、オランダ、カナダ、
:9ﾝビア.ｽｳｪーデﾝ､ｽｲﾝ「ｲﾂ〃〃
、メキシコ、日本、ブラジルの研究者が参加し、1993
余6月17～19日にパリで第1回国際シンポジウムを開し、
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、製品開発：マトリックス組織におけるリーダーシッ産システムの骨組みを示しているY二X酔え､、雪蟻
プ、チームワークおよび同時開発による開発周期の短さシステムの社会的側面力琴慮されていないことから－シ
と市場に直結した製品開発(多品棚上と頻繁なモデルチェステムのダイナミズムならびに罵震鴬之舗『しえFCJ愈な
ンジ)。い○その結果が、「リーン生産」＝「21世紀の世界の震
、フレクシブルな生産システム：プレスエ程における準的な生産システム」という過大評価である。われわれ
迅速な型交換による多品種小量生産の実現と品質保証、は生産システムの技術システムと社会システムの二つの
組立工程におけるライン・ストップ●システムによる品側面から理解しようとしているが、『リーン生産lの篭
質保証と工程改善（直行率の上昇と手直し作業の減少)、者たちは、テーラー主義の母国にふさわしく、社会シス
職務区分の少ない多能工によるチームワーク、互恵的なテムを組織議術の問題としてとらえている。
協調的労使関係と終身雇用．年功賃金による人的資源の
活用（労働者は仕事の中身に文句を言わない)。2．2リーン生産方式の適用における多様性
・労使関係：多能工養成、労使間の相互信頼、内部昇一社会関係の問題
進とキャリア形成の可肖雛、年功賃金と業績に応じたボーしばしば「日本的経営」あるいは「日本モデル」とい

う表現に見られるように、諸外国のみならず日本国内にナス、チームワーク。

、対サプライヤー関係：選別された部品メーカーの系おいても、すべてのメーカーが同じような生産システム
列化、資本参加．人材派遣および資金・技術協力をともをもち、同じような経営を行なっているという錯覚が存
竣う蔀患割皇全勇篁蓋熟隻手部莫卿二に。在する｡しかし､日蔭とトヨf噌筐季宮轤際
ける品質向上と原価低減努力、およびデザイン●インをいるとしても生産システムの基本的コンセプトカ渓なる
伴うパートナーシップ。ばかりでなく、企業文化が異なる。あるいは一口に、日
、対ディーラー関係：系列化されたディーラーとの長本の労働組合を企業内組合と規定するのが一般的である
期的取引、顧客情報をもつディーラーは生産システムのが、同じ企業内組合形態を取るにしても、労使関係は企
～部（起点）であると共に開発過程に組み入れられてぃ業ごとに異なる。この観点からすれば、リーン生産モデ
る。ディーラーにおいては少ない在庫、セールスマンにルの適用は、各国の産業文化および各企業に固有な企業
よる能動的販売、そして充実したワンストップ・サービ文化の在り方によって企業ごとに多様なハイブリッド．
スとアフター・サービスおよび顧客情報の収拾に基づくモデルが生みだされるのは自明のことである。

西欧企業のなかで生産システムのリーン化にもつとも顧客のブランド忠誠心の醸成。 成功していると言われるフォードの場合、「リーン生産
以上の諸要素は多かれ少なかれ、日本の自動車メーカー方式」の諸要素を取り入れ、原価低減に成功したとはい
に共通する要素であるが、トヨタの高岡工場がリーン生え、原価低減は伝統的な方法である人員整理による労働
産方式の「典型」として紹介されているように、リーンコストの低下に多くを負っており、フオーデイズム的な雇用調整を捨てたわけではない。さらにトーラスの成功生産の基本モデルはトヨタ生産システムである。
トヨタ生産システムについてはすでに80年代の始めかによってフォードは「リーン生産」企業として立直ったらいくつかの西欧メーカーによって研究され、部分的なかのごとく考えられているが、営業利益は依然として赤

熟
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パクトはもたなかった。この時期の西欧企業の主流は、

フォーデイズム的組織原則を維持したうえで、フイアツ

トのように抵抗する労働者に依存しない自動化工場の実

現を目的にしていたように思われる。自動化は労働生産

性を上昇するが、しかし必ずしも資本の生産性を上昇さ

せるものでもないばかりか、自動化自体は直接に新しい

競争ノルムに応えるものではなかった。

他方、日本メーカーは国際競争力を求めて品質改善を

進める一方で、国内の激しいシェア競争のゆえに、70年

代から意識的に製品の多様化戦略をおしすすめ、また

｢多品種小量生産」を実現できるフレシクブルな生産シ

ステムを追求し、さらに石油ショック以降はいち早く減

量経営体制を実現した。こうして日本車は国際市場にお

いて一般に高い価格品質競争力を発揮することになった。

80年代以降、高級車市場を除く大衆車市場の国際ノルム

は日本メーカーが設定することになった。こうして日本

の生産システムは80年代に国際的に注目されることにな

るのであるが、そのような生産システムは70年代に体系

的に整えられ、フレクシブル化および減量化されたので

ある。80年代以降、頻繁にモデル・チェンジを行ない、

高品質で多様な車種・車型を生産している日本の生産シ

ステムが注目を集め、「リーン生産」＝「21世紀の標準

的生産システム」＝「新しい産業モデル」という命題が

揺らぎ始めたのである。

究はさらに続けられ、1994年4月のベニスでの企業研究

グループの国際セミナーをへて最終報告書が作成され、

同年6月の第2回国際シンポジウムで発表される予定で

ある。

以下の報告は、19936月17～19日にパリで開かれた

GERPISAインターナショナル・ネットワークの第1回

国際シンポジウムにおいて報告された中間的研究成果の

エッセンスを示したものである。

Ⅱ現在までの成果

戦後の大量生産と大量消費を結合した高度安定成長体

制の原動力となったフオーデイズムは、1960年代より危

機に陥り、1970年代、特に第1次石油ショック以後、高

度成長の終焉とともに、ポスト・フォーデイズムが語ら

れるようになった。

フォーディズムの危機は、まず第1に、労働の危機と

して現われた。この労働の危機の酔うそうは国によって

異なるが、欧米ではフォード主義的ライン労働の単調さ

とライン労働者の地位の低さに対すする労働者の抵抗と

いう一般的性格をもっていた。第2に、60年代末から70

年代にかけて国際競争が激化することによって、欧米の

主要メーカーが自国市場で保っていた寡占体制が蚕食さ

れ、国際的競争ノルムが各国メーカーに課されるように

なった。第3に、自動車市場の成長の鈍化および価格品

質競争とともに、市場開拓のための製品の差別化．多様

化が競争上のノルムになり、フォーディズム的標準商品

の大量生産に特化していたメーカーは市場シェアを奪わ

れることになった。

こうして西欧の主要メーカーは、1970年代よりフォー

デイズムの危機を乗り越えるために様々 な試みを行なっ

た。70年代から80年代にかけて経営危機に陥った主要メー

カーは生産性上昇のために過剰労働力の整理と資本労働

代替の促進によって危機を乗り切ろうとしたり、新しい

労働組織を実験することで労働の危機を克服しようとし

た。この時期に、労働市場の逼迫していたスウェーデン

では、ボルボがカルマルエ場において労働の人間化の最

初の実験を行なっている。カルマルエ場の半自律的作業

斑の導入は、ルノーに一定の反響を見るが、大きなイン
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2.1現代の産業モデルとしてのリーン生産方式

MITの「リーン生産方式、世界の自動車産業をこう

変える」は日本的生産システムをリーン生産方式として

定式化し、「リーンな生産はいずれ、あらゆる領域で大

量生産と手作り生産に取って代り、21世紀には世界で標

準的な生産システムとなっていることだろう」と主張し

ている。「リーン」とは「賛肉をそぎ落とした」という

意味であり、「無駄のない」ということ（原価低減）を

意味している。このリーン生産モデルは以下のような諸

要素によって構成されている。

・経営管理：企業集団と株式の相互持ち合い、低配当、

転換社債による安価な資金調達および企業集団内金融、

下部への意志決定の委譲。

Ｉ－92－
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Ford GM Fiat Renault PSA

リストラを促進する経営危機

日本的生産システムへの関心

学習先

リーン生産との取組

I製品開発

開発組織の改組

開発期間の短縮

Ⅱ作業組織とその管理

職務区分の縮小

賃金体系

JR, 多能工化

教育・訓練

昇進

チーム労働

、 OJT

Ⅲ生産管理

生産組織の再掲(JIT)

品質管理（現場）

メインテナンス、改善

目による管理

Ⅳ部品調達
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家に共通の事柄の統治」つまり財政、地代、租税、貨幣

の管理にあて、その第一章を人口にかんする考察にあて

ます。人口を知ることによってはじめて、軍隊の編成、

植民地への入植、公共の工事への徴用、必要な食糧供給

量といった統治に不可欠な事柄が可能になる、とポダン

は書いています。国家の統治における人口調査の必要と

効用についてのボダンの主張はほとんどそのまま、〈エ

コノミー．ポリテイク〉という言葉の発案者であるモン

クレチアンの「政治経済学要論」（1615年）に受け継が

れます。

人口調査の実施は集権的な国家と行政組織の成長とと

もに進みます。1630年に財務総監のエフイアが各教区の

戸数と人口の調査を命じ、つづいてリシユリユーが1636

年に住民数、マニュファクチユアの数、食糧供給の状態

などの報告を求めます。それからほぼ30年後に、コルベー

ルは塩税の合理的な徴収のために人口調査を行い、それ

とともに一種の統計熱が始まります。中央政府あるいは

地方のイニシアチブのもとで多数の人口調査が企てられ

たのです。こうして人口の認識は、君主が国を統治する

うえで不可欠の知識だということ力鴻政者の共通の認識

になります。フエヌロンはブルゴーニュ公にこう訓示し

ます。「陛下はわが国民を構成する人々の数を御存知で

すか。どれだけの男、女、農民、職人、僧侶、軍人と貴
族がいるか御存知ですか。羊の数を知らない羊飼いにた
いして人は何というでしょうか。王が人民の数を知るこ
とはまったく容易なことです。ただ欲しさえすればよい
のです｡」

じつさいには人口の調査は容易なことではありません
でした。人口調査は新税の徴収や徴兵と結び付いていた
ので住民の反発を買いましたし、調査のための人員もまっ
たく不足していました。さらに調査の技法についていう
と、調査の基礎的なカテゴリーであるfeuJtahabitant
といった用語の意味が不確定であるために、調査結果が
不正確にならざるをえなかったということが加わります。
これらの用語の不統一を正し調査項目を整備して、全
国一律の人口調査を実施するための技法の確立に情熱を
燃やしたのはヴオーバンです。租税改革の主張者として
知られるヴオーバンは、王の偉大さは臣民の数によって
計られるという格率を信じ、人口にかんする正確な情報

こそ正しぃ判断と決定の欠くことのできない条件だと考

えて人口調査の技法の確立に腐心した人物でもありまし

た。彼は1686年に「人口調査を行うための全般的で容易

な方法」という小冊子を出しますが、この小論でヴオー

バンは人口を正確に認識するには統一された形式の調査

表を用いて全国で同時に行なわなければならないことを

力説します。彼が見本として付けている調査表は、家長

の姓名と職業、既婚の男と寡夫、既婚の女と寡婦、’4歳

以上の未婚の男、12歳以上の未婚の女、14歳以下の男児’

12歳以下の女児の項目をたて、それぞれの項目別に人数

を記入するようになっています。以前に行なわれた人口

調査では子供は調査対象から外れていましたが、これは

重大な欠陥だとヴォーバンは考えました。人口調査はす

べての個人を包括しなければならないというのが、ヴオー

バンの主張でした。

ヴォーバンは各調査員がこの調査表をもって街路ごと

に人口調査を行ない、その結果を教区、町、都市、州と

積み重ねて王国全体の人口を把握することを力を込めて

提唱しました。人口の正確な認識なしには、為政者たち

は「憶測や不完全でたいていは間違った報告にもとづい

て行動せざるをえず｣、そのために「いかによい意図を

もっていても無数の不正義を犯さざるをえない」からで

す。『王国の十分の一税」では、中国にならって教区を

50戸ごとのグループにわけ、それぞれのグループに人口

調査の代官をおき、年に4回これらの家を訪問して人口

の異動を確認することが必要だと述べています。

ヴオーバンが作成した人口統計表、これは彼が提唱し

た方法にしたがって作成されたものではなく、それまで

に行なわれていた各地方の調査結果を集計したものです

が、そこで得られた1909万という数字はその後の人口計
算の基礎となり、現在においてもほぼ信頼しうる数字だ
とされています。ヴォーバンは住民を一人づっ数えると
いう国勢調査の技法の確立を目指しましたが、当時の国
家と行政組織からすると、こうした悉皆的調査は不可能
だというのが実情でした。

二18世紀中ごろの人口論争

人口減少への危機意識の先鞭をつけたのはモンテスキュー
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です。「ペルシャ人の手紙」の第一一二の手紙で、主人

公のユスベクの友人であるレディの口を借りて、「この

種の事柄において可能なかぎり正確な計算を行なったの

ちに、この地上には昔の時代に存在した人間のかろうじ

て十分の一の人間しか存在しないことを、私は発見した。

驚くべきことだが、この人口も日々 減少しており、この

減少がつづけば千年のうちに地上は無人になるだろう」

と語らせています。それにつづいて人口と習俗、とりわ

け宗教との関係、人口と国力の関係が論じられます。そ

して一連の人口論議をしめくくる第一二二の手紙では、

人口と政治の関係が主題とされます。穏和な統治は富裕

と自由と市民間の平等をもたらすことによって人口の増

加に貢献するのにたいして、専制国家では不平等と恐怖

が支配しているために、住民は結婚を避け、子供を生む

ことを避け、人口の減少が不可避になる、フランスはそ

の実例だ、とユスベクに語らせています。

さらに「法の精神」では第23編全体を住民の数と法の

関係の考察にあて、その結論にあたる第28章で「国家の
人口が戦争、ベスト、飢瞳といった特殊な事件によって

減少するばあいには、救済の方法があるが、人口減少が
内面的欠陥により、悪政により、じっくりやってきたぱ
あいには、ほとんど不治の病だ」と述べます。そしてフ
ランスはこの不治の病に冒されている、というのがモン
テスキューの診断でした。
モンテスキューが表明した危機意識は、18世紀中ごろ

の啓蒙の知識人たちの共有するところになります。もち
ろんすべての知識人が人口減少を主張したわけではあり
ません。流行の人口減少論にはなんの根拠もないと批判
したヴオルテールのような人物もいましたが、その声は
政治改革の主張と一体になった人口減少論の前では力の
弱いものでした｡
人口にたぃする危機意識は観察された事実の裏付けを
欠いていましたが、二つの面でこの時代の社会科学的思
考の発展に寄与しました。一つは経済学の形成と展開で
す。重商主義の時代のくポピュラシオニスト〉とよばれ
る人々は、人口が国力の源泉だとしそれだけでなく、彼
らは、結婚や多産の奨励といった直接的な方策で人口の
増加をもたらすことができると考えました。コルベール
がとった人口政策はこうした考えを端的に表現していま

す。それにたいしてケネーを中心とするフイジオクラー

トたちは、人口が富の起点なのではなく、反対に富が人

口の運動の起点なのだと主張します。そして彼らにとっ

ては、農業のみが富＝純生産をもたらすのですから、農

業の発展、したがってそれをもたらす農業への資本投下

が人口の増加の運動の起点だとされます。農業の衰退は

農村に人手力坏足しているからだと人々は単純にも信じ

ているが、問題は農村に富が不足しており、農業で富裕
になる道が閉ざされていることにある、とケネーは言い

ます。人口の増減は富の生産と再生産に依存していると
いうのです。人口の運動を富の再生産の運動に組み込む
ことに成功するとき、経済学は科学として成立すること

になるでしょう。

もう一つ、ケネーはフランスの人口の絶対的減少を説
いていますが、彼の現実的関心は農村人口の減少にあっ
たということをつけ加えておくべきでしょう。じっさい、
この時期には農村人口の停滞ないし減少しつつあるとい
う報告が頻々と寄せられます。農村人口の減少とはとり
もなおさず都市への人口移動にほかなりませんが、ケネー
らの人口減少論はまさにこの農村人口の都市への流出に
たいする憂慮を表わすものでした。ケネーは「パリは国
のあらゆる富が吸い込まれる深淵だ」と書きますが、富
と人口の関係を問う視点から、都市と農村の関係があら
ためて問い直されることになります。
人口減少論が社会科学の発展に寄与したもう一つの面
は、人口減少力填実なのか否かを実証的に明らかにしよ
うとする多数の研究を生み出したことです。この時代の
人口学者の一人であるメサンスは、当時オーヴエルニユ
の地方長官だったド・ラ・ミシヨデイエールが「人間の
友」の主張の真偽を判断するために、出生、結婚、死亡
を調べさせ、彼のもとでその調査に従事したことが自分
の人口研究のきっかけだったと書いています。開明的な
官僚にとって、人口を正確に把握することは仕事の第一
歩だったにちがいありません。つぎに彼らの仕事を取り
上げましょう。

三政治算術と人口学者

人口の計算において一歩先んじていたのは政治算術の
－99－
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母国であるイギリスです。グラントは『死亡表にかんす

る自然的．政治的諸観察』（1662年）で、ロンドンの年

間出生数をおよそ12000だとし、この数字をもとに当時

のロンドンの人口を38万4000人と推算しました。その推

計の方法はこうです。妊娠可能な年齢（16-40歳）の女

性は平均して2年に1人の子供を生むから、妊娠可能年

齢の女性は出生数の2倍、つまり2万4000人だと考えら

れる。つぎに全女性の数は妊娠可能年齢の女性の2倍と

考えられるから、4万8000の家族があることになる。各

家族は8人の構成員（夫婦、3人の子供、3人の雇人ま

たは寄留者）からなると想定されるから、ロンドンの人

口は4万8000の8倍、つまり38万4000だというわけです。

グラントはこのような計算によって、イングランドとウ

ェールズの人口を644万人と推定しています。

モオーやメサンスといった人たちが継承し精級なもの

に仕上げたのはこの推計方法です。彼らは人口を知るこ

とが政治社会のエコノミーを認識するための不可決の前

提だと確信していましたが、悉皆調査が不可能である以

上、それに代わる人口推計の方法を練り上げることが必

要だったのです。彼らが採った方法はこうです。ある教

区の年間出生数を住民数で割ると、たとえば出生数1に

たいして住民25という係数が得られる。この計算をかな

りの期間にわたって行なうと、通常年の出生係数が得ら

れるでしょう。それを全国の出生数に掛けるというやり

方で全国の人口が分かるというわけです。「出生は人口
の産物であり、出生と人口は必然的な関係にある」とモ
オーは書き、1778年のフランスの人口を2368万7409人と
推計しています。

これらの人口学者が自らの方法の正しさの根拠として
いたのは大数法則です。「ある者は一瞬しか生きず、別
の者は100年も生きながらえるというように個人の運命
はさまざまであるとしても、このような個々の偶然から
人類全体の共通の運命がもたらされる」とモオーは書き、
さらに政治にとって重要なのは概数だと記します。もう
一つ指摘しておくべきことは、数の計算によって全体を
認識することができるし、またしなければならないとい

う彼らの信念です。これは人口学者だけの信念ではなく、
この時代の精神だといってよいでしょう。ムロンは「す
べては計算に還元できる。計算は純粋に道徳的な事柄に

も広げることができる」と書きましたし、ケーテは「数

字は世界を支配するだけでなく、世界がいかに支配され

ているかを示す」と「イタリア紀行」で書きます。

ところで人口統計のためには、全国規模で継続的にデー

タを収集し蓄積する機関が必要です。「永久平和論」の

著者であるサンーピエールは1733年に人口調査のための

機関の設立を提唱し、50年後にネッケルカ汪国の住民の

経済的・道徳的統計のための組織の設立を提案します。

これらの提案はテルミドール以後に日の目を見ます。総

裁政府の内務大臣になったフランソワ．ド．ヌーシヤトー

は統計を統治のもっとも重要な手段としますし、ナポレ

オンの執政政府のもとで統計局が設けられ、1801年に最

初の国勢調査が実施されます。要するに人口学は行政上

の制度と実践に依存すると同時にそれらを要求する、い

いかえれば知識と社会秩序のダイナミックな関係のもと

にあるといってよいでしょう。

おわりに

最後に、人口が対象として登場したことの意味に簡単

にふれておきたいと思います。

大まかにいって、ある社会の知識は三つの水準の知識
によって構成されると考えることができます。まずその

時代に「科学」ないし「理論」として認められた、一定
の体系性を具えた知識が最上層をなしています。他方で

その時代の普通の人々の考えや習慣、当時の言葉でいえ
ば習俗が第3の層を形成します。そしてこの二つの間に、

行政上の実践や制度と結び付いた知識の層があります。

この層の知識は第一の層の知識をもとにして習慣や習俗
に働きかけると同時に、その実践をつうじて第一の層の
知識の変革や新たな知識の誕生をもたらすと考えること

ができます。社会の変革期においては、とりわけこの層
の知識の意味は大きいといわねばなりません。この時代
の人口学はまさにこうした知識だった、と私は考えてい

ます。これまで啓蒙期の思想の研究はもっぱら先の第一
の層の知識に集中していましたが、この第二の層の知識
にもつと注目することが必要ではないでしょうか。
もう一つの点は、人口力渕象として登場することによっ
て政治の公準が変化するということです。市民を作り出
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すだけでは不十分でその生存にも気を配らなければなら

ない、とルソーは書きました。臣民を市民に変革するこ

とが近代国家形成の不可欠の精神的要請だとすれば、 人

口の保全は同様に欠く ことのできない物質的要請だとい

えるでしょう。ラ・ロシュフコー・リアンクールは革命

政府のもとで設立された救貧委員会の報告で、 フランス

｢すべての革命が人民の幸福を目指すものである以上、

人間は生計にたいする権利をもつ」

る制度の基礎でなければならない、

という原則があらゆ

と述べます。こうし

て生存権が承認され、 貧民の救済は社会の神聖な負債だ

と宣言されます。こうした宣言は実質的な効果を生み出

すには程遠かったのですが、人口の保全が政治の目標と

されたことの意味は大きいといわなければなりません。

人口力渕象として登場したことについて、もう一つ指

摘しておくべき点は国家にとっての家族の位置力竣わる

という点です。ポダンは家族を国家のモデルと考えまし

たが、人口の管理が問題とされることによって、家族は

人口の管理の戦略的な場と位置づけられるようになりま

す。家族は従順で健康な人口を生みだし維持する場だと

されるのです。

以上の検討が正しいとすれば、人間の生と死の統計的

考察は、啓蒙期の思想と国民国家形成にとって、もっと

も重要であると同時に軽視されてきた側面だといえない

でしょうか。

与えられた時間を超過しました。ご静聴ありがとうご

ざいました。
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■ 総会

1992年12月5日(土）京都社会教育会館で開催。

新会長として岡山教授(早稲田大学)を選出。新理事会が発足。

ｱ会館で開催。

学)を選出。新理事会が発足。

1993年11月27日(土）早稲田大学で開催。

，994年4月に東京で予定されている日仏会議「日仏における生産システムの管理と組織」および'995年秋に予定

されている第7回日仏学術会議の準備について討議。

§開催。

3る日仏会議「日仏における生産システムの管理と組織」および1995年秋に予定

)準備について討議。

’’■研究会

1992年12月5日(土）於京都社会教育会館
く報告＞

清水耕一(岡山大学）

「ヨーロッパの自動車産業モデル：ポスト・フオーデイズムの世界へ？」

F.ジプルー(CNRS)

「ECからみた環日本海経済圏」

阪上孝(京都大学人文研究所）

「人口と経済：18世紀フランスを中心として」

’’
教育会館

’
業モデル：ポスト・フオーデイズムの世界へ？」

経済圏」

）

ランスを中心として」

1993年7月6日(火)－7日（水）於早稲田大学国際会議場
日仏会館･EC研究会共催「東アジア経済圏と企業戦略」に協力
くプログラム＞

基調講演

武者小路公秀「ポスト．モダン時代におけるアジア太平洋：パクス

かパクス．ジャポニカか」

第一セッション世界経済のグローバル化と地域化：中心問題と戦略

w・パープ「ヨーロッパとアジアにおける統合の要素」

渡辺利夫「アジアにおける局地経済圏とその将来」

F.ジプルー「東アジアに生まれつつある諸経済圏」
第二セッション

早稲田大学国際会議場

ジァ経済圏と企業戦略」に協力

シニカシニカモダン時代におけるアジア太平洋：バクス

ジャポニカか」

グローバル化と地域化：中心問題と戦略

とアジアにおける統合の要素」

る局地経済圏とその将来」

に生まれつつある諸経済圏」

II

II

A:貿易と投資のパターン

P.ドウブルー「アジアにおける欧州企業の戦略とパフォーマンス」
J.エスマン「東アジアにおける日本中心の経済発展を妨げる諸問倒

における欧州企業の戦略とパフォーマンス」
における日本中心の経済発展を妨げる諸問倒 rr
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石山嘉英「現在の日本企業の対アジア戦略：貿易と投資」 ■出版

布伸幸利「東アジアにおけるトヨタの企業活動とその考え方」

B:技術の移転、研修、労働のフロー

小金芳弘「技術経済パラダイムの開発途上国への移転について」

那須秀康「アジアこそ日欧がイクォールパートナーとして協力しあえるBESTAREAである」

M，ド・メステイエ「トタルと極東市場：長期的展望」

Mフーカン「アジア市場における日欧の競合」

第三セッション

A:日本海経済圏

金泳鎬「冷戦後北東アジアにおける新しい経済秩序」

丸山伸郎「東アジアにおける水平的労働分業展開にもつ技術移転の役割」
李京文「東アジアにおける海洋経済の発展と国際協力」

多賀秀敏「地方都市間の国際ネットワーク」

B:黄海・華南経済圏

西川潤「黄渤海経済圏の形成と日韓企業」

劉紀鵬「東アジアにおける中国の企業戦吻

杜進「環黄海経済圏の形成：国際的地域交流の実験」

李弘杓「台湾海峡をこえた経済協力：韓国との関わり」
験照彦「中国経済圏の発達と香港・台湾の役割」

第四セッション制度的枠組と紛争の可能性：中国主導型アジアか日本主導型アジアか？
濱下武志「東アジアにおける地域関係と国際関係：歴史的アプローチ」
O.ドルフユス「東アジアにおけるネットワークとテリトリーの相互作用」
猪口孝「太平洋圏アジアにおけるダイナミクスとデイアレクテイクス」
李崇威「東アジアにおける中国の役割とヨーロッパとの関係」
山澤逸平「経済の統合化と制度的枠組：東アジアに派生しつつあるモデル」
K.カーチス「アジアでの新しいパワーオプバランス：国際競争を構造化する新たな要因」

「BULLETmj第15号「特集：自由時間、余暇およびツーリズム」を発行。本号は1991年9月マルセーユで開催
された第6回日仏学術シンポジウム(日仏会館主催)の記録である。そのフランス語版はL'Harmattan社より出版
された。

ChristineCondominas(sousladirectionde),Z,esjoi3かsaujap",352pp.,1993,L'Harmattan.
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本学会力稲力・参加した国際シンポジウム「東アジア経済圏と企業戦略」（前項厭究会」にプログラムが掲載さ

れている)の報告集が1994年7月に日仏会館より出版された。

FranfoisGipouloux(ed.),R"onalaonomibSｵmtZiesin&sfAsia.･A"mpam"veampec"ve,

■その他

会員数は1993年11月末現在で134名。また、日仏双方で会員データベースを作成している。これは日仏両経済学会
発化させる基礎資料となるものである。フランス側でも1991年秋の国際学術シンポジウムをきっかけに、
究者のグループカ雛足し（事務局ISMEA17rueCorvisart,Parisl3e)し、1993年7月より定期的研

280pp.,1994,MaisonFranco-Japonaise
の交流を活

日本経済研

究会を開催している。1995年に日仏会館学術シンポジウムの枠内で日本開催が予定されている第5回日仏経済会議の
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1992年度日仏経済学会会計報告
（1992年4月1日-1993年3月31日）

1991年度日仏経済学会会計報告
（1991年4月1日-1992年3月31日）

《一般会計》

収入

前期繰越
会費（郵便振替分）

会費（大会当日納入分）
懇親会費（会員支払分）

早大総会・懇親会補助費
日仏会館寄付
利子収入

支出
会合，懇親会費
交通・通信費
事務費

事業会計への繰入れ

《支出》
，
，
９
９
９
Ｆ
９

５
３
０
０
２
０
４

８
８
４
２
６
４

３
２

４
０
０
０
０
０
７

０
７
０
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ

Ｏ
８
０
０
０
０
０

一
Ｊ
１
９
ｇ

１
６
４
０

８
４
１
０５

750

894

587

000

《収入》

370

838

323

107,

34，

8，

大会関係費

通信・交通費

事務費

650

007

620

000

000

750

．158

前期繰越（旧一般会計分）

前期繰越（旧事業会計分）

会費（郵便振替分）

会費（大会当日納入分）
懇親会費

日仏会館寄付
利子収入

91，

55，

87，

16，

12，

24，

１
５
２小計 643，231

一一一一一一一一一一一一一一一一一

834，881
150，531計 小計

次期繰越
手元現金
普通預金
郵便振替口座預金

１
９
８

４
６
０

６
４
８

495

165

990

936，654
次期繰越

1,087,185
一
一
一一

計
小計 1,087,185191，650 １

－
苛
口

ー

－

計《事業会計》 834，881

収入
前期繰越

一般会計より繰込み
利子収入

支出
ｆ
，
９

５
０
２

４
０
２

４
５

４
０
６

３
０
６

４
０
１

《資産》Bulletin14号
通訳・翻訳料等

３
０
９
０
５
０

，
宮
、

１
１
９
２
２
１

954

320

770

610

手元現金

普通預金
定期預金

郵便振替口座残高

，
，
，
，

５
３
８
８

１
４
６
５
３

－一一ー一一一一一一一一一一一一一一－一一一一
小計計 412，593967,600

次期繰越
手元現金
普通預金
定期預金

一一一一一一一一一一一一
９
１
３

８
７
８

４
９
１
３

240

997

770

bーーー一一一一一一一

936，654計
ｄ
Ｏ
Ｆ

－
－

小計
555,007

｜
’

《預貯金資産》 ト
ー
罫
口

967,600

一般会計
手元現金
普通預金

郵便振替口座預金

，
，
９

４
６
０

６
４
８

495

165

990
手“係1，帳悪ﾙ､締誕蒙

飼薑藤i雪
－－－－－－－－一一一一一一一ー－

小計
191,650

事業会計
手元現金
普通預金
定期預金

９
９
９

８
７
８

４
９
１
３

０
７
０

４
９
７

２
９
７

｡

一一一一一－－－－－－－－－－－－－
小計

555,007
－－－－－－－－－－－－－一一一一，

幸
，
ｌ

一
言
口

726，657

蹴潔,‘‘亀

承認にもとづいて本年度会計報告より一般会計と事業会計を統合した）
印

(1992年度大会の
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日仏経済学会会則

第1条本会は、日仏経済学会(laSoci6t6franco-japonaisedesSciencesEconomiques)と称し、これを日仏
会館に設ける。

第2条本会は、同一の目的を有するフランスの諸機関との協力のもとに、日仏間の経済学の交流を促進すること
を目的とする。

第3条本会は、前条の目的を達成するために、次の事業を行なう。

イ）フランスの経済学者を日本に受け入れ、また、日本の経済学者をフランスに派遣することにつき斡
旋．協力し、並びに両国間における経済学研究者の交換を助成することo
ロ）フランスの重要な経済学文献の日本語訳を促進し、必要に応じてこれを援助すること。
ハ）日本の重要な経済学文献のフランス語訳を促進し、必要に応じてこれを援助すること。
二）刊行物、特に主要な経済学または経済学誌を通じて、日仏両国における経済学説並びに経済の動向
に関する相互の理解を深めること。

ホ）両国相互の経済並びに経済学文献の整備、特に両国のビプリオテクの整備に関し、適切な措置を講
ずることに努め、かつ、これを促進すること。

ヘ）その他本会の目的に適する事業。

第4条本会の事務所を、東京都千代田区神田駿河台2丁目3番地日仏会館内に置く。
第5条本会は、次に定める会員をもってこれを構成する。
イ）正会員：本会の事業に実際に参加協力する者。

ロ）賛助会員：本会に対し、精神的または物質的な支持を与える者の中から選ばれた者。
ハ）名誉会員：日仏両国問の経済学の交流に特に寄与した者の中から選ばれた者。
第6条本会の目的に賛同するものは、正会員となることを求めることができる。この請求は、正会員1名の推薦
により、理事会の承認を経なければならない。名誉会員または賛助会員の資格は、理事会がこれを与える。
但し、その資格は、本人の同意がなければ確定しない。

第7条会費は、次のように定める。

イ）正会員年額4，000円
ロ）賛助会員自然人の場合年額5,000円

法人の場合
年額5，000円以上

ハ）名誉会員は会費を納めることを要しない。

第8条会員に重大な義務違反がある場合には、理事会の決定によって、この者を本会から除名することができる。
この者の異議があるときは、この決定は総会の承認を得なければならない。
第9条会長は、理事会において理事の中から互選され、本会の事業を統率し、本会を代表する。

－112－

第10条理事会は、若干の理事をもって構成され、総会により選挙される。理事会は、本会の業務を執行する。理
事の任期は2年とする。

2会計監査のために、監査役を設けることができる。監査役は、総会により選任される。
第11条会長は、名誉会員のなかから顧問を委嘱することができる。顧問は、会長の請求により、理事会に対して

意見を述べることを職務とする。

第12条会長は、本会の発展のために特に功労のあった者に、総会の議を経て、名誉会長の称号をおくることがで
きる。

第13条総会は、正会員の全員をもって構成する。正式に召集された会員の3分の1が出席し、または、代理され
ているときは、総会は有効に決議することができる。総会は少なくとも年1回召集され、理事会の報告を
聞き、必要な場合には理事を選挙し、本会の事業について決議する。
第14条この会則は、出席者および代理されている会員の3分の2の多数で、総会がこれを変更することができる。

－113－
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一

日 仏経済学会役員
（1993年12月-1994年11月）

投稿規定

本「BULLETIN」への投稿は、原則として会員によるものとする。

論文の投稿分量は、原則として200字詰原稿用紙80枚以内とする(図表等を含む)。
使用言語は、日本語・仏語のいずれでもよい。

タイプまたはワード・プロセッサーによって作成された完成原稿であるものとする。原稿とともにフロッピーディ
スクを送付されたい。

編集は、NECパソコン98シリーズにより、ワープ「一太郎」で行なうゆえ､文書はできる限り、MS-DOS
フォーマットで初期化したフロッピーディスクに書込まれたい。したがって文書名は、半角8文字のあとに、ピ
リオド「.」と拡張子「JSW」を入力すること。
＜例BULLETIN.JSW>

別紙に仏文の表題を書き添えること。

投稿論文の掲載可否は、編集委員会にて決定する。

１
２
３
４

’

会長岡山隆

理事
A･アンドルェ

長部重康
河野健二

木崎喜代治

小金芳弘
坂本慶一

清水貞俊
諏訪貞夫
高橋彰
津田内匠
西川潤
新田俊三
林雄二郎
菱山泉
平田清明
堀川士良
山岡春夫
山田鋭夫

５
６

＝

｜

’

監査溝川喜一

事務局西川潤
鈴木宏昌
大町慎浩

ｈ
■
Ⅱ
Ⅱ
Ｉ
ｐ
０
０
０
ｐ
‐
ｌ
Ⅱ
Ⅱ
０
１
０
■
Ⅱ
■
Ⅱ
■
Ⅱ
Ⅱ
１

１

－
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